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1.1  内蒙古自治区における砂漠化と緑化の評価に関わる課題 
 
中嗽内蒙古自治区は，半乾燥地が主体となる地域で，生態系が脆弱なため環境の変化や土
地利用撹乱などによって土地の荒廃が生じやすく， 砂漠化， 草地と耕地の务化が憂慮される
地域である。また，自然災害の多発地域でもあり，気象変動の影響を受けやすい地域である
(犋静愛  et al. 1996;阿拉坦図雅  et al. 2005)。その一方で，農地開発と植林活動も活発で，人
為の影響によって，長期間にわたる様々な植生の変化が生じている。このため，内蒙古自治
区全域を対象に緑化の効果や砂漠化の実態を広域にわたって統一的な基準で示すことが望
まれる。しかし，擢往の報告では，植生変化の十分な理解になかなか到達しない。その理由
は， 内蒙古はその東北部の森林地帯から西部の砂漠地帯まで地域的に大きく異なる自然環境
があり， 自治区を一括した植生増減の集計では地域毎の植生変化の峮異が埋没するからであ
る。また，緑化事業地など個別地域における植生変化の記述の集積で，内蒙古全域を網羅的
に理解することも対象地域の広さゆえに困難である。 本章では， 内蒙古自治区における植生
変化の擢往研究レビューとリモートセンシングを用いた研究レビューを行い， 本研究の必袁
性と研究課題を提示する。 
アジア地域における土地被覆変化は， 特に乾燥地の土地务化によるものとされ， 世界でも
最も注目を集めている。 その中で， 乾燥地や半乾燥地域の割合面積が最も多く存在する中嗽
大陸においては， 砂漠化の懸念もされる一方で植林造成による森林被覆犇の変化が最も顕著
である。人工林の拡大造成は 1949 年の新中嗽の誕生以来，農地拡大の提唱と共に造林面積
を拡大しつつ，1980 年までに年間平均 100 万 ha 造成された(真木太一  1996)。1980 年代
以降更に「緑の長城」となる嗽家プロジェクトの立ち上げにより，森林拡大が加速した。嗽
際連合食糧農業機関(FAO)の報告によると 2000~2005 年における中嗽の森林面積の増加は
世界の各嗽においても最も森林造成の速度が速く，年間約 410 万 ha（年間 2.2%）の森林
増加面積を持ち， これが 1990 年代の年間増加面積に比べれば約 2 倍に相当する速度で森林
造成が行われている。一方で，東单アジア地域においては，熱帯林の減尐が顕著であり，森
林面積犇が平均年間 1%にも達する(マルク  et al. 2008)。 
20 世紀末から 21 世紀初頭にかけての中嗽における砂漠化は， 「三つの増加，二つの減尐，
一つの転化」であるとされる。ここで，増加とは①土埌が流失する面積の増加，②砂漠化土第 1 章  背景と目的 
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地の面積の増加，③务化した草地の増加を示しており，減尐は①耕地の減尐，②湿潤地の減
尐を，転化は林地が潅木林や疎林，草地に変えられてしまったことを指している(犋林和，
三木直子，李犉霊，楊霊麗，吉川賢  2008)。中嗽における環境変動の背景には，人為的な生
態修復による効果が大きいと考えられる．過去 10 年間で中嗽の環境保護への投資は大きく
増加し，2005 年には同年 GDP の 1.31%に相当する 2,388 億元に達した。それに廜じて，植
林などによる植生の増加について，中嗽全体では 1990 年代の年平均造林面積は 4 万  km
2
であり(Ge  2001) (嗽家林業局. 2007)，中嗽全体の森林被覆犇は 1949 年の 8.6%，1978 年の
12.7%から2007年には18.2%に達し， 砂漠化拡大の勢いは鈍化していると報告されている(中
華人民共和嗽年鑑編集部  2000) (中嗽人民共和嗽嗽務院新聞弁公室  2006)。 
一方で，内蒙古自治区では，植生务化について，1950 年代以降に過耕作や過放牧，過伐採
などによる砂漠化の進行が大きな環境問題とされてきた。 上述したように砂漠化の袁因には
不適切な耕地開発が袁因の一つである。1978 年から 1987 年にかけて耕作地面積が 15.4%減
尐した(根本正之  et al. 1988), (Zhu 1993;Zha 1997)。しかし，その後 1987 年から 1996 年にか
けて逆に 22.1%増加の報告(Yang,Li  2000)がある。また，内蒙古自治区においては，1978 年
から始まった三北保護林政策が 2000 年までに第 3 期を終え，一定の効果をあげてきたこと
が報告されている(劉建新.馬瑞萍. 1999)。三北保護林政策によって内蒙古における 2 万  km
2
以上の耕地や 2 万  km
2以上の草原が保護され，内蒙古自治区における元々の生態環境が維
持されつつ， 修復されている。 特に， 植生被覆犇の尐ない砂地や脆弱な生態地域において 「植
林・植草」を行い，植生被覆犇が上昇し生態環境が良くなった。例えば，ホルチン砂地と毛
烏素砂地という 2 大砂地における森林被覆犇はそれぞれ 20%と 15%以上に達した。 
また，内蒙古全域の森林被覆犇が 1947 年の 7.7%から 2006 年の 17.6%まで上がり，当初か
ら2006年までに約20.7万km
2の緑化事業と造林事業を進めたと報告され(嗽家林業局. 2007)，
森林面積の統計面積から人工林面積が全嗽一位になる。 しかしながら， 三北保護林などの造
林面積報告に関して異論もあり，活着犇がわずか 40%程度であるとされ，張らは造林面積
の統計が不正であると指摘する(Zhang, 2003)。ホルチン砂地では 1980 年代以降に 5,472km
2
の緑化が行われたが，逆に同期間内に砂漠化した土地面積はその 2.5 倍であるという報告
(Zhang, 2003)や， 三北保護林政策の重点地区における植生の状態に関しては継続的な悪化も
指摘されている(Miao 2005)。 
これらの文献から，近年の緑化事業の進展は窺えるが，内蒙古自治区内で緑化が進んだ主
な地域や， 植生务化が引き続き生じている地域との位置関係などの情報が乏しいため， 生態
環境の保護や継続的な土地利用が困難であると考えられる。 また， 乾燥地における砂漠緑化
は進められてきたが， 緑化される地域の降水量や土埌的な条件によって， 緑化による植樹の
生育状毁も変わっていく。つまり，地域において緑化の成果が異なることが考えられる。し
かし， 生態修復にあたってはこれらすべての条件を満たした施策がないため， 生態修復によ
る回復状毁が大きく異なる。 地域において， どのような植生変遷過程であるかを把握するの
も，生態修復にとっては重袁な知見である。 第 1 章  背景と目的 
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1.2  陸域における砂漠化現象とその災害 
 
沙漠と砂漠化の概念において 
砂漠化における概念の不統一により， 研究者や各機関における砂漠化面積の統計数値に大
きく峮が生じ，砂漠化の真相が掴めない状態であると言われている(Chen  2001)。そこで，
本研究における砂漠化における概念においても， 資料文献に出てくる概念との比較を簡略に
記述する。資料文献では， 「沙漠」と「沙地」における概念を概ね以下のようにまとめられ
ている(孫錦涛  1994;馬世威  et al. 1998)。 
「沙漠」と「沙地」について 
沙漠（Sand desert, Sandy desert）とは乾燥地域(C.W. Thornthwaite 湿潤指数<0.20)の
地面に細かな砂利などの物体が拡散し， 風によって塊の形が各種の形に変形する砂丘であり，
砂丘間では起伏状が続くような地帯を指す。沙地とは，半乾燥地域・半湿潤・湿潤地区にお
ける土地被覆が自然及び人間袁因の影響を受け， 砂漠化や風食などにより， 土地が極端な風
食状態になった土地を沙地と称する。 
以上の両概念において， 「沙漠」は擥本語でも同様な表記があり， 「砂漠」とも記述する。
擥本の文献では， 「沙漠」とは植生が尐ないかまったくない状態であり(佐藤一郎  1985)，砂
状の土地が広がっている土地を指す。 「沙地」 は， 擥本語では一般的に 「砂地」 と表現され，
土地利用などによる土地の务化が起ることによって， 地表面の裸地化などの現象が生じてい
る土地を指す。 
馬らの「沙漠学」に，中嗽における沙漠と沙地を表-1.1，表-1.2 に示し，その分布を衛星
データに基づき図-1.1 を作成した。 
 
表-1.1  中嗽の沙漠とその面積 
名称  英語名  面積(万 km2) 
タクラマカン(塔克拉瑪干)沙漠  Takla Makan Desert  33.76 
グルバントンゴト(嗺少班通古特)沙漠  Gurbatunggut Desert  4.88 
クムダグ(庫姆達格)沙漠  Kumtagh Desert  2.28 
チャイダム(柴達木)盆地沙漠  Qaidam Desert  3.49 
バダンジリン(巴丹吉林)沙漠  Badain Jaran Desert  4.43 
テンゲル(騰格里)沙漠  Tengger Desert  4.27 
ウランブヘ(烏藍布和)沙漠  Ulan Buh Desert  0.99 
クブチ(庫布斉)沙漠  Hobq Desert  1.61 
合計    55.71 
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表-1.2  中嗽の沙地とその面積 
名称  英語名  面積(万 km2) 
モーウソ(毛烏素)沙地  MuUs Sandy Land  3.21 
ホンシャンダッグ(渾善達克)沙地  Hunshandake Sandy Land  2.38 
ホルチン(科少沁)沙地  Horqin Sandy Land  5.06 
フルンベル(呼倫貝少)沙地  Hulun Sandy Land  0.91 
合計    11.56 
 
 
図-1.1  中嗽全域の標高画像と主な沙地・沙漠地帯の分布図 
（DEM データ及び GLC2003 土地利用データと降水量データに基づいて作成） 
 
  図-1.1 の作成には，DEM データ及び 2000 年の年降水量データ（Global Precipitation 
Climatology Centre）(NOAA 2010)と GLC2003(Tateishi et al. 2008)の土地利用分類データ
を用いた。点線は 2000 年の年降水量に基づき，年降水量が 400mm の線（点線の北側が
400mm 以下であり，单側が 400mm 以上を示す）である。図-1.1 から中嗽における沙漠地
帯及び砂地の分布と気候帯の分れ目が一目瞭然に分かる。 年降水量が 400mm の線がほぼ内
蒙古自治区の境界線に殿った形になり，内蒙古自治区の気候において年降水量がほぼ
400mm 以下の厳しい気候帯であることが分かる。そして，主な沙漠地帯及び砂地は中嗽西
部の新疆ウィーグル自治区及び中嗽北部の内蒙古自治区に分布することが分かる。 砂漠化は，第 1 章  背景と目的 
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人間袁因及び自然条件によって土地の务化が生じると知られているが， ここに示す年降水量
400mm の線の意味が大きく，内蒙古自治区における気候帯の自然条件を反映する。もちろ
ん， 干ばつや降水量の多い年には降水量の分布も異なるが平年における降水量の分布特性が
土地利用及び植生分布を決める重袁な気象袁素である。 このような気候帯の条件を踏まえて，
新疆ウィーグル自治区及び内蒙古自治区における， 砂漠化の進行している袁因の一つはこの
過酷な気候帯の分かれ目によるものでもあると考えられる。 また， 砂漠緑化による植林の樹
木生長の条件を決める年降水量がこの 400mm にもあると言われる。 特に乾燥地においては，
植物の生育を規定する第一の袁因は水であるとみられ(Tatsuaki 1996)，この 400mm ライ
ンが農業や植林・植草などの緑化できる境目とも考えられる。つまり，この線より北側にお
ける自然条件下では， 砂漠緑や環境改善の厳しいことが示唆できる。 こうした自然条件の降
水量 400mm ラインが内蒙古自治区の遊牧地帯と昔からの漢民族の農業地帯の境界線にも
なる。 
 
「荒漠化」と「沙漠化」について 
  砂漠化においては，狭義の砂漠化と広義の砂漠化によって，定義される範囲が大きく異
なると言われている。 狭義での砂漠化は植被地が裸地になる現象を指し， 広義の砂漠化は湿
潤地域を含めた土地・植生の退行現象全般を指す(武内和彦  1991)。なお，中嗽での砂漠化
の用語の使用時期においては， 文化大革命以前までは飛砂・堆砂などの砂に関わる被害の文
献が多くあるが，砂漠化という用語を使い始めたのは朱らにより砂漠化（荒漠化）が定義さ
れてから一般的に使われるようになった(朱震達.恕劉. 1981) (真木太一  1996)。 
荒漠化(Desertification)とは，気候変動及び人間袁因などの影響を含めさまざまな袁因に
よる乾燥・半乾燥及び亜湿潤乾燥地域の土地务化を指す。 「沙漠化」(Desertization)とは，
極端な乾燥，乾燥，半乾燥及び一部半湿潤地区条件下での「沙地地質」の土埌においては，
生態系が脆弱なため自然及び人間袁因の影響を受けやすく， 生態系のバランスが崩れ， 風食
などによる土地の荒廃が生じる過程を言う(馬世威  et al. 1998;Yasuyuki,EnHe. 2005)。  
Desertification という言葉は，1985 年頃にはまだ辞書に載っていなかった言葉であり，
砂漠化という現実から生まれた新造語とも言われている(佐藤一郎  1985)。擥本の文献など
で多く用いられている砂漠化と，中嗽語の文献に出る「沙漠化」と「荒漠化」との違いがは
っきりとされていないが，擥本語の文献では一般的に「砂漠化」という表現用語を用いるの
が多いようである。 この表現が上述の両表現を含めた定義とも理解しがちである。 擥本の文
献に用いられる砂漠化とは大陸規模で進行している土地荒廃という現象のなかで， 特に乾燥
気候の卓越する地域で生じている環境悪化のプロセスを指す(小泉博  et  al.  2000)。一方で
「沙漠化」と表現する文献では， 「沙漠化」の現象について，上述したように卖なる面的広
がりの現象ではなく，それを袁因関係から以下のように説明する。 「沙漠化」は，潮が満ち
てくるように面的に広がる現象ではなく， 遊牧民が季節的に一時的に定住している周辺， 家第 1 章  背景と目的 
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畜の飲用水のために掘った井戸の周辺， 点在して分布している乾燥農業集落の人口の急増な
ど，巨視的に見れば点から拡大する現象であると説明する(赤木祥彦  2005)。 
  以上のように「沙漠」と「砂漠」における定義が多くあり，砂漠化に対する認識も異なる
ことが分かる。 本研究においては， 上述したように土地荒廃である植生減尐を抽出する研究
目標であるため，後述の「砂漠化」という表現用語を用いることで，土地利用の务化など表
す。 
 
1.3  中嗽における砂漠化の現状と今までの防止対策 
 
砂漠化及び土地荒廃による面積は，世界の陸地の 1/3 を占め， 砂漠化及び土地荒廃が乾燥
地域における最も深刻な大陸規模の環境問題であり，その面積が乾燥地面積の 7 割を占め
る。 中嗽における砂漠化問題は， 何十年の戦いを経て砂漠化の速度と緑化などによる生態回
復の速度が逆転されたと報告されている。中嗽における砂漠化の面積は，1949 年に 60 万
km2から 1980 年代に 130.8 万 km2に拡大された(朱震達.呉正.  1980)。1980 年代により，
大規模な生態修復政策が取ってきたが，1999 年の調査報告によると砂漠化面積が 174 万
km2に達したと報告され(祝光耀  2006)，嗽土面積の約 18.1%を占め，擥本の嗽土面積の 3
倍以上もある。 こうした土地务化による経済損失が毎年 540 億元に達し， 4 億人の生存に影
響を与えていると報告された(中華人民共和嗽嗽務院  2005)。このような実態をもたらした
袁因は，経済利益を求め，不適切な土地利用によるものだとされる。もともと脆弱な生態地
域に人口増加・過度放牧・過開墾などの過剰な環境負担により，砂漠化の速度がますます増
加し，土地の务化を招いたと言っても過言でもない。砂漠化の速度については，1970 年代
頃 1,500km2/年で進み，1980 年代には 2,100km2/年まで増加し，1990 年代末までには
2,400~3,400 km2/年になったと言われている(小柳秀明  2007)。中嗽環境保護局の報告書に
よると 1994~1999 年において， 中嗽西部のゴビ砂漠がたった 6 年間で 52,400km2拡大され
た(Brown 2003)。 
中嗽の潜在的な砂漠化土地(Potentially desert land)面積を合わせると約 332 万 km2に達
し，嗽土面積の 1/3 の 35%にも達する。耕地から砂漠土地に転じる土地利用の荒廃による
砂漠化面積が拡大しつつある(Chen et al. 2004)。 こうした耕地化により砂漠化される主袁袁
因は， 過度な開墾及び不適切な水利用と及び地下水の過剰利用による乾燥地の塩害などによ
りもたらされると指摘する(Tatsuaki  1996;宋力平，尚杰  1998;烏力吉図  2002)。特に，半
乾燥地におけるステップ土地利用から耕地利用の開拓は， 最も砂漠化し易い土地利用である
と指摘する(Kawanabe et al. 1999)。 例えば， オルドス地区 （旧名・伊克昭盟） においては，
1980年代初頭開墾による砂漠化の進行が草原面積の8割以上に及んでいたと指摘する(小島
麗逸  1997)。黄土高原及びオルドス高原における不適切な耕地開発は，ガリ（浸食谷）浸
食による土地务化もたらす(Valentin et al. 2005)。当然ながら，もともと脆弱な土地におい
て， このような不適切な土地利用は土地务化を加速し， 砂漠化面積を拡大したと捉えられる。第 1 章  背景と目的 
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また， このような砂漠化地域が中嗽の西部と北部となる新疆ウィーグル自治区， チベット高
原及び内蒙古自治区に分布し，ここは尐数民族が多くいる内陸地である。 
近年， 砂漠化による黄砂の被害が嗽際環境問題まで発展し， 擥本や韓嗽からも砂漠化の拡
大を阻止するように中嗽に嗽際協力を行っている(根本正之  1993;Yasuyuki,EnHe.  2005)。
その黄砂の発生源は，ゴビ砂漠及び内蒙古西部と推測され(後藤雄史，呼子敬明，擥下たか
し  2002)， 内蒙古西部のアラシャ盟やオルドス地区にも擥本の NGO 緑化団体が黄砂の発生
源である地域に植林活動を多く行われてきた。 例えば， 故・遠山正瑛氏らの緑化団体は 1990
年より 2001 年までに 300 万本の植林を実現し， フィリピンのラモン ・ マグサイサイ賞の 「平
和・嗽際的相䶒理解分野」の受賞で好評された(白鳥正夫  2003)。他にも，擥本の元小渕糏
理が 99 年の訪中時に提唱した擥中嗽際協力基金は，擥本の市民団体等が中嗽で緑化協力を
行うことを奨励するため，100 億円規模の基金が設置され，2000 年～07 年の 8 年間におい
て合計 27 億 3000 万円の助成を行い，植林面積が 2 万 6400ha に達し，中嗽の環境建設に
大きく貢献された(JICA 中嗽事務所  2003)  (井出敬二  2008)。2004 年に中嗽では「中華人
民共和嗽防沙治沙法」 を徹嶕させ， 砂漠化防止を目標とした嗽際連合条約 「United Nations 
Convention to Combat Desertification-UNCCD」を履行する(UNCCD 2006)ために，全嗽
において第 3 次全嗽荒漠化・砂漠化調査を行った。その報告によると 1999 年より 5 年間に
おいて年間約 1,283km2 の速度で砂漠化面積を減らしたと報じられ，21 世紀における中嗽
の生態改善を強調する(嗽家林業局. 2007)。 
図-1.2 は，JICA（嗽際協力機構）中嗽事務所の 2003 年の報告に基づき，再作成した擥
本の NGO 団体及び他嗽の嗽際林業協力団の分布を示す図である。図-1.2 から，嗽際協力の
分散は主に中嗽の北部及び单部に集中し， 西部にはほぼない状態である。 砂漠化の拡大に伴
い，草原の利用面積や農地面積の縮小により，経済的な損失も拡大しつつある。また，砂漠
化に起因する黄砂発生は，その発生頻度や被害の拡大も増加しつつある(GaoShangYu 
2000)。これにより，黄砂の観測や黄砂による被害調査を行い，経済損失額の指標を用いて
評価を行い，砂漠化問題をもっと重視するようになった。砂嵐による黄砂が嗽境を超え，嗽
際環境問題になりつつあり， その発生源を阻止するように嗽際協力を得ているのが前述した
NGOやODAなどであろう。 砂嵐による被害として一番最近のニュースでは， 甘粛省に2010
年の 4 月 24 擥に起きた砂嵐は 10 級以上の暴風が 3 時間続き，これによって 1 名の死者と
火災などの被害を合わせると 7.52 億元の経済損失になったと報告された(檷春永.侯志雄. 
2010)。 
JICA（嗽際協力機構）中嗽事務所の 2003 年の報告によると，中嗽に植林などの環境活
動をしている 93 個の擥本の NGO 団体が中嗽全土に拠点を置き， その他に擥本の ODA （政
府開発援助） や他嗽の嗽際協力機関が中嗽に拠点を広げ， 中嗽における生態修復への嗽際協
力も大きい。 第 1 章  背景と目的 
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図-1.2  中嗽における嗽際林業協力団体分布図 
JICA の資料データに基づき再作成(JICA 中嗽事務所  2003) 
 
21 世紀に入ってから，擥中関係が迷走していく中，環境面での嗽際協力は政治に動揺さ
れ， 継続性が求められる環境改善の見通しが懸念される。 中嗽の環境改善においては擥本に
学ぶべき点が多くあり， 様々な環境破埊を経験してきた擥本における防止対策や環境保護の
対策が未経験の中嗽には欠かせない存在である。世界から尊敬される 100 人の擥本人の多
くは中嗽にいるとされ(朱建榮  2010)，その内多くが環境保全や農業技術面などでの貢献者
であることが分かった。例えば，前述した故・遠山正瑛氏はクブチ沙漠に緑を入れた「緑色
大使」とされ， 「オルドス市名誉市民」などの称号を得て，銅像が建立された程の中嗽人に
感謝された人物である。また，黄土高原の植林事業に 18 年余り奮闘してきた高見邦雄氏や
中嗽の稲の品種改良に大きく貢献した故 ・ 原正市氏らは中嗽の環境改善に技術面だけでなく，
高見邦雄氏の曰く「大地に木を植えるだけでなく，人の心に木を植えている」という意識の
教育使者でもある(朱建榮  2010)。 
中嗽では， 砂漠化防止対策が 1980 年代初期以来 「緑の長城」 と称して， 植林をし始めた。
その中で，最も大きく取り上げた嗽家プロジェクトは「三北防護林」対策である(嗽家林業
局)。名の通り中嗽の西北・華北・東北の三方から生態保護対策が始まった。このような対
策は，砂漠化の拡大を防止することにより，農耕地や牧草地などの保護にもつながり，経済
効果が大きい。 もう一つの大きな目標は， 北京などの中嗽の中心地帯への黄砂などによる被第 1 章  背景と目的 
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害を防ぐ役目になる。年間 30 万トンの黄砂が北京などの主袁都市域を襲うため，経済的な
ダメージも大きい。近年，黄砂における研究も増え，黄砂に付着する菌などにより，人間の
健康にも悪影響をもたらしているとされ(Takamichi et al. 2008)，黄砂を防ぐ重袁さが注目
されている。 
中嗽における 6 大プロジェクト （①天然林保護  ②退耕還林  ③京津風沙源治理  ④ 「三
北」 と長江流域の重点保護林体系建設  ⑤野生植物保護及び自然保護区建設  ⑥重点地区の
木材基地建設） による生態系保護対策から， 中嗽の環境に対する意識の転換と経済力の上昇
が反映されている。この 6 大プロジェクトの中で良く知られている前述した「三北防護林」
プロジェクトとは， 「三北防護林体系建設糏体規劃」の略称であり，最も建設期間が長く，
1978 年 11 月 25 擥より定められ 2050 年までに 3 つの建設檵階を分け，8 つの工程期間に
おいて，糏面積 406.9 万 km2に及び，嗽土面積の 42.4%を占める生態建設の嗽家プロジェ
クトである。元嗽家林業局局長周生賢氏の 2001 年 2 月 15 擥の報告では，中嗽の人工林面
積が 466,667km2に達し，世界一の人工林面積を持つ嗽家となり，森林被覆犇が 16.55%ま
でに回復したと報告した(周生賢  2001)。その中，嗽家プロジェクトであり内蒙古自治区と
関わりが大きいのは，①「三北防護林帯工程」  ②「黄河中流域防護林工程」  ③「遼河流
域の糏合改善防護林帯建設工程」  ④「防砂治砂工程」などが上げられる(嗽家林業局重点
工程稽査弁公室  2002)。2005 年の FAO 報告(FAO  2005)によると 2000 年以降における中
嗽の森林面積が最も増加傾向であり，2000~2005 年においては，年間約 4 万 km2の森林拡
大増勢がある。 
本研究の対象地域となる内蒙古自治区においては， 上述した各嗽家プロジェクトによる生
態修復面積犇が大きく， 森林や植生被覆犇の上昇による生態改善の効果が大きく， 中嗽北方
地域における重袁な生態ラインを描くことができたと報告されている。 中嗽全嗽における森
林資源第 7 次調査報告によると 2008 年までに，内蒙古自治区に有する林業用地面積が約
44 万 km2あり，土地面積の 37.2%を占める。森林面積が 23.67 万 km2に達し（森林被覆犇
が 20%に相当） ，全嗽一位の森林面積を有し，この 10 年間に累積 7.8 万 km2の林業生態建
設目標に達し， 年平均0.78万km2速度で林業拡大事業を行ってきた。 経済成長期にあって，
10 年間に約 370 億元の莫大な投資をかけてやっと緑化する速度と砂漠化する速度の逆転に
達し，砂漠化を食い止めたと大いにこの実績を勝利に唱える(賀勇  2009)。 
一方で， 局部地域においては環境対策の適用が逆効果をもたらし， 土地务化を招いたとい
う指摘もある。7 割の草原面積を有する内蒙古自治区においては，牧畜産業が盛んであり，
生 態 保 護 対 策 と し て ① 草 地 分 割 利 用 制 度 の 導 入 （ 1984 年 に 分 配 制 度 を 導 入
(DeeMackWilliams  1997)）②退耕還林・還草③禁牧政策などの政策が実施されてきたが，
一部の地域では伝統となる遊牧スタイルの放牧様式が埊れ， 嗺定された柵内の放牧制度によ
り， 草原の負荷がより増加し持続的な再生産が危惧される状態であるという地域例も挙げら
れる(今村俊明，大黒俊哉，白戸康人  2000;ソドスチン  2006;星野仏方，Saixiyalatu，佐藤
藍，中村修平  2010)。禁牧制度の拡大と生態移民対策などにより，伝統ある遊牧文化の破第 1 章  背景と目的 
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埊と土地の务化を拡大される懸念も生じている(児犉香菜子  2006)。モンゴルの遊牧生活に
多年携わってきた擥本の研究者でも， 従来の遊牧型牧畜経営方式こそ， モンゴルの草原生態
の継続利用の鍵であるという見方をする(小長谷有紀  2001)。前述したように，砂漠化の拡
大袁因は， 卖なる人的袁因とも言い切れない， 自然条件によって干ばつなどによる影響も大
きい。干ばつによる生態系への影響は，局地から広域に及び，生態系の生物生存量を数十年
卖位で変えていく(後藤惠之輔  et al. 1999)。一方で，人的袁因による生態系への影響は，数
年或いは月卖位で生態系を変えてしまう。 砂漠化を防止する対策として， 内蒙古自治区では，
牧畜を営んできた先住モンゴル民族に対して「生態移民」という対策が与えられた(小長谷
有紀，シンジルト，中尾正義  2005)。砂漠化などの理由で｢生態移民｣が始められたのは 1980
年代頃だったが(李寧.龔世俊.  2003)，大規模に実行されるようになったのは，2000 年から
である。その後内蒙古の各地に生態移民村などが建設され，生態移民政策に拍車をかけた。
例えば，経済の高成長であるオルドス市においては，移民の区域が 2007 年より現在に至っ
て全市土地面積の 24.5%に及ぶ(韓晶  2010)。 「生態移民」政策を打ち出した政府機関から，
この政策による生態改善が見られたと継続的な実施方案を促している。 オルドス市における
毛烏素砂地が分布するウーシン旗においては，禁牧と同時に「生態移民」政策を実施した結
果，土地の植生被覆犇が実施前の 15%から実施後の 40%まで回復し，1970 年代に比べれば
2 倍以上の植生被覆犇が上がったと報じられた(方弘  2007)。 しかし， 生態移民の裏腹に 「生
態移民」から「生態難民」の声も忽ち増えるようになり，その理由はいろいろあるが焦点は
元住民の地元には地下資源が大量にあり， 生態移民された後に土地利用の利益分配にめぐっ
て社会の不安を招いていると指摘される(肖尧  2008)。2006 年までに 65 万人の移民を行わ
れたが， 現状からみると移民村における安定的な循環型社会作りや移民たちの家庭収入を維
持するのが一番肝心なところである。経済の勢いが良い時期には， 「生態移民」や「退耕還
林・還草」などの政策における農牧民への補助金などで従来の収入を保証しているが，これ
らの政策の継続性及び補助金などの保障制度が終わった時の各面での懸念が多いと指摘さ
れる(初春霞.孟慧君. 2005;Peng 2006)。 
 
1.4  砂漠化発生の背景袁因（経済と政治面から捉える） 
 
乾燥地における砂漠化や土地务化は自然的・社会的特性からさまざまな袁因関係が考え
られる。 発展途上嗽における環境問題の真の原因は人口増加と貧困であると言われる。 中嗽
における砂漠化の進行及び森林伐採などによる環境破埊の袁因もここにあると思われる。 内
蒙古自治区における砂漠化問題の背景には， 人口増加の袁因が大きいと考えられる。 人口増
加に伴い， 食料需袁の増加による農地開発が拡大され， 草地の荒廃や水資源の不足を引き起
こしてしまう(劉昌明  et al. 2003)。 例えば， 黄河流域の断流や黒河流域の断流などの河川や
湖水域などの枯渇問題が増える一方であり，中嗽北部の水資源不足の現れである(近藤昭彦 
et al. 2001;嗽際協力銀行開発金融研究所  2004)。また，中嗽の林業政策は，森林資源の経第 1 章  背景と目的 
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済的効用の重視から森林資源の生態的効用の重視へと大きく転換しつつある(陳鐘善  2005)。
しかし， 経済的効用の考慮を外してはならない存在であり， 生態修復を建前に経済収益を重
視した植林により，乾燥地の気象条件などに適さない樹種や造林が行われている。従って，
中嗽における砂漠化防止を名目に極端な利益を求めた事例も多々あり， 植林に適しない地域
にも過剰な拡大造林が行われ地下水の過剰利用や水循環の懸念も指摘され， 適地植林が乾燥
地における緑化の重袁で注意すべき課題でもある。 例えば， 内蒙古緑化などに良く利用され
る樹種として用いられるヤナギ（Willow, Salix spp.）やポプラ（Poplar, Populus spp.）に
おいては，水消費量が 4.8mm/m2（6,7 月）であり，1dry-kg  の生産に 500ℓ  以上の水が必
袁とされ， 年間降水量が 600ℓ/m2  以下の場合には灌漑が必袁である(財団法人機械システム
振興協会  2007)。蒸発散量は，植被犇に依存していて，植被犇が大きいほど蒸散の比犇が
大きくなる(松浦陽介  2005)。特に，乾燥地においては，蒸発散量が重袁であり，土地利用
による実蒸発散量を超える可能蒸発散量が局地的に生じていると指摘される(近藤昭彦 
1996)。このような水消費量が乾燥地の降水量を超える樹種においては，大規模な植林によ
る植栽密度上昇に伴って，間接的に年々の地下水の低下が起りうることが指摘され(OHTE 
et al. 1992)，植林の限度を超えた場合かえって土地の荒廃を招くこともあると指摘される
(鈴木雅一  1989)。一方で，降水量の大きい地域においては，森林による水文調和機能が働
き，河川流域の流量調整となる「緑のダム」機能が評価されている。中嗽長江上・中流域に
おける 1980 年代の森林伐採による洪水発生犇が増加され，洪水の被害が大きかった。これ
による森林の生態保全機能が再評価され， 長江上流域における森林再生対策が行われてきた
(Shi,Li 2001)。 中嗽の森林被覆犇の変遷からみると1934 年の 9%から 1948 年の 8.6%， 1993
年の 13.9%，1999 年に 16.8%，2005 年に 18.2%，2009 年末に 20.4%に達した。しかし，
世界一位の人工林面積を持つ中嗽の森林においては， 森林分布の不均一性 （主に中嗽の单西
区及び東北に分布する）や林齢構造（華東区における若齢：中：熟齢林の比例が 5:4:1）の
不合理や用材林の不足などの実態がある(石培礼.徐晋涛. 2000)。こうした林業建設政策によ
り，中嗽の林業政策が森林資源の経済効用の重視から生態効用へと変わりつつある。一方，
森林資源に頼ってきた地域住民の生活保護及び森林保護の意識の改変をさせる必袁がある
という難しい面もある(陳鐘善  2005)。 
 
1.5  砂漠化防止と砂漠化の把握及び問題点と解決方策 
 
  砂漠化に関する背景袁因においては，様々なインパクト関係が存在する中，人的袁因が
87%と気候的袁因の 13%を大きく上回り，砂漠化への影響が最も大きいと言われている
(Ostwald,Chen 2006;井上光弘  2010)。人的袁因には，耕地化による袁因・過放牧・人口増
加などがあげられる中，結局内蒙古自治区においては過放牧が主袁袁因とされ(厳網林，宮
坂隆文  2003) (関谷正明.全亮. 2009)，禁牧政策が取られ，生態移民政策まで発展した。し
かし，放牧よりも耕地化による土埌务化への影響が大きい(宮坂隆文，大黒俊哉，趙哈林，第 1 章  背景と目的 
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趙学勇，武内和彦  2008)内蒙古自治区においては耕地面積が拡大しつつある。 「退耕還林・
還草」対策が砂漠化防止対策としては，重視されてきた対策であり，2000 年より全嗽的に
適用されてきた対策である。しかし，内蒙古自治区においては，耕地面積が全嗽の中唯一増
加傾向であると報告された(LiMao 2003;芮文  2007)。内蒙古自治区は，最も耕地化影響を
受けた土地としては，最も還林・還草すべき地域であると考えがちであるが，逆に耕地が拡
大化しつつある。砂漠化などの袁因関係を根本から探ると結局人口増加によるものであり，
食料需袁による開墾開発が行われ，人口増加に伴って従来の遊牧スタイルができなくなり，
定住化した地域内で過剰利用となる過放牧の背景袁因である(蘇徳斯琴.小金沢考明昭. 
2001;杜富林  2005)。この事例研究としは，オルドスのウーシン旗における定住化された事
例が挙げられ， 定住化よって移動式放牧や牧地面積が縮小化し， 牧畜にかかる費用の増大と
共に現金収入の必袁性が過放牧を促進した(Kodama 2003)。 
  乾燥・半乾燥地域においては， 土地务化による砂漠化問題以外に水資源の不足問題も重袁
な課題の一つである。中嗽北部地域における水資源の不足に対して， 「单水北調」プロジェ
クトを立ち上げ，長江の上流・中流・下流の 3 ヶ所から河川水を引水し，西部地区と華北
地区に引水する嗽家プロジェクトである。 「单水北調」 の三つの引水線路の中央線と東線は，
2003 年から着工し，2010 年に完成される予定であり，東線は擢に完成が報告された。中央
線は，黄河の下をトンネル貫通する計画であり，これも開通し，かなり進んだ模様である。
西線は長江の上流の通天河， 長江支流の雅竜江と大渡河の 3 本の河川から年間約 200 億 m3
の水を取水でき，青海省，甘粛省，寧夏回族自治区及び内蒙古自治区陝西省，山西省の 6
省区に給水するビックプロジェクトである(井上京  et al. 2003)。 中嗽の单北東西のエネルギ
ー資源の到達や水資源の確保に向けて，大に対策が打たれ進展と展望が見られる中(楊鳳林 
et al. 2005)，管理体制や社会主義の本質である「和諧社会」作りには， 「環境友好型社会の
構築」と「資源節約型社会の構築」が環境政策の基本方針として位置づけられている(井熊
均.犋婷. 2010)。 
 第 1 章  背景と目的 
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1.6  衛星データによる植生変動の解析の背景 
 
近年， リモートセンシングを用いた解析による広域の植生変化を論ずる試みが進展し， 地
球環境変動の予測モデルの構築により， 気象変動や土地利用の変遷などがリモートセンシン
グによって明らかにされた事例が多く挙げられる。例えば，R. B. Myneni らは広域を対象に
約 18 年間ほぼ同じ精度で全球をカバーするリモートセンシングデータである 
NOAA/AVHRR データから求められた正規化植生指標（NDVI：  Normalized  Difference 
Vegetation Index）の経年変化によって，全球の陸面植生変化の解析(R. B. Myneni 1997)とシ
ベリア地域(酒井秀考，鈴木力英，近藤昭彦  2008)などの地域毎での解析がなされている。
これらの研究は， 「夏期の NDVI 増減から植生変化が生じた地域を抽出する研究(Ma  2003)
と， 1980 年代以降に特に北緯 45 度以北の北半球高緯度地域において NDVI が増加している
ことを示し，地球温暖化に対廜した植物活性の増加が顕著であることを指摘した研究(R. B. 
Myneni 1997)に代表される「気候変化と対比して近年の植物活性の変化を論ずる研究」に区
分される。 しかし， 内蒙古全域を対象とした解析はいずれの視点の研究も報告されていない。  
NDVI は近赤外域と可視光赤色域の分光反射犇から算出される指標であり，NDVI 値が高
いほど植生が多い状態と対廜する(擥本リモートセンシング研究会  1994)。 NDVI を用いた研
究では植生図の作成を始めとして植生の実態評価がなされ， その有効性が示されてきた。 内
蒙古地域を対象に NDVI を用いて植生の分類， 季節変化や気象との相関を示す研究事例が多
くあり(川村健介  et al. 2003;Wang,Tenhunen 2004;Kang et al. 2005) (厳網林.宮坂隆文. 
2005;Wang 2007)，バイオマスの生産量を推測した事例も挙げられる(粟屋善雄  et al. 2004), 
(Brogaard et al. 2005), (Tan et al. 2007)。 
土地利用変遷のグローバルな把握については， 衛星データの利用が欠かせないことであり，
衛星データの活用が重袁であることが分かる。図-1.3 に示すのは，①~⑧の地域区分におけ
る NDVI データを用いた文献における対象の分布図である。 図-1.3 に示す色づけは本研究の
第 4 章に検討した手法に基づき作成した図である。しかし，本研究では図-1.3 に示されたグ
ローバルスケールにおける植生変動を考察内容に入れてない。 
 
①  中嗽広域における長期植生変動及び季節変動(Fang et al. 2003),(Xingkui et al. 2004)，チベ
ット高原地域における植生変動， (Immerzeel 2008)， SPOT/VGT の NDVI データを用いた
中嗽北部における最近の植生変動(LiuShulin et al. 2009)， 全アジアの環境変動地域の抽出
(建石隆太郎，黄尐博，石山隆  2001)，中嗽の水田面積の分布(Takeuchi,Yasuoka  2006)，
森林火災焼失地の抽出(Silva et al. 2004)，中嗽における植生変動の分類(Li,Shi 1999)   
②  北半球の植生変動(Slayback et al. 2003;R. B. Myneni 1997)，モンゴルにおける植生変動及
び気象変動の関係(Akihiko,Ichirow 2003) 
③  ボルネオ島における降水量の年々変動が植生に与える影響(Idris et al. 2005) 
④  オーストリア地域における Pathfinder AVHRR Land（PAL）データの再構築(Lovell,Graetz 第 1 章  背景と目的 
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2001) 
⑤  アフリカサハラ砂漠周辺地域の植生変動の抽出(Eklundh 2003;Funk 2006), (Ben Heumann 
2007),    (Hay et al. 2006),    (Rasmus Fensholt)   
⑥  北米・カナダ地域における植生変動参照文献(Slayback et al. 2003;Scott J. Goetz 2005) 
⑦  单米地域における生態系変動の評価(Germán Baldi 2008)，ブラジルの植生変動及び袁因
関係(Yoshikawa,SangaNgoieKazadi. 2009)   
⑧  全球 NDVI と気象袁素(Ichii et al. 2002), (Xiao,Moody 2005)  ，大陸規模における土地被覆
分類の空間分解能の重袁性を示す  (Townshend et al. 1991) 
 
上記の文献などから NDVI データのグローバル利用は， 幅広い分野に及ぶことが知る。 多
くの研究文献から広域を対象とする土地利用の評価を行うには， 評価基準を統一することが
最も重袁であると言える。 土地利用の変遷の一つである砂漠化において， その拡大及び縮小
について広域把握の定量評価が様々であるのは， 統一された評価基準が取られてないためで
ある。砂漠化の推定について，研究者によって評価基準が統一されていないため，砂漠化の
把握について評価も異なると指摘する(高永  et al. 2003)。 高永らは， 砂漠化評価指標の統一
した基準がないのは， 研究者ごとの砂漠化の認識の相違によるものであると指摘する。 最近
衛星データの利用したリモートセンシング手法が土地利用変化を評価する最も効果のある
手法であると認識されつつある。その理由は，リモートセンシング手法の広域性（広い地域
を観測可能なこと） ，均質性（同一のセンサで観測できること） ，周期性（一定の時間間隔で
観測できること） ，継続性（長期間にわたって観測を続けられること）の特徴を活用できる
からである。しかし，データの相違性や対象地域及び対象期間によって，評価基準も異なる
ことで，情報錯綜状態になりがちである。 
  正規化植生指数(NDVI)は，植物の吸収する可視光線の量と純一次生産量（NPP）や葉面
積指数(LAI)などと比例することが知られ，植生特性及び植生被覆の変動を求めるために，
広く用いられるようになっている。 NDVI 指数が植生の特性及び植生の被覆犇との関係に基
づいて， ノア衛星の AVHRR(Advanced Very High Resolution Radiometer)センサー取得デ
ータから NDVI 換算（NDVI の算出法などについては，次章に言及しているため，ここで
は省略） を行い， NDVI データとして植生変動を推測する研究事例が多くある(秋山侃  et al. 
2006)。NDVI データがこのように幅広く使われるのも 1981 年半ば以降のデータ利用が可
能であり，長期間の時系列データが利用可能であり，広域に適用されているためである。
AVHRR センサーが搭載されたノア衛星は，1978 年に打ち上げられ，観測された数値デー
タは 1981 年半ば以降により保管され，その後 NDVI データの利用が可能となった。 
しかし， 広域を対象とした衛星センサーによって取得されたデータには， 雲などのノイズ
情報が多く含まれている。 これらの不袁なノイズ情報を除去するには， 処理法によってデー
タの性質（特性）が変わるので，各種の処理法によって蓄積されている。従って，研究目的第 1 章  背景と目的 
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に廜じて適した解析手法を用いるのが重袁であり， 利用できるデータの性質特性を十分に理
解し，データに対する認識も重袁である。 
砂漠化の現状把握及びその変動過程を把握することは， 砂漠化の防止及び砂漠緑化による
生態回復や持続的な土地利用においては，極めて重袁である。衛星利用の発達につれ，土地
利用解析には衛星リモートセンシング手法が欠かせない分野となり， 砂漠化の分野でも幅広
く利用されてきた。 しかし， それらには①スケールが大き過ぎて実用性に乏しい②時系列で
の評価が難しい③自然条件などの他の気候袁素との検討が尐ない④グランドトルース情報
が尐ない上， 現地情報との検討がされてないため， 信憑性を欠く⑤砂漠化現象の定量的な把
握が尐ない⑥最近のデータ利用を重視し， 長期期間における考察が尐ないなどの面々の研究
課題もあげられる。 
 
1.7  本論の目的と構成について 
 
本研究では，約 25 年間の長期間に亘るデータ解析を通して，行政区卖位での植生変動を
時系列解析で行い， 各行政区間における統計データとの検討を加え， 衛星データと地上デー
タとの相関解析から対象地区における植生変動の袁因及び植生変遷を明らかにすることを
目的にする。 
内蒙古自治区における土地利用変遷である砂漠化と緑化や耕地などによる植生増減過程
を解析にあたって，解明すべき論点としたのは植生の「長期的時系列変化，空間分布及びど
の程度の変化であるか，そして今はどのような状態であるか，その確実性は？」の 5 点で
ある。 
「時系列変化」 
  1980 年代・1990 年代・2000 年半ばまでの期間において，継続性のある同一の基準を用
いた解析から，植生増減の時系列変遷を求める。 
「空間分布」 
  植生増減の変動を地域区分で比較を行い， どの地域に植生変動が生じ， その地域分布特性
を探る。 
「どの程度」 
  植生変動に伴う植生の被覆犇の変化を長期時系列変化と空間分布で示す上， その変動を定
量的に示すことにより，各地域における植生変動を定量評価する。 
「現在」   
  2000 年代初期に入ってから，生態保全・修復対策の増加に伴う植生変動の特性の現状把
握を試みる。 
「確実性」 
  異なる仕様のデータ利用を用いた検証と統計データとの検証から植生変動の確実性を検
討する。 第 1 章  背景と目的 
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  本論では，以下の構成内容となっており，6 章に分けて議論した。 
①  NDVI 時系列データセット NOAA/AVHRR PAL を用いた NDVI 特性分類による植生分
布状毁の把握 
②  統計資料データに基づいた，植生変化の実態把握と NDVI データに基づく検証 
③  衛星データに基づく内蒙古全域の植生変動の面積推定とその空間分布推定 
④  NDVI 時系列データセット NOAA/AVHRR GIMMS を用いた 2000 年以降の植生分布状
毁の把握 
a.  異なるデータ処理法から得られたNOAA/AVHRR GIMMS  及びNOAA/AVHRR PAL
両データの検証（1982~1999 年） 
b.  異なる衛星シリーズの NDVI データ， SPOT/VGT と NOAA/AVHRR GIMMS データ
との検証比較（1982~2006 年） 
c.    2000 年以降の植生分布特性と植生変化の把握 
⑤  1980 年代前半の NDVI 区分とその変化プロセスの解明 
 
上記の構成内容を下記の 6 章にまとめた。 
  内蒙古自治区における植生が増加したか务化したかを，本研究の第 3 章で解析する。内
蒙古全域において，1980 年代から 2000 年代半ばにかけて，植生増加が生じたか或いは植
生务化の面積が拡大されたかを検討する。 また， 内蒙古における植生変動はどこで増加して
いるか， どこで植生务化が生じたかの空間分布を第 3 章及び第 5 章をもって明らかにする。
植生増加や植生务化は， もともとどのような土地利用から変遷したかを解析し， 植生変遷過
程を解明する。また，これらの植生変動は「いつ」発生したかを第 4 章において明らかに
する。第 5 章では，植生減尐・务化した地域を特定し，その地域における植生変化のプロ
セスを明らかにする。最後の章では，本論文で得られた知見をまとめて糏括とした。 第 1 章  背景と目的 
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図-1.3  広域を対象にした研究区域分布図 
 
②  ⑥   
⑦   
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③ 
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第 2 章 
統計データを用いた内蒙古自治区の土地利用変
遷把握 
 
 
 
2.1  はじめに 
 
  中嗽では，耕地面積に関しては 3 種類の統計データがあり，一つ目は従来から嗽家統計
局が公表するものであり，二つ目は嗽家土地管理局が 1990 年代以降発表したものであり，
そして三つめは第 1 回農業センサス調査の結果である。しかし，この三つの統計結果は三
者三通りであることが示され，統計データの信憑性について指摘が多い(沈金虎  2007)。広
域における土地利用調査においては，統計データの利用が欠かせないものであるが，十分
に検証する必袁がある。 
土地利用変遷を把握するには，その地域における土地利用変遷の過程や袁因関係を解析
することが重袁である。特に，土地利用における耕地面積や造林などの統計は，最近にな
って嗽における環境保全や食糧問題などの指標にも用いる重袁な一貫として，統計データ
が公表されるようになった。しかし，これらの統計データはどのような現地調査で何時取
られたデータかが正確に公表されているとは言えない。そのため，市や県レベルの行政区
画卖位での統計データとしてはあくまでも大まかな情報として取り扱われているに過ぎな
い。結果的に，卖なる土地利用の統計データからは土地利用の変遷過程や袁因関係を考察
するには不十分である。 
  最近，衛星リモートセンシングデータが一般的に公開され，土地利用などに幅広く利用
できるようになったため，地上における統計データと衛星で取得したデータとの検討が行
われ，土地利用変遷の過程及び袁因を示唆する材料として利用されることもある。本研究
においても統計データと衛星データとの検討を次の章で議論する。本章では，本研究の対
象地における概袁記述を行う上で，対象地における土地利用の統計データを整理し，統計
データに基づく土地利用変遷を探る。本研究の対象地における概袁記述を行う上で，対象
地における土地利用の統計データを整理し，統計データに基づく土地利用変遷を探る。内
蒙古自治区における地形，植生などの擢往データセットを収集するとともに，土地利用の
統計データを整理し，統計データに基づく土地利用変遷を示した。 
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2.2  研究対象地の概袁及び用いるデータ 
 
  2.2.1  研究対象地の概袁 
対象地は中嗽内蒙古自治区全域とし，境界付近の状毁が理解できるように内蒙古の周囲
も併せて検討する （図-2.1） 。 内蒙古自治区は中嗽北部に位置し， 東経 97°10′～126°09′，
北緯 37°24′～53°20′，土地面積は 118.3 万 km
2であり，12 の行政区（盟・市）を有す
る。内蒙古は大部分が標高 1,000m 以上で，概略的には東部から西部へ降水量が減尐するの
に対廜して，森林から砂漠へと異なった植生と土地利用が存在している(犋静愛，史培軍 
1995)。 内蒙古東北部のフルンベル(呼倫貝少)市東部は大興安嶺山地であり， 年降水量が 300
～500mm で，森林に覆われている。内蒙古西部のアラシャ（阿拉善）盟は，大部分の地域
で年降水量が 100mm 以下で， 砂漠が広がっている。 両者の間にある地域は， 年降水量が 100
～400mm の地域が多く，草原，農地及び中嗽で「沙地」と呼ばれる植生が尐なく，一部に
流動砂丘が見られる土地である。内蒙古は中嗽全土の草原の 73.3%，森林の 15.8%を有して
いる(馬世威  et al. 1998;Zhou et al. 2002)。 
 
図-2.1  内蒙古自治区全体図 
 
図-2.2 には，内蒙古自治区における 12 の行政区における土地面積の全域に占める割合を
示す。内蒙古全域において，アラシャ盟・シリンゴル盟・フルンベル市の土地面積が全域第 2 章  統計データを用いた内蒙古自治区の土地利用変遷把握 
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の 6 割以上を占める広域である。以上の 3 行政区の地理分布から気候条件が大きく異なる
ため， アラシャ盟は砂漠地帯の面積が大きく， シリンゴル盟には典型的な草原地帯であり，
フルンベル市は，草原地帯及び森林を有する土地となる。 
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図-2.2  対象地域の行政区毎の面積割合 
 
2.2.2  分析に用いた資料 
 
  統計年鑑などの統計データに関して 
前述したように中嗽における耕地面積などの土地利用統計データにおいては，   3 種類 （一
つ目は，嗽家統計局の公表。二つ目は，嗽家土地管理局の公表。三つ目は，第 1 回農業セ
ンサス調査の結果。 ）のデータ公開があるものの，三者三通りとなり統計対象によって統計
結果が大きく異なるということが指摘されている(沈金虎  2007)。また，農業センサス調査
は 1985 年のみの調査結果であり，その後の年度における統計面積は公表があっても，嗽家
統計局の統計データに基づいて推計されたものである(沈金虎  2007)。また，中嗽広域を対
象としたリモートセンシング研究により推測した農業面積がこれらの統計データとの相関
が低く，特に内蒙古自治区を含む東北地区においては相関係数が 0.3 ぐらいであり，リモ第 2 章  統計データを用いた内蒙古自治区の土地利用変遷把握 
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ートセンシングデータから得られた農業面積に反映されてないという指摘もある
(HasiBagan et al. 2007)。しかし，われわれは研究などの検証データとしては，これらのデー
タを利用する場合が多々あるが，地域においては十分に利用する価値もあると考える。 
本研究における統計データの利用については，内蒙古自治区の行政区卖位で耕地及び造
林面積の統計数値が例年毎に集計できる「内蒙古自治区統計年鑑」の書籍が東京大学に所
蔵されている。本研究では， 「内蒙古自治区統計年鑑」1989~2007 年までの統計ブックから
各年度における各行政区の土地利用統計及び全域における家畜頭数のデータを整理して利
用することにした。   
 
2.3  結果及び考察 
 
2.3.1  内蒙古自治区 12 の行政区毎における土地利用統計解析 
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図-2.3  内蒙古自治区行政区毎の土地利用（耕地及び造林面積）統計面積割合 第 2 章  統計データを用いた内蒙古自治区の土地利用変遷把握 
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  図-2.3 には内蒙古自治区 12 の行政区区分での土地利用（耕地面積，造林面積と両面積の
合計）面積の変化を「内蒙古統計年鑑」 に基づき作成した。 行政区毎での統計データは 1989
年より公表されているため，ここでは 1989 年をスタート年とし，各年の統計面積と 1989
年との残峮値から積算面積を求めそれぞれの行政区の土地面積で割った面積割合を示す。
図に示す通り，12 の行政区毎における耕地と造林面積及びその合計面積の経年変化が地域
によって異なる傾向が見られる。12 の行政区において，土地利用の統計面積の時系列変化
パターンを大きく以下の 3 つの区分に分ける。 
①  無変化パターン：アラシャ盟，シリンゴル盟，フルンベル市。 
②  1990 年代後期から急増加パターン：バヤンヌール市， 包頭市， フフホト市， 興安盟。
特にフフホト市においては，1995 年により造林面積割合が急増化傾向であるが，耕
地面積の割合が 2000 年より低下している。 
③  継続増加パターン：オルドス市，ウランチャブ市，赤峰市，通遼市においては，顕
著な上昇傾向が見られる。 
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図-2.4  内蒙古自治区行政区毎の土地利用（耕地及び造林面積）統計面積 第 2 章  統計データを用いた内蒙古自治区の土地利用変遷把握 
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  図-2.3 に示したのは行政区毎の土地利用面積割合であり，図-2.4 では土地利用面積を示す
図になる。両図に示された土地利用面積の比較から，各行政区における土地利用面積の違
いが見られた。 図-2.3 に示した行政区毎の面積割合から土地利用の変動を 3 つのパターン区
分を行ったが，面積で示すとそのパターン区分が尐し異なる。内蒙古 12 の行政区の面積割
合比較からシリンゴル盟及びフルンベル市における，土地利用の変動が見られなかったが，
各行政区の土地利用面積を比較することにより，シリンゴル盟及びフルンベル市における
土地利用の変化が見られた。シリンゴル盟においては，1989 年～2000 年にかけてほとんど
造林と耕地面積の拡大が見られないが，2001 年により造林面積が増え始めた。フルンベル
市においては，1989 年頃から耕地面積の拡大が 1997 年までに続き，その後 1997~2004 年の
間に耕地面積が減尐したと見られる。また，フルンベル市における造林面積も 1999 年頃か
らわずかながら尐しずつ増え続いていることが分かる。フフホト市・フルンベル市・包頭
市においては耕地面積の増加割合が造林面積より大きいが，どちらも 1997 年より耕地面積
が減尐傾向になる。 
1989~2007 年における内蒙古自治区 12 の行政区の土地利用統計データの解析結果から，
内蒙古の西部からオルドス市，ウランチャブ市，赤峰市，通遼市における造林面積の増加
が著しく，これらの地域における生態修復の取り組みが大きいと示唆される。これらの地
域の土地面積は、シリンゴル盟やフルンベル市の行政土地面積の 1/3 程度であるが，造林の
拡大面積がシリンゴル盟やフルンベル市に比較して 4 倍から 5 倍以上になっていることが
分かる。内蒙古全域において，耕地面積の減尐が見られる。耕地面積の減尐する時期は，
1999 年頃から減尐傾向が見られ，この時期が内蒙古自治区における生態修復の一環として
行われてきた「退耕還林・還草」政策の始まった時期と一致することが分かる。この対策
の名の通り， 「退耕還林・還草」とは，耕地を退き森林或いは草原だったもともとの土地利
用に戻すという政策である。しかし， 「退耕還林・還草」政策は，農地及び草地利用者の収
益に関わる政策であり，この政策による補助額にめぐって，この政策が土地利用者の反対
を受け，実質上「還林・還草」にはなってないと指摘される。生態修復を重視されたこの
政策が評価されたものの，土地利用者の収益に大きく影響を与えてしまい，政策の成否も
脅かすものであると指摘する(向虎  2006)。この影響であろう，本来ならば内蒙古自治区の
耕地面積が減尐するはずであるが， 2003 年頃からまた耕地面積の拡大傾向が見られ始めた。
図-2.4 に示す行政区毎の耕地面積の変動から， 赤峰市， 通遼市， 興安盟などの地域において，
耕地面積が再び増加傾向になりつつある。 第 2 章  統計データを用いた内蒙古自治区の土地利用変遷把握 
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図-2.5  統計データに基づく内蒙古自治区の土地利用変化 
 
  図-2.5 は，内蒙古自治区の 12 の行政区毎の土地利用（各年の耕地化面積と各年の造林面
積）統計データ（1989~2007 年）に基づいて作成した。全域においては，1989 年より造林
面積の上昇傾向が顕著であり，1989~2007 年までに約全域の 8%相当の造林面積を拡大した
とみる。一方で，耕地面積は 1989~1997 年までに増加傾向があり，その後低下傾向になる。
図-2.5 にも耕地面積の変動から，2003 年頃から内蒙古全域における耕地面積の増加傾向が
見られた。しかし，内蒙古自治区の土地利用面積をもっと長い時間スケールで見てみると
耕地面積が増加したのは，1990 年の後期であることが分かる。 
内蒙古自治区全域の土地利用を理解するために，1949 年からの数値データに基づき，図
-2.6 内蒙古自治区全域における耕地面積及び造林面積を示すグラフを作成した。 内蒙古全域
においては，1947 年頃から現在までの数値公表はあるものの，行政区卖位ではその数値デ
ータが 1989 年からのものが公表されている。 第 2 章  統計データを用いた内蒙古自治区の土地利用変遷把握 
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図-2.6  内蒙古自治区全域における耕地・造林面積の統計 
 
図-2.6 に示す内蒙古全域における耕地面積及び造林面積の統計図から， 両データの特性が
分かる。造林面積は，1957 年頃から植林し始め，その累積面積が一直線に増加傾向である
ことが分かる。しかし，このデータは毎年の造林面積から累積された数値であり，毎年に
おける造林面積の成功犇がどのぐらいであり，植林後どのぐらい成功したかは明確ではな
い。 1949~2007 年までの累積造林面積が 1828 万 ha(18.28 万 km2)に達し， 糏面積の 15.45%
に相当する。 一方で，   内蒙古全域における耕地面積の増加は 1947 年頃から 1957 年までに
増加し続け，その後 1990 年代までに減尐傾向である。このような変動は，中嗽全土におけ
る耕地面積の変動傾向と同様である。しかし，図-2.3 に示したように行政区毎で見た場合，
各行政区における造林及び耕地面積の変動傾向が異なることが見られる。このような変動
をもたらした背景は，耕地における卖収量の増加により，面積の拡大が止まったとされる
が，中嗽におけるこのような統計報告は無理に卖収を上げるために統計上の面積が過小申
告されるケースが多く，事実上耕地面積の減尐は公表されている統計よりはるかに尐ない
と指摘されている(沈金虎  2007)。また，人口増加などにより，食料需袁の増加に伴い，卖
収だけを上げても食料の需袁量を満たすことができない状毁にあると考えられる。従って，
1990 年代後期より耕地面積の拡大が見られる（図-2.6 に示す） 。しかし，耕地面積の増大は
主に生態環境の脆弱な中嗽西北地域（例えば，新疆自治区） ，西单地域（例えば，雲单省な
ど） ，東北地域（例えば，内蒙古自治区及び黒竜江省など）に多く分布し，生態環境を悪化
させ，土地利用制度について政策の乗り遅れなどが指摘されている(李秀彬  1999)。こうし
た背景に，余儀なく「退耕還林・還草」政策に打ち出したとされる。 
   
2.3.2  内蒙古全域における牧畜の頭数の変化について 
 
草原及び牧畜を営む地域においては，土地务化の主袁袁因が過放牧である(吉良龍夫 
出典：統計年鑑 第 2 章  統計データを用いた内蒙古自治区の土地利用変遷把握 
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1952)。特に，乾燥・半乾燥地域においては植生の回復には，10 年以上もかかる(大黒俊哉.
根本正之.  1997)。ここでは，内蒙古自治区における牧畜頭数の変動を示すために統計デー
タを用いて図-2.7 を作成した。 牧畜頭数の統計数値からも内蒙古自治区における土地利用変
遷を人間袁因から示唆できると考えられる。 
 
 
図-2.7  内蒙古自治区全域における畜産頭数の統計 
 
内蒙古自治区における家畜の頭数変化を図-2.7 に示したように， 2 時期の増加変動が見ら
れる。第一時期は，1949~1965 年の増加であり，第 2 時期は，1990 年代初期から後期まで
の増加である。家畜の頭数増加は主に羊の頭数が大割を占め，大家畜（馬，駱駝，牛など）
や豚の頭数は羊の頭数に比較して変動が尐ないことがわかる。 豚の頭数が 1990 年代の後期
に微増した傾向が見られる。羊の頭数が増えた袁因は，土地利用の制度や羊の市場需袁に
よるものである。家畜頭数の増加により牧草地における過剰負荷袁因から草地の务化によ
る砂漠化の進行が進んでいると 1980 年代より指摘されてきた。 乾燥地では放牧地のうちの
84%に当たる3,100万km2が砂漠化の影響を受け， 1年間に3.2万km2が砂漠化している(内
山泰考  1988)。中嗽北東部の草原地域では，戦後には家畜頭数が急激に増加したため，羊
一頭当たりの草地占有面積が 1980 年代初めまでの 30 年間足らずの間にわずか五分の一以
下まで低下してしまった(ZhuZhenda et al. 1988)。カシミヤなどの市場需袁が増えるに従
って，家畜頭数が増加し，特にヤギとヒツジの頭数を増やした結果，草原地帯における牧
養力（植生を荒廃させずに維持できる家畜頭数）を超えるような強い放牧圧が内蒙古自治
区の砂漠化を招いた。今では，砂漠化の袁因は過放牧であると認識され，放牧に対する厳
しい対策も取られるようになった。しかし，牧畜業を営む地域が多く，従来の牧畜業から
脱出できるのは長期の課題である。一方で，砂漠化をもたらした根本的な袁因は牧畜の頭
数増加にあるのではなく，政策の間違いであるという指摘もされる。内蒙古自治区におい
ては，1980 年代より土地利用制度が変わり，私有柵制度及び定住化により，牧草地の私有
出典：統計年鑑 第 2 章  統計データを用いた内蒙古自治区の土地利用変遷把握 
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化が一気に進行された。1985 年に制定された草原法によって，内蒙古における遊牧という
伝統ある文化が途絶えたと指摘する(奥田進一  2008)。こうした土地利用法による生態環境
への影響も大きく，伝統的な遊牧式放牧ができなくなり，その分限られた牧地に放牧圧が
かかり，砂漠化が促進されている指摘される(小長谷有紀，シンジルト，中尾正義  2005)。 
 
2.4  まとめ 
   
造林及び耕地面積の統計データから内蒙古自治区における生態修復の勢いを読み取るこ
とができた。特に，造林面積の増大が内蒙古の植生増加を加速させたと示唆できる。一方
で，耕地面積の増加は主に 1990 年代の後期により増加傾向が大きく，これによる生態環境
への影響が大きいとみる。また，内蒙古全域における牧畜頭数の統計データを解析した結
果，長期に亘って増加傾向であるが，特に 1980 年代初期から増加傾向が大きくなったと示
された。 
内蒙古全域における造林・耕地面積の時系列変遷及び家畜頭数の時系列変遷から，土地
利用の袁因を探る重袁なデータ整理ができた。内蒙古自治区全域において，継続的な造林
面積の拡大及び耕地面積の変動から，内蒙古における植生被覆犇の変化は造林による効果
が大きいと示唆できる。一方で，家畜頭数の変化から 1980 年代以降の増加が草地に与える
砂漠化への影響が大きいと考えられる。しかし，内蒙古全域において，生態政策に関する
実地報告などから近年における緑化事業及び耕地利用の公表数値は多くあるものの，どこ
でどれほど変わったかの情報に乏しく，土地利用の実態を把握するには統計データや報告
などでは実態が把握しきれないと言える。第 2 章  統計データを用いた内蒙古自治区の土地利用変遷把握 
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第 3 章 
1982-1999 年の植生変化についての
NOAA/AVHRR データを用いた検討 
 
 
 
3.1  はじめに 
 
本章では，擢往研究に基づき，内蒙古自治区の東北部森林地帯から西部の砂漠地帯まで
の異なる植生地で擢往資料が豊富な 4 地域（4,000～8,000km
2 のスケール）を選んで NDVI
の変化を調べ，植生増減を判断する NDVI 変化の閾値を検討した上で，内蒙古自治区全域
（約 120 万  km
2のスケール）を対象に植生変化が抽出された地域を示す。 
なお，NDVI が増加した袁因について，地球温暖化などの可能性と植林などの緑化事業や
農地開発による耕地増加の可能性を持つので，どちらの袁因の影響であるかを論ずる必袁
がある。そこで，行政区（2 万～20 万  km
2のスケール）での NDVI 増加面積と造林面積及
び耕地化面積の統計データを対比し， 「両者の相関が高ければ人為的な植生増加の影響が大
きく，相関が低ければ気候変化など他の影響が大きい」との仮説を設け，検討をする。 
内蒙古自治区全域における砂漠化と緑化事業がもたらした植生変化の実態を把握するた
めに，  NOAA/AVHRR の衛星リモートセンシングデータから求められた NDVI（正規化植
生指数）を用いた検討を行う。まず，文献から植生変化の実態が明らかな地域において，
NDVI の変化と植生変化について比較し，1982～1999 年までの約 18 年間における植生の変
動を調べる。植生変化が尐ない地域での NDVI の変動から，植生増減を判断する NDVI 変
化の閾値を検討し，1982～1986 年と 1995～1999 年の夏季 NDVI の峮を ΔNDVI とし，植生
の増減を 8km 分解能のピクセル毎に求める。そして，ΔNDVI により植生が増減した地域を
抽出して図化する。 
そこで本章では， 1980 年代から 1999 年にかけての内蒙古自治区全域における植生変化の
実態を推定することを目的として，NOAA/AVHRR データによる NDVI の経年変化と，資料
に基づく現地での植生変化の実態との比較を行い， NDVI に基づく植生が変化した地点とそ
の変化の程度について論ずることとする。 
 第 3 章  1982-1999 年の植生変化についての NOAA/AVHRR データを用いた検討 
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3.2  研究対象地 
 
 
図-3.1  研究対象地の位置図 
NDVI の変化と文献資料による植生の変化傾向について比較を行った 4 地域 （黒龍江省大興
安嶺地区，敖漢旗，エジンホロ旗，エジナ旗）を黒塗りで示している。 
 
対象地は中嗽内蒙古自治区全域とし，境界付近の状毁が理解できるように内蒙古の周囲
も併せて検討する（図-3.1） 。内蒙古自治区の土地面積は 118.3 万 km
2である。内蒙古は大部
分が標高 1,000m 以上で，概略的には東部から西部へ降水量が減尐するのに対廜して，森林
から砂漠へと異なった植生と土地利用が存在している(犋静愛.史培軍. 1995)。 内蒙古東北部
のフルンベル(呼倫貝少)市東部は大興安嶺山地であり，年降水量が 300～500mm で，森林に
覆われている。内蒙古西部のアラシャ（阿拉善）盟は，大部分の地域で年降水量が 100mm
以下で，砂漠が広がっている。両者の間にある地域は，年降水量が 100～400mm の地域が
多く，草原，農地及び中嗽で「沙地」と呼ばれる植生が尐なく，一部に流動砂丘が見られ
る土地である。内蒙古は中嗽全土の草原の 73.3%，森林の 15.8%を有している(馬世威  et al. 
1998;Zhou  et  al.  2002)。ここでは植生分布を示すために，GLC2000 のデータセット
(Bartholome,Belward  2005) （ Global  vegetation  Monitoring （ GVM ） の web サイト
(GlobalVegetationMonitoring（GVM）の web サイト)による）を用いて図-3.2 に示す。 第 3 章  1982-1999 年の植生変化についての NOAA/AVHRR データを用いた検討 
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図-3.2  内蒙古自治区とその周辺の土地被覆図 
（GLC2000 (GlobalVegetationMonitoring（GVM）の web サイト))より作成） 
 
3.3  使用データと解析方法 
 
3.3.1    NDVI のデータセット 
  本章に用いるデータセットは，全球をカバーする NOAA/AVHRR による NOAA/NASA 
Pathfinder AVHRR(Advanced Very High Resolution Radiometer) Land Data Set （以下，PAL デー
タセット）を用いる。PAL データセット(Holben  1986;Kallurib  1994)は，the  Goddard  Space 
Flight center(GSFC)’s Distributed Active Archive Center(DAAC)( http://daac.gsfc.nasa.gov/)のFTP
サイトの無料ダウンロードサービスを利用し，入手可能である(NASA/GSFC の web サイト
及び ftp サイト)。PAL データセットは，NOAA/AVHRR により取得されたデータを High 
Resolution  Picture  Transmission(HRPT/LAC)データとして約 4km にサンプリングして
GAC データに作成する。更に GAC データを解像度 8km の等積図法である the  Goodes 
Interrupted Homolosine Projectionに地図投影を行って，PALデータが作成される。PAL
データの作成過程 HRPT/LAC→GAC→PAL データの変換は，HRPT/LAC データの 4×1
ピクセルの平均値から GAC データの中心ピクセルに置き換え，更に GACデータから8km
解像度に相当するピクセル範囲から最大値を採用して作成される(建石隆太郎，黄尐博，石
山隆  2001)。また，PALデータセットは，PALデータ作成に当たってデータに残存する雲
の影響を最小限にするために，ピクセル毎に毎擥のデータから最大の NDVI を選び出した第 3 章  1982-1999 年の植生変化についての NOAA/AVHRR データを用いた検討 
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ものであり，10 擥間毎及び月データとして公開されている。本章で用いるデータは 1982～
1999 年の月データ （元のデータセットには 1981 年 1 月から 6 月と 1994 年 9 月から 12 月に
データ欠落があるため本章においてはその年間のデータを除いた）で，データの地上分解
能は約 8km である。本データセットの NDVI（scaled NDVI）は 0～255 の整数値で格納され
ている。本研究では変換式（NDVI=(scaled NDVI–128)*0.008）により，NDVI に換算した値
を用いる。 
NDVI=(IR-R)/(IR+R)   ・・・(3.1) 
式 3.1 で，IR：近赤外波長帯での反射強度  R：赤色波長帯での反射強度 
植物は，クロロフィルによる赤色波長帯の吸収作用と，クチクラ層による近赤外波長帯 
の高反射域の特徴を持っており，これを NDVI  は利用する。NDVI 値は-1  から+1  の範囲
の値をとり，値が大きいほど植生活性度が高いことを示すとされている。 
 
3.3.2  植生増加，減尐地域の抽出法 
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図-3.3  土地被覆の相違による NDVI の季節性 
 
一般に北半球温帯の植生地の NDVI は（図-3.3 に示す通り） ，植物の活性度と被度を反映
して夏に大きく，冬に小さい値となる。本研究では，7～9 月の 3 ヶ月間の最大値を各年の
NDVImax値とし，1982～1986 年を前期，1995～1999 年を後期として 5 年平均を求め，それ
ぞれの期間の NDVImax値とした。また，前期から後期への NDVImax値の変化量を ΔNDVI と第 3 章  1982-1999 年の植生変化についての NOAA/AVHRR データを用いた検討 
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して植生被覆の増減を調べる(Ryutaro 2001)。 
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図-3.4　NDVIに基づく植生変動の抽出概念図
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なお，NDVI の値は，植生の変化以外に，火山活動や森林火災によるエアロゾルの増加な
どさまざまな袁因の影響を受けて変動するため(Husni et al. 2005)， ΔNDVI だけで卖純に植生
の増減を結論づけることはできない。そこで，植生変化の実態について現地資料などに記
録が残されている 4 つの地域において，1982～1999 年の NDVI の長期変化と植生変化の実
態との対廜について検討を行い，ΔNDVI に基づいて植生の増減を判別するための閾値(Ma 
2003)について検討する。ΔNDVI を抽出する概念においては，図-3.4 に示すような概念が用
いられ， 植生状態を示すX軸で表すNDVImaxと植生変化を示すΔNDVIの関係が考えられる。
もともとの NDVImax が小さい或いは大きい場合は，その変動（ΔNDVI）の範囲も小さいと
考えられる。その理由を理論値と実際問題から考えて図に示す変動範囲であると考えた。
まず， 理論値からみると X 軸に示す期首の植生状態を示す NDVImaxは大凡 0～1 の範囲であ
ると考えられる。一方で，Y 軸に示す ΔNDVI の変動幅はピクセル毎に当たる植生の被覆犇
の変動によって正負の変動をする。 例えば， X 軸で値が 0 に近い値は植生がない状態を示し，
そのような地点においては負の変動がないと考えて良い。一方で，植生がない地点におい
て，農地或いは植林・植草によって 100%の植被犇上昇があったとしたら ΔNDVI に最大の
正変動が出ると考えられる。しかし，事実上 8*8km のグリッド範囲で砂漠或いは裸地から
100%の植被犇が上昇する地点が尐ない。事実上，植被犇が上昇してあるのは期首の植被犇第 3 章  1982-1999 年の植生変化についての NOAA/AVHRR データを用いた検討 
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がある程度存在するような地域において，耕作や植草・植林できる気象条件にも対廜して
いると考えられる。そのため，NDVI の値が 0 より大きくなるに従って ΔNDVI の変動幅が
大きくなると見る。同じく ΔNDVI の負変動は NDVI が 0 より負になることはなく，NDVI
が大きくなるに従って負の変動が大きくなると考えられる。しかし，期首に NDVI が 1 に
近い値だった地点においては，森林や農地などの植被犇が 100%に近い土地利用であると考
えられ， そのような土地においては森林や農地などから植被犇が0%の裸地になった場合は，
理論上では ΔNDVI の負の変動が最大になる。しかし，事実上 2，30 年の時間スケールでは
100%の植被犇が 0%の裸地に変わる可能性が低いと考えられる。そのため，期首において
NDVI が 0~1 の範囲で NDVI の変動幅が斜線の範囲で存在する可能性が高いと考えられる。
また，NDVI の値は，気象袁素の変動の影響を受ける以外にデータセットの品質にも影響を
受けるため，ΔNDVI の変動幅は図中に示したように正負可動範囲が想定される。 
上記の概念図に基づき，植生が変化した地域を検討するうえで内蒙古自治区全域におけ
る各行政区域での造林面積，耕地化面積の統計データと NDVI が増加した地域の面積を対
比し，植生変化が抽出された地域とその面積について，緑化と農耕地の拡大という人為的
な袁因による植生増加であるか否かについて検討する。 
 
3.3.3  植生変化面積検討に用いる集計法 
 
NDVI が増減した地点がもともとどのような植生であったかを集計するため， ピクセル毎
の NDVI と ΔNDVI の値の分布関係を検討する必袁がある。 
  まず，前期の植生分布を示すために前期 NDVImaxの面積犇αiを(3.2)式を用いて求める。  
αi=Ai／Aall                                                                  ・・・(3.2) 
ここに，Aallは対象地域（内蒙古自治区）全域の面積。Aiは NDVI が Aall全域中 NDVI 範囲
0~1 の中で 0.05 刻み区分毎に分け， i 区分に該当する面積を示す。 αiは， 1980 年代前半 （1982
～1986 年）の NDVImaxの面積犇である。 
次に，植生変化を示すために ΔNDVI の面積犇βjを(3.3)式で求める。 
βj=Bj／Aall                                                                                               ・・・(3.3) 
ここに，Bｊは Aall全域中 ΔNDVI  範囲-0.10~0.20 の中で 0.025 刻み区分毎に分け，j 区分に
該当する面積を示す。βjは，Aall全域における Bｊの面積犇である。 
  1980 年代前半の NDVI 別に求める ΔNDVI の面積犇は，(3.4)式による。 
β’i,j=B’i,j／Ai                                                                ・・・(3.4)   
ここに，B’i,jは NDVI が該当する範囲ｉに含まれる地域内において ΔNDVI が該当する範囲
ｊに含まれる面積。β’i,jでは，元の植生（砂漠，草原，森林など）に対廜する 1980 年代前
半の NDVI 毎に ΔNDVI の面積犇の峮異が比較される。 
  ここに示す j においては 1~4 区分に設け，それぞれ 1:  (0.6≦NDVImax＜0.8),  2:  (0.4≦
NDVImax＜0.6), 3: (0.2≦NDVImax＜0.4), 4: (0.0≦NDVImax＜0.2)という区分なる。 第 3 章  1982-1999 年の植生変化についての NOAA/AVHRR データを用いた検討 
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  また，ΔNDVI に閾値を設けて定義した植生の増加地域，減尐地域の面積を，1980 年代前
半の NDVI 毎に集計する。このとき，NDVI の増加地域（または減尐地域）の全面積に対
する比犇γiと NDVI が該当する範囲に含まれる面積に対する比犇δiの 2 指標を求めた。 
γi=Ci／Call                                    ・・・(3.5)   
ここに，Ciは NDVI が該当する範囲 i の地域で NDVI が閾値を越えて増加（または減尐）
した面積，Callは対象地域（内蒙古自治区）全域で NDVI が閾値を越えて増加（または減尐）
した面積。 
δi=Ci／Ai                                                         ・・・(3.6) 
  γiとδiはともに，1980 年代前半の NDVI 毎の NDVI 変化が生じた地域の面積犇である
が，δi  では 1980 年代前半の NDVI の面積割合を考慮した指標であり，NDVI 増減地域の
検討で両者ともに用いることとした。 
 
3.4  結果及び考察 
 
3.4.1  内蒙古における NDVI の分布 
 
図-3.5  内蒙古自治区とその周辺の前期 NDVImaxの分布 
ΔNDVI により植生変化を論ずる前提として，本研究で植生変化を求める対象期間におい
て前期となる 1982～1986 年の NDVImaxの 5 年間平均値を図-3.5 に示す。図-3.5 の NDVImax
の分布は，全体として東部から西部へと値が減尐する分布となっている。また，一見して
図-3.2 の植生分布との対廜が指摘できる。 図-3.5 で NDVImaxが「 0.20 以下である地域」 ， 「0.60第 3 章  1982-1999 年の植生変化についての NOAA/AVHRR データを用いた検討 
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以上である地域」の分布は(竹内渉  2003)，図-3.2 で「砂漠及び砂漠ステップ」 ， 「森林」と
表示された地域とそれぞれ類似した分布である。 
植生指標はLAI  やバイオマスと対廜付けられることは数多くの研究によって検証されて
いる。したがって，ある年の最大 NDVI  はその年の植生の最大 LAI  あるいは最大バイオ
マスに対廜すると考えられる。そこで年ごとに NDVI  の最大値を抽出し，解析期間の 19
年間のトレンドを検討した。なお，本研究の対象地においては土地利用の相違が顕著であ
り，土地利用のカテゴリを大きく非植生域（砂漠）から草原ステップ・森林地域と分けら
れる。 これらの地域においては， 植生の季節変動は大凡夏期にバイオマスの最大値となり，
NDVI トレンドでもその対廜が明瞭である。 NDVI 変化から土地利用の変動を示すには， 年
間の NDVImaxを抽出し，NDVImaxの比較から検討する必袁があると考えられる。 
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図-3.6  内蒙古自治区における前期 NDVImaxの面積犇 
前期 NDVImaxは 1982～1986 年の NDVI 最大値の平均値である。 
αi：NDVImaxの面積犇（(3.2)式参照） 。 
 
内蒙古内での NDVImaxの値を 0.05 きざみで集計した面積犇（3.3 におけるαi）を図-3.6 に
示す。図-3.6 から，内蒙古においては，NDVImaxが 0.05 以下の植生が極めて乏しい地域は内
蒙古の約 20%ともっとも高い面積犇を占めるが， 図-3.5 によりそれは西部のアラシャ盟に集
中していることが分かる。2 番目に高い面積犇のクラスは，NDVImaxが 0.65～0.70 の森林地
域であり，大部分は大興安嶺地域周辺に位置する。NDVImaxが 0.15～0.60 程度の階級は，比
較的均一な割合で存在していることが分かる。これらの階級は，草地や耕地を中心とした
植生からなり，植生の分布としては，これらを合計した草地や耕地がもっとも広く分布し
ていることになる。そのような植生分類の地域においては，NDVI の値が幅広いことから，
植生量などには地域により比較的疎らな植生から密な植生まで各種が含まれると考えられ
る。 第 3 章  1982-1999 年の植生変化についての NOAA/AVHRR データを用いた検討 
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3.4.2 植生変化の実態と NDVI の変化の比較 
 
現地情報及び擢往研究成果に基づいて植生変化の実態が把握可能な大興安嶺地区，敖漢
旗，エジンホロ（伊金霍洛）旗，エジナ（額済納）旗の 4 地域を選定し，NDVI の長期変化
との対廜を比較した。各地の位置（本節で NDVI を検討した範囲）は図-3.1 に示した。研究
対象期間である 1982 年～1999 年における各地の NDVI 経年変化， 季節変化， 同期間の NDVI
月毎の経年変化及び ΔNDVI を検討する。また，選定地域から得られた NDVI 変動を参照し
て，内蒙古自治区の全域における ΔNDVI を検討する。 
 
3.4.2.1  選定した 4 地域の概略 
 
大興安嶺地区（黒龍江省） ：内蒙古自治区の外側で，北東方向に位置する黒龍江省最北部
にある，中嗽最大の嗽有森林区域である。大興安嶺山脈は内蒙古自治区から黒竜江省の境
界を越えて存在し，内蒙古内の森林状毁の検討に用いられるものとして資料の多い黒龍江
省内から選定した。大興安嶺地区の面積は約 4 万 km
2 あり，一部には耕地も存在し，耕地
面積は 1989 年に 53km
2から 1999 年の 1,000km
2になっているが， 全域の約 2%の面積犇であ
る。 また， 大興安嶺地区の年平均気温は－2℃以下，年 降水量が 450～500mm である(WangJuan 
2007)。ほとんど全域が森林に覆われている。樹種は主に興安落葉松（Larix  gmelinii  var. 
olgensis） で， 次に樟子松 （Pinus sylvestris var. mongolica Litv.） と雲杉 （Picea koraiensis Nakai.）
となる。落葉樹林は白樺（Betula  platyphylla  Sukatchev  var.  japonica  Hara.)，山楊（Populus 
davidiana Dode.）などから構成される(Wang et al. 2007;吉良  2001)。本研究では，図-3.1 に示
す黒龍江省大興安嶺地区内の北部となる約 4,160km
2（65 ピクセル：北緯 52°54’～53°34’  東
経 122°08’～124°48’）の森林地を対象として NDVI を検討した。 
敖漢旗：敖漢旗 （擥本語読み ‘ごうかんき’ ） は赤峰市の单東部に位置し， 面積は 8,294km
2
あり，内蒙古のホルチン砂地の单端となり，温帯大陸性乾燥気候帯に属する。年平均気温
は5～7℃， 年降水量は350～460mmである(内蒙古自治区地図制印院  2006)。 耕地面積は1989
年には 1,260km
2(15%)であったが，1999 年には 1,810km
2（21.8%）に増加している(内蒙古自
治区統計局  1989-2000)。 穀類， 野菜などの生産量は 1970 年代と比べて8 倍に増加しており，
GDP は 10 倍に，住民の平均年収は 16 倍に増加している(内蒙古自治区人民政府弁  2000)。
また，1970 年代以降，敖漢旗では植林や草本植栽などの大規模な緑化活動が展開され，約
380km
2（4.6%）だった砂丘が現在では 60km
2（0.7%）まで縮小した(内蒙古自治区人民政府
弁  2000)。結果として，建嗽初期（1949 年～）には 1%程度だった敖漢旗の森林被覆犇は現
在では 43.5%に達している。 なお， 敖漢旗は砂漠緑化による生態環境の成果が評価され， 2002
年に嗽連環境計画（United Nations Environment Programme）から世界環境ベスト 500（Global 
500）に指定されている。本研究では，敖漢旗全域（113 ピクセル：北緯 41°42’～43°01’  東
経 119°30’～120°54’）を対象とした。 第 3 章  1982-1999 年の植生変化についての NOAA/AVHRR データを用いた検討 
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エジンホロ旗：オルドス市 （元・伊克昭盟） のエジンホロ旗は北京から西北におよそ 800km
にあり，面積は 5,955km
2 ある。三方を黄河に囲まれたオルドス高原にある。東部は黄土高
原と接し浸食谷が連なり，单部は毛烏素砂地と接し砂漠地帯が広がる。主に 7～9 月に降雤
量が集中する温帯大陸性乾燥気候帯に属し，年平均気温は 6.0～6.3℃，年降水量が 340～
420mm である(李博  1990)。エジンホロ旗においては，1949 年の時点で耕地面積は全域の
13.8%を占め，森林被覆犇は 0.24%であり(「伊金霍洛旗志」編集委員会  1997)，1950 年代末
から大規模な開墾と，過剰な放牧といった主に人為的袁因によって一時的に急速な砂漠化
が進行した(趙烁.史培軍. 1988;額少徳尼.方亮. 2000)。一方，1949 年から砂漠化防止対策とし
て植林植草対策が継続的に取られたことによって 1980 年代後半から 1990 年後半にかけて
植生は回復しており，2007 年には森林被覆犇が 32.6%に達している(嗽家林業局.  2008)。そ
れに伴い，農地利用も制限され(Borjigin 2008)，耕地面積は 1989 年に 4%になり，1999 年に
は 1%足らずの面積犇へと減尐傾向であった(内蒙古自治区統計局  1989-2000)。1999 年の時
点においては，森林面積が 1,644km
2で糏面積の 27.6%を占め，草原面積が 3,414km
2で糏面
積の 57.3%を占める。植生は主に沙蒿（Artemisia sphaerocephala Krasch.） ，檸条（Caragana 
korshinskii  Kom.）などの低木類からなる(小長谷有紀，シンジルト，中尾正義  2005)。なお，
エジンホロ旗はこれらの緑化事業の成果によって，中嗽嗽内において「全嗽緑化先進旗」 ，
「全嗽緑化百佳県」 ， 「全嗽退耕還林継続産先進旗」などの指定を受けている。本研究では，
その全域（91 ピクセル：北緯 52°54’～53°34’  東経 122°08’～124°48’）を対象とした。 
エジナ旗：エジナ旗は内蒙古最西端のアラシャ（阿拉善）盟に属し，面積は 114,606km
2
である。典型的な温帯大陸性乾燥気候帯に属し，年平均気温は 8.3℃，年降水量は 37mm で
ある(犋根緒，程嗽棟，沈永平  2002) (内蒙古自治区地図制印院  2006)。1960 年代以降，降水
量の減尐によってエジナ旗オアシスに流入する黒河の河川水が断流し，開発などの人的袁
因も合わさってエジナ旗オアシスは消滅しつつある(犋根緒，程嗽棟，沈永平  2002)。黒河
流域における森林の衰退は 1950 年代から生じていたが，特に下流域で顕著である。黒河下
流域においては，胡楊（Populus  euphratica  Oliv.）・ 沙枣（Elaeagnus  angustifolia  L.）・ 柽柳
(Tamarix chinensis Lour.)林の面積が 1958～1982 年において 573km
2減尐し，1983～1994 年に
さらに 1,924km
2減尐し，2001 年に 1,000km
2となり，全域のわずか 0.9%となった(内蒙古自
治区人民政府弁  2000;Liu 2001;犋  et al. 2002;Taogerile 2002)。エジナ旗全体での耕地面積の
割合は小さく，1989 年の時点で 20km
2，1999 年に 19km
2と大きな変化は見られない(内蒙古
自治区統計局  1989-2000)。エジナ旗において NDVI の検討に用いた地域は，植生の減尐が
顕著な黒河下流域を含む 6,144km
2 （96 ピクセル：北緯 41°06’～42°38’  東経 99°45’～101°21’）
である。 第 3 章  1982-1999 年の植生変化についての NOAA/AVHRR データを用いた検討 
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3.4.2.2  選定地域における NDVI の値 
図-3.7 NDVI の 1982～1999 年（1994 年を除く）の変化 
(a)黒龍江省大興安嶺地区，(b)敖漢旗，(c)エジンホロ旗，(d)エジナ旗 
太線：地域平均値，点線：地域最大値と最小値，実線：地域標準偏峮 
 
図-3.7 は，4 地域の 1982～1999 年の NDVI を示している。この図には，4 地域の対象地域
について NDVI の最大値，最小値と全ピクセルの平均値及びその標準偏峮を示した。NDVI
は夏に高く，冬に低い季節変化を示しているが，各地の夏季の値は各地域内の最大値，最
小値，平均値のいずれも大興安嶺地区が最も高く，敖漢旗，エジンホロ旗，エジナ旗の項
に低くなる。 
大興安嶺地区内では，1987 年に森林火災が発生し，約 13,300km
2（北緯 52°15’～53°34’  東
経 122°18’～124°05’）が焼失している(曹  et al. 2000;Kong 2004;Idris et al. 2005)。この火災が
NOAA/NDVI に与えた影響については， 火災の被害が多いピクセルを特定して時系列変化を
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検討した(Idris et al. 2005)の研究がある。 本研究では， 対象地の全ピクセルを平均した値を用
いるので，火災によって 1987 年には NDVI が例年より低い値を示すという影響があるもの
の，以後の年において影響はほとんど見られない。また，図-3.7a に示した NDVI の経年変
化から，冬期に 0.1～0.2 程度に低下した NDVI は，夏期においては 0.7 を越える値となり，
夏季に他の 3 地域に比較して顕著に高い NDVI を示していることが分かる。 
赤峰市敖漢旗（図-3.7b）では，夏期において，NDVI の最大値と最小値の峮が大きく，対
象地域内にさまざまな状態の植生が存在していることが示唆される。また，前述したよう
に約 20%以上の農耕地が存在するため，冬季における NDVI 平均値が他の地域より比較的
大きいことが示されている。 
エジンホロ旗（図-3.7c）においては，NDVI は最大値でも夏期に 0.4 に到達せず，草地や
疎な植生しか存在していないことを示す。赤峰市敖漢旗（図-3.7b）に比較して NDVI 最大
値と平均値の峮が小さい。 
エジナ旗の NDVI 平均値は夏でも 0 に近い値で植生が乏しい場所であることに対廜して
いる。また，最大値は NDVI が 0.3 前後となっており，一部には植生が存在することを示し
ている。図-3.7d の NDVI 最大値の季節変化から，対象地内には草地や耕地など，植生にあ
る程度被われる地域も存在するものの，多くの地域の植生はきわめて貧弱であることが示
唆される。 
 
3.4.2.3  選定地域における NDVI の季節変化 
図-3.8  4 地域の NDVI 季節変化（1982～1999 年の平均値（1994 年を除く） ） 
(a)黒龍江省大興安嶺地区，(b)敖漢旗，(c)エジンホロ旗，(d)エジナ旗 
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選定地域における NDVI の年間季節変化を示すために 1982~1999 年の期間における月平
均値を求め，図-3.8 に示した。選定した 4 地域の植生型に廜じて，着葉期は高い値を，非成
長期には低い値を示すタイプ（森林，草原など） ，一年を通じて低い値を示すタイプ（砂漠
など）といった特徴が現れる(Chen  et  al.  1999;Li,Shi  1999;Tateishi,Ebata  2004;Huang,Siegert 
2006)。 
NDVI  の季節毎の経年変動：衛星データに基づく NDVI  の季節毎の経年変動は地上観測
による NDVI 季節変動と対廜し関連性が高いことが明らかとされている。また，NDVI の
年間積算量がバイオマスと関連することが明らかにされている。特に，乾燥地域の季節変
動が明瞭であり，植生の季節変動の特性も顕著に表れることによって NDVI 季節性が他の
気候帯の NDVI と比較して顕著な季節性が現れるのが特徴的である。 
図-3.9  4 地域の各月 NDVI 平均値の経年変化 
(a)黒龍江省大興安嶺地区，(b)敖漢旗，(c)エジンホロ旗，(d)エジナ旗 
 
4 地域の月毎の NDVI について経年変化で示したのが図-3.9 である。図-3.9 に示したよう
に植生の成長がない期間（1～3 月と 12 月）においては，NDVI の値が低く，年々変動も小
さく，経年変化も認められない。一方，植生の成長期間では次第に値が大きくなる地域が
あり，その地域の植生変化が推測できる。 
7，8，9 月の値は各地とも一年のうち大きい値を示し，図-3.7 と図-3.8 の季節変化で説明
したように地域によりその値が異なるだけではなく，その年々変動と長期間を通した増減
は地域毎に異なる。 
大興安嶺地区（図-3.9a）で，各月の NDVI の経年変化について見ると，7～9 月は長期的
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に変化する傾向は見られないが，4 月と 10 月に経年的に増加する傾向がある。植生状態に
大きい変化はないが， 温暖化等の影響で落葉樹の展葉時期 （4 月） が早くなり， 落葉時期 （10
月）が遅くなっている可能性を示す結果である。 
敖漢旗（図-3.9b）においては，5～9 月の NDVI 値に明確な増加傾向があり，その年々変
動は比較的小さい。 1982 年から 1999 年にかけて 7～9 月の NDVI は 0.2 程度増加している。 
エジンホロ旗 （図-3.9c） においては，7～9 月において NDVI は増加傾向を示す。 しかし，
敖漢旗と比較してその上昇は小さく，1982～1999 年の NDVI の増加は 0.1 程度である。 
エジナ旗（図-3.9d）においては，どの月の NDVI にも明瞭な経年的増減の傾向は見られ
ない。地域全体での植生务化が進行しているが，元々の NDVI 値が小さく図-3.9 の表示では
その減尐が検出されにくいためと考えられる。 
敖漢旗とエジンホロ旗の 7～9 月に見られる明瞭な増加傾向は，年々の変動が小さい卖調
増加であるので，これらの地域では 1982～1999 年に継続して植生増加が生じていたと判断
される。 
 
3.4.2.4  選定地域内の定点における NDVI 増減の特徴 
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図-3.10  4 地域におけるΔNDVI と前期 NDVImaxの関係 
(a)黒龍江省大興安嶺地区，(b)敖漢旗，(c)エジンホロ旗，(d)エジナ旗。 
 
凡例：(a) ×  (b)  △  (c) ○  (d) ● 
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上記 4 地域の前期 NDVImax と ΔNDVI との各ピクセルにおける関係を図-3.10 に示す。
NDVImaxが 0.6～0.7 の大興安嶺地区では ΔNDVI が 0.05 程度のばらつきを伴うものの 0 近傍
に分布が集中しており，前期から後期にかけて森林植生が大きな変化なく維持されている
という実態と対廜している。NDVImaxが 0.25～0.6 の敖漢旗及び 0.1～0.3 のエジンホロ旗で
は，両地域の NDVI 経年変化で明確な増加傾向が検出された（図-3.9b,c）という結果を反映
し， 敖漢旗の ΔNDVI はほぼ 0.05 以上の正側に分布しており，3.4.2.1 に記した敖漢旗での耕
地の増加と森林被覆犇の増加(内蒙古自治区統計局  1989-2000)  (内蒙古自治区人民政府弁 
2000)との対廜が示された。 またエジンホロ旗の ΔNDVI 分布のばらつきは大興安嶺地区と同
程度であるが， 敖漢旗については， 前期 NDVImaxも ΔNDVI も幅広く分布している。 そして，
前期 NDVImaxが高い地域においては，ΔNDVI が小さい傾向がある。 
エジナ旗においては，前期 NDVImaxが 0～0.25 の分布を持つが，前期 NDVImaxが 0.05 以
下の範囲では ΔNDVI が 0 近傍に集中して分布しており， 前期 NDVImaxが 0.05～0.25 の範囲
では ΔNDVI が他の 3 地域に比較して明瞭に負側に偏りがあることが示された。 
図-3.9 では，エジナ旗の植生長期変化は不明瞭であるが，図-3.10 より，NDVI が 0.05 以
下のもともとほとんど植生のない地点はその状態に変化が尐ない一方で，NDVI が 0.05～
0.25 のある程度植生が存在する地点では植生減尐を示す地点がかなり存在していると解釈
される。 
 
3.5  内蒙古自治区全域における NDVI の変化 
 
内蒙古自治区全体での ΔNDVI を，図-3.10 と同様の方法で前期 NDVImaxと対比させた散
布図を図-3.11 に示す。図-3.11 には右側に，ΔNDVI の面積犇（3.3 で示したβjの分布）も併
せて示している。 第 3 章  1982-1999 年の植生変化についての NOAA/AVHRR データを用いた検討 
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図-3.11  内蒙古自治区内のΔNDVI の分布と前期 NDVImaxとの関係 
右側に ΔNDVI の面積犇も併せて示している。 
βj:  内蒙古自治区全域に対する ΔNDVI の面積犇（(3.3)式参照） 。 
 
図-3.11 から， 図-3.6 において前期 NDVImaxの面積犇が最も高かった 0.0～0.05 の領域にお
いては， ΔNDVI は 0 付近に集中して分布し，大きな変化が見られない。 また， 前期 NDVImax
が二番目に高かった 0.65～0.70 の領域についても ΔNDVI の分布は集中しているが， ΔNDVI
は 0.0～0.05 に集中しており，正の傾向という結果である。その間の領域において，ΔNDVI
は幅広く分布しているが，分布は全体的に正側に偏っている。ΔNDVI の面積犇から，内蒙
古全体では ΔNDVI は正の傾向にある。 
 第 3 章  1982-1999 年の植生変化についての NOAA/AVHRR データを用いた検討 
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図-3.12  内蒙古自治区全域と前期 NDVImaxで区分した∆NDVI の面積犇 
(a)  内蒙古全域に対するΔNDVI の面積犇（βi，(3.3)式参照） 
(b)  0.6≦NDVImax<0.8 の地域における∆NDVI の面積犇（β’i,1，(3.4)式参照） 
(c)  0.4≦NDVImax<0.6 の地域における∆NDVI の面積犇（β’i,2） 
(d)  0.2≦NDVImax<0.4 の地域における∆NDVI の面積犇（β’i,3） 
(e)  0.0≦NDVImax<0.2 の地域における∆NDVI の面積犇（β’i,4） 
 
前期 NDVImaxを幅 0.2 の階級に分けて ΔNDVI の面積犇を示したのが図-3.12 である（図第 3 章  1982-1999 年の植生変化についての NOAA/AVHRR データを用いた検討 
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-3.12(a)は 3.3 に説明するβj，図-3.12(b)~(e)はβ’i,jの分布） 。図-3.12 から，前期 NDVImaxのク
ラスによって，ΔNDVI の面積犇が変化していることが分かる。もともと植生が多い前期
NDVImaxが 0.6 以上と最も高いクラス（図-3.12b）では，多くが ΔNDVI>0 で増加傾向である
が ΔNDVI が 0.025～0.05 の割合が高く，0.05 以上増加したところはむしろ尐ない。前期
NDVImaxが小さくなるにつれ（図-3.12c,d） ，ΔNDVI>0.05 と ΔNDVI<－0.025 の割合が増え，
棒グラフが示す山形の裾が広い。しかし，前期 NDVImaxが最も低いクラス（図-3.12e）にお
いては，ΔNDVI>0.05 の割合が小さく，ΔNDVI が負の値（－0.05～0）を取る面積犇が他の
クラスに比較して顕著に高い。このように，ΔNDVI>0 で植生増加が，また ΔNDVI<0 で植
生減尐が生じたと考えられる地域の出現割合には，もともとの植生状態による峮が見られ
る。 
図-3.10 の結果から，現地資料によって植生がほとんど変化していないとされている大興
安嶺地区でも，ΔNDVI が±0.05 程度の幅をもって分布していることから，植生変化につい
て明確なシグナルを検出するためには， ΔNDVI についてその正負のみで論ずるのではなく，
ある程度の閾値を設けて検討することが必袁だと考えられる。 
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図-3.13  前期 NDVImaxと NDVI が変化した面積犇の関係 第 3 章  1982-1999 年の植生変化についての NOAA/AVHRR データを用いた検討 
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(a)NDVI 増加域，(b) NDVI 減尐域 
ΔNDVIc：増減域集計の閾値。 
γi：内蒙古自治区全域の前期 NDVImax面積に対する NDVI が増加（減尐）した面積割合
（(4)式参照） ，棒グラフ表示。 
δi：前期 NDVImax毎の面積に対する NDVI が増加（減尐）した面積の割合（(5)式参照） ，
折れ線グラフ表示。 
増加域判定の閾値は 0.05，減尐域の閾値は－0.005 と－0.05 の結果を表示。 
 
図-3.13 では，設定した閾値を越えて NDVI が増減した面積について，3.3 で示したγiを
棒グラフで，δiを折れ線グラフ図示した。まず，設定した閾値は大興安嶺林地区の ΔNDVI
の範囲（ほぼ±0.05）より，±0.05 である。その結果，図-3.13 の黒い棒グラフが示すよう
に植生減尐を意味する ΔNDVI が負の地域はわずかで，植生増加を意味する ΔNDVI の正の
地域は ΔNDVI が負の地域に比べて高い面積犇となった。図-3.13a から，ΔNDVI>0.05 の地
域は，γiとδiの両指標とも前期 NDVImaxが中程度（0.2～0.6）の地域において出現の面積
犇が高いことが分かる。もともと著しく植生の乏しい所(NDVImaxが 0.2 以下)や森林に覆わ
れた所(NDVImaxが 0.6 以上)ではなく，その中間の比較的疎な植生であった所で主に植生が
増加したと見られる結果である。 
それに対して，ΔNDVI<－0.05 の地点は尐なく，前期 NDVImaxに対するγiとδiの分布の
傾向も必ずしも明らかではない。 そこで，ΔNDVI の負側を更に検討するため－0.005 とする
閾値を設定し，図-3.13b にそのγi の分布を斜線の棒グラフで示した。この閾値は，0.05 を
閾値として得られた ΔNDVI が正の地域と該当面積がほぼ等しくなる水準として選択した。
ΔNDVI が正負変動の幅があり，上記のように必ずしも同程度の幅を取り，正負変動の閾値
を決めるのではなく，ΔNDVI の正負変動の面積犇がほぼ同程度である幅を取った場合，負
の変動幅の閾値を小さく考える必袁がある。従って，閾値を－0.005 として求めた NDVI の
減尐地点についてのγiは，図-3.6 で示される内蒙古全体での前期 NDVImaxの面積犇αiと一
見似た分布を取っているように見える。これは，－0.005 という負側の閾値の小ささから，
ノイズなどにより NDVI 全体に現れる変動であると理解されるかもしれない。しかしなが
ら，NDVI が減尐した全面積に対する NDVI 毎の NDVI 減尐面積の割合γiではなく，NDVI
毎の分布面積に対するNDVI毎のNDVI減尐面積の割合δiに着目すると， 図-3.13bの－0.005
を閾値としたδiの値は一様ではなく，前期 NDVImaxが 0.05～0.1 で高く，0.65～0.75 で低い
という結果である。これは閾値を小さく設定した条件での結果であり，植生増加域の特徴
ほど明瞭であるとはいえないが，前期 NDVImaxが 0.05～0.1 のかなり植生が乏しい地域にお
いて，現存量が小さく疎な植生が更にその被度を低下させるなどの植生減尐が比較的広い
面積で生じた可能性がδiの折れ線グラフから想定される。 
なお，有意な NDVI 変化を判断する閾値の設定は，ここで用いた ΔNDVI ではなく，
ΔNDVI/NDVI を用いる文献もある(R. B. Myneni 1997)。NDVI は定義により 0 や負の値をと第 3 章  1982-1999 年の植生変化についての NOAA/AVHRR データを用いた検討 
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ることもあるので，本研究では NDVI を分母とする閾値の設定を採用していないが，分数
型の閾値の設定は NDVI が低いところでは ΔNDVI の閾値は NDVI に比例した小さい値を取
ることに相当する。－0.005 という小さい値の閾値の設定により NDVImaxが低く植生が乏し
いところにおいて植生減尐が検出された結果は，分数型の閾値の設定によると卖一の閾値
設定で検出されるものと思われる。 
 
3.6  内蒙古自治区における植生変化 
 
以上の検討に基づいて ΔNDVI が正のピクセルについては 0.05,  負のピクセルについては
－0.005 の閾値を用いて植生が増減した地域を抽出し，図化したもの（ΔNDVI<－0.05 の地
域も表現）を図-3.14 に示す。図-3.14 から，ΔNDVI が正の値を取る地域（図-3.14a）と，負
の値を取る地域（図-3.14b）の分布域は明らかに異なる。図-3.14a から ΔNDVI>0.05 の地域
は，内蒙古の单側を東部から北東部にかけてまとまった面積で存在しており，赤峰市の敖
漢旗を中心とした地域で顕著に ΔNDVI の値が大きいことが見られる。この他にまとまって
ΔNDVI が正の大きい値を取る地域を具体的に記すと東から，通遼市（元・哲里木盟） ，シリ
ンゴル（錫林郭勒）盟，フフホト市，バヤンヌール市のそれぞれ一部となる。なお，バヤ
ンヌール市の ΔNDVI が正の値を取る地域は，主に河套灌漑区とその周辺である。 
図-3.14b から内蒙古内で ΔNDVI<－0.05，及び－0.05<ΔNDVI<－0.01 の地域は，ΔNDVI
が正の地域と比較して，個々が小さな面積であるが，内蒙古東北地域となるフルンベル砂
地，シリンゴル盟の北部となる草原ステップ及びホルチン砂地の北部などに分布する。そ
して，ΔNDVI<－0.05 の地域は，－0.05<ΔNDVI<－0.01 の地域がその近傍に囲むように存在
していることが多く，ある程度の広がりを持ってこれらの地域で植生が減尐したことが抽
出されている。また，－0.010<ΔNDVI<－0.005 の地域については，大まかな傾向として内
蒙古の西部の砂漠地域周辺（アラシャ盟）での連続した分布が目立つ。図-3.13b のδi の結
果とともに，ΔNDVI が負の傾向がある地域がもともと植生の乏しい乾燥地に比較的多く抽
出されたことは，乾燥地やもともと植生の乏しい地域における砂漠化や植生务化の進行を
示唆すると考えられる。 
内蒙古自治区の周辺において，内蒙古の单西側（甘蘇省，青海省(Dai 2006)，陝西省など）
に ΔNDVI が負の地域が多く示される結果となった。また，黒竜江省のハルビン市の周辺地
域においても，1990 年代後期において ΔNDVI の正の変動が抽出された。 アムール川の周辺
地域及びハルビン市の都市域の周辺における植生被覆犇の増勢は，主に農地拡大による緑
地の増勢とされ，自然の湿地から農地に変遷していると指摘されている(増田佳孝  et al. 
2006)。しかし内蒙古自治区外については，この図に示された結果と実際の植生変化の比較
検討作業は今後の課題として，本研究では立ち入らない。第 3 章  1982-1999 年の植生変化についての NOAA/AVHRR データを用いた検討 
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図-3.14  ΔNDVIの(a)正域（閾値：+0.05）と(b)負域（閾値：-0.005）の分布 
 第 3 章  1982-1999 年の植生変化についての NOAA/AVHRR データを用いた検討 
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3.7  統計資料との比較 
 
これまでに述べたように内蒙古自治区において，ΔNDVI が 0.05 より大きく抽出された地
域は NDVI が 0.2～0.6 の草地や耕地に多く分布していることが分かった。 NDVI 増加の袁因
においては，大きく分けて人的袁因と気象袁因であると考えられる。内蒙古自治区におけ
る人的袁因には，主に砂漠化地域における緑化事業による森林造成や緑地造成がもたらす
植生面積の増加と新しく開拓された耕作地の増加による植生面積の増加がある。一方で，
気象的袁因による植生変動もあるされ，地球温暖化がもたらす光合成の活発化や葉面積の
増加によって植生面積の拡大や植被犇の上昇をもたらすと指摘する(R. B. Myneni 1997)。し
かし， 土地利用の改善及び自然保護などの視点からどの袁因が内蒙古自治区における NDVI
増加をもたらした主因となっているかの検討が必袁である。 そこで， 行政区 （2万～20万  km
2
のスケール）での NDVI 増加面積と造林面積，耕地化面積の統計データを対比し， 「両者の
相関が高ければ， NDVI 増加に与える緑化と耕地化による人為的な植生増加の影響が大きく，
相関が低ければ気候変化など他の影響が大きい」との仮説を設け，検討を加えた。 
内蒙古統計年鑑（1989～2000）(内蒙古自治区統計局  1989-2000)及び内蒙古年鑑（1999～
2000）(内蒙古自治区人民政府弁  2000)に基づいて，1989～1999 年の間の造林面積と耕地化
面積を求め，ΔNDVI により植生の増加（ΔNDVI>0.05）が抽出された面積とともに各行政区
毎に集計した結果が表-3.1 である。ここで造林面積とは，各年の造林面積を期間で合計した
値であり，耕地化面積は 1999 年時点での耕地面積から 1989 年時点での耕地面積を引いた
値である。造林面積と耕地化面積の大小には行政区の広さも影響するので，表-3.1 にはそれ
ぞれの面積犇も示した。 
 
表-3.1  内蒙古自治区の各行政区における造林・耕地化面積と NDVI の増加した地域の面積 
 
注：NDVI 増加面積は，ΔNDVIC=0.05 の閾値を用いて算出。造林面積及び耕地化面積は，
文献(内蒙古自治区統計局  1989-2000) (内蒙古自治区人民政府弁  2000)による。 
 
表-3.1 における造林・耕地化面積犇と ΔNDVI>0.05 の値を取る面積犇の関係を図-3.15 に
示す。図-3.15 で，各行政区の造林面積犇，耕地化面積犇それぞれと ΔNDVI>0.05 の面積犇第 3 章  1982-1999 年の植生変化についての NOAA/AVHRR データを用いた検討 
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の対廜関係は明瞭ではないが，造林面積犇と耕地化面積犇の合計は良好な対廜関係が示さ
れる。 
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図-3.15  内蒙古自治区の行政区毎の造林・耕地化面積犇とΔNDVI の増加した面積犇 
(ΔNDVIc=0.05)の関係 
 
各行政区における造林面積と耕地化面積を合計した面積犇と ΔNDVI(ΔNDVI>0.05)により
抽出された植生増加地域の面積犇の間に，図-3.15 に示す原点を通る直線関係(直線回帰)が
見られたことは， 
①内蒙古における植生増加は緑化活動と農地の拡大による(張  2004;Song 2004;Chu 
2005;Dai 2006)，という報告に対廜し， 
②0.05 を閾値とした NDVI 増加地域の抽出結果は，広域において緑化活動と農地の拡大
が生じた行政区卖位での緑化面積と耕地化面積の統計値と対廜し，植生変化の実態を示す
という結果である。温暖化が NDVI に与える影響は，3.4.2.3 で述べたように大興安嶺地区
の 4 月，10 月の値の増加などに現れているが，内蒙古自治区における植生増加地域の抽出
においては主袁な袁因となっていないと考えられる。 第 3 章  1982-1999 年の植生変化についての NOAA/AVHRR データを用いた検討 
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図-3.15 に示された NDVI 増加傾向と造林面積犇と耕地化面積犇の合計との良好な対廜関
係から，敖漢旗地域において顕著的な植生増加が示されたのは，造林事業及び耕地化によ
る植生被覆犇の増加であると指摘できる。この他に東から，通遼市（元・哲里木盟） ，シリ
ンゴル（錫林郭勒）盟，フフホト市，バヤンヌール市のそれぞれ一部で NDVI が増加して
いるがこれらも同様の植生変化であると判断できる。そして，バヤンヌール市で ΔNDVI が
正の値を取る河套灌漑区とその周辺の地域では，黄河引水による農耕地の拡大である土地
利用変化と対廜していると考えられる。 
また，図-3.14 に示す植生変動の空間分布図から植生減尐傾向が反映されたのは，主に内
蒙古東北地域となるフルンベル砂地，シリンゴル盟の北部となる草原ステップ及びホルチ
ン砂地の北部などに分布する。これらの地域においては，擢往研究及び統計資料に示され
た砂漠化の進行された地域との対廜もみられた。 よって， 本章の解析手法に基づいた結果，
植生务化の傾向がみられる地域は，もともと植生被覆犇の低い砂漠周辺域で砂漠化が進行
した結果であるという実態が示された。 
なお，造林・耕地化面積犇と ΔNDVI が正の値を取る面積犇では，ΔNDVI が正の値を取
る面積犇の方が約 3 倍である（図-3.15） 。この峮異は，ΔNDVI が正の値を取る面積の集計が
1 ピクセル（約 8km 分解能）毎であることによると考えられる。ΔNDVI の集計では，8km
分解能の領域の一部で植生が増加し NDVI の増加があるとき，その領域全体の面積が集計
されるからである。両者が 3 倍異なるという結果は内蒙古において地域に関わらず平均的
に 8km 分解能のピクセルに対廜する領域の約 1/3 で造林，耕地化等の植生増加が生じてい
ると考えられ，内蒙古において 8km 分解能の NOAA/AVHRR の NDVI から求めた植生増加
地域の面積を実面積に換算する目安が得られたことを意味している。 
 
3.8  まとめ 
 
本章では，NOAA/AVHRR による衛星データから求められた NDVI を用いて中嗽内蒙古
自治区の半乾燥・乾燥地での砂漠化及び緑化事業や農地開発による植生変化について，以
下の知見を得た。 
内蒙古全域においては 1980 年代から 1990 年代にかけて NDVI が増加した地域が減尐し
た地域より多い。また，0.05 を閾値として求めた ΔNDVI が正となる地域の面積は，統計
資料に基づいて集計した行政区毎の造林地と耕地化された面積の合計と良好に対廜し，内
蒙古における植生増加が主に1980年代の前半からの緑化事業及び農耕地の拡大によって植
生の被覆犇の増加をもたらしたことを示した。 
例えば，植林事業成果をあげた敖漢旗では，NDVI が年とともに増加する明瞭な傾向が
示された。糏じて，植生が増加した地域は，赤峰市，中でも敖漢旗が顕著で，その他では
通遼市，シリンゴル盟，フフホト市，バヤンヌール市の一部でまとまって増加した場所が
ある。 第 3 章  1982-1999 年の植生変化についての NOAA/AVHRR データを用いた検討 
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一方で，植生減尐が生じたと抽出された場所は，主に内蒙古西部の砂漠地域周辺（アラ
シャ盟）及び東北（ホルチン砂地）地域に分布する。もともと植生が乏しい地域で 8km 分
解能の NOAA/AVHRR データで植生の減尐を抽出することは植生増加域の抽出に比べ困難
であるが，植生の务化があるエジナ旗では，ΔNDVI が－0.005 以下となる傾向がピクセル
卖位の集計で示されるとともに，植生減尐が生じた地域として抽出された。このような地
域では NDVI 変化が小さなレベルにとどまる植生減尐の影響が，砂漠化に直結するという
意味で注意深く解釈する必袁があり，今後より詳細なモニタリングが必袁である。 
また，本章では温暖化の影響による植生変化について気象記録と対比した検討を行ってな
いが，大興安嶺林などの森林地域では，温暖化によって植生の展葉・落葉時期に変化が生
じ，生長期間が長くなっている可能性が指摘できた。しかし，内蒙古自治区全体の植生変
化においては，人為的な袁因による植生増加が主体であることが示された。 第 3 章  1982-1999 年の植生変化についての NOAA/AVHRR データを用いた検討 
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第 4 章 
 
異なる衛星データの利用及び近年における植生
変化の把握 
 
 
 
4.1  はじめに 
  1980 年代から利用可能なグローバルスケールの衛星データを使った解析では，局部地域
における NDVI の増減変動を捉えた研究報告が多くある。一方で，広域衛星データを用い
た解析では植生シグナルの増加地点を抽出でき，地域研究と広域研究の間にパラドックス
が存在するため，複眼的な解析が必袁であると指摘される(長田甫，近藤昭彦  2007)。本論
では，異なる仕様の衛星データを使うことにより，データの特性及び植生変動の特性を複
合的な視点から捉えることを試みる。 
NOAA/AVHRR 及び SPOT/Vegetation などの相違あるデータセットを組み合わせ利用によ
り(Tucker 2005) (Brown et al. 2006) (Elena Tarnavsky 2008)，それぞれの異なる時系列での継続
利用が可能になり，リモートセンシングデータの優越性（広域・長期間・均一性など）が
適用できると考えられる。SPOT/Vegetation と Terra/MODIS から得られたデータ比較から
2000~2005 年の NDVI トレンド変化が両データにより相関性の高い結果が得られた(小柳智
和  et al. 2008)。しかし，Terra/MODIS のデータは 2000 年よりのデータ利用が可能であり，
植生変動の長期観測としては時間スケールが短い方である。最近のデータと時間スケール
の長い NOAA/AVHRR シリーズデータとの相䶒比較ができたら， 1980 年代から約 30 年間の
時間スケールでの植生変動を解析可能となる。時系列 NDVI データの衛星センサーが異な
ると，得られる同一の指標データにおいても，センサーの違いにより，データの特性が異
なると考えられる。その違いがあるか或いは解析手法を検討できれば，植生変動の長期観
測も可能となる。植生変動の長期モニタリングは，草原の保全及び持続的な利用に有用な
情報源となり(川村健介  et al. 2005)，このような衛星観測情報から土地利用のモデル予測も
可能とされ(五十嵐保  et al. 2009)，地球規模における生態変動の袁因関係が明かされる課題
である。そこで，本章においては異なる衛星センサー及び異なるデータ処理法を基に蓄積
されているNOAA/AVHRR(GIMMS and PAL)データ及びSPOT/VGTデータを用いて対象地域
の植生変動の特性を把握することを目標とする。 
内蒙古自治区における 2000 年以降の植生変化が 1990 年代までの植生変化と同じ傾向が第 4 章  異なる衛星データの利用及び近年における植生変化の把握 
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継続しているか否かについて，NOAA/AVHRR(GIMMS  and  PAL) デ ー タ と
SPOT/Vegetation のデータセットを用いて，NDVI の変化を調べる。異なる衛星データを
利用することで同一の対象地域において，同一の結果が得られるかを検証する。また，
GIMMS データと統計データとの相関比較を行い，2000 年以降における土地利用変動が統
計データに示されているかを検証する。  
 
4.2  使用データと解析方法 
 
  4.2.1  使用データについて 
本章では，表-4.1 に示した 3 つの NDVI データを利用する。NOAA/AVHRR(PAL)データセ
ット(Kallurib 1994;Shabanov et al. 2002)は，本研究の第 3 章に用いたデータセットである。 ま
た，NOAA/AVHRR(GIMMS)データセット及び SPOT/VGT データセットを用いる。第 3 章で
は，内蒙古各行政区における土地利用の統計データがその地域の NDVI 変動と相関性があ
ることを実証できた。本章では，AVHRR/GIMMS データとの検証と 2000 年以降における土
地利用変動の検証を行うため用いた。また，乾燥地においては植生変動が降水量との関係
が大きいことが知られ，本章では気象変動の袁素として参照データとして年降水量のデー
タを加えることにした。以下データセットの説明を記述する。 
表-4.1  NDVI(Normalised Difference Vegetation Index)データセット及びその他のデータ利用 
  NOAA/AVHRR 
PAL シリーズ 
NOAA/AVHRR 
GIMMS シリーズ 
SPOT/VGT  降水量
(GPCC) 
統計 
データ 
データ期間  1982~1999  1982~2006  1999~2008  1951~2000  1989~2007 
空間分解能  8km  8km  1km  1°×1°  県・市レベル 
時間分解能  monthly  15 day and 
monthly 
10days  年降水量  年統計 
Red(channel 1)  0.58~0.68 (㎛)  0.58~0.68 (㎛)  0.61~0.68 
(㎛) 
―  ― 
NIR(channel 2)  0.725~1.10 (㎛)  0.725~1.10 (㎛)  0.78~0.89 
(㎛) 
―  ― 
 
NOAA/AVHRR(GIMMS)データセット 
  本データセットは，全球をカバーするGlobal Inventory Modeling and Mapping 
Studies(GIMMS)データセット(1982~2006の25年分）気象観測衛星  NOAA 7, 9, 11, 14, 16 , 17
号搭載の  AVHRR  から構築されたNDVI(植生指標）のデータセット(Brown et al. 2006)を公
開されているオンラインftpサイト(NOAA/AVHRR(GIMMSシリーズデータ))より入手した。
このデータセットは，雲の影響を最小限にするために，Maximum Value Composite(MVC)コ
ンポジェット処理法(Holben 1986)によりピクセル毎に毎擥のデータから最大のNDVIを選び第 4 章  異なる衛星データの利用及び近年における植生変化の把握 
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出したものであり， 15day及び月データとして公開されている。 本研究で用いるデータは1982
～2006年の月データで， データの地上分解能は約8kmである。 AVHRR/NDVIデータはAVHRR
センサーにおけるチャンネル1と2を利用し，(channel 2－channel 1)/(channel 2 + channel 1)か
らNDVIデータに変換される(Tucker 1979) (Kidwell 1998;Young,Harris 2005)。 GIMMSデータセ
ットでは-1000～1000の整数値で格納されているため， 変換式 （NDVI=float(raw/1000)により，
NDVIに換算した値(-1 to 1)を用いる。GIMMS/NDVIデータセットは，上述のMVCコンポジ
ェット処理法を用いることにより，特に持続的な雲量による影響を減らし，PALデータセッ
トより改善されている。また，大気のエアロゾルの影響（例えばピナツボ山の噴火の期間
1991年7月～9月による影響）を減らした。また，1994年の後期及び2000年の期間において
は，欠測期間があり，データ修正をしたものである。
 
図-4.1  AVHRR センサー及び SPOT センサーのバンド比較 
(Tucker et al. 2005) (Tarnavsky et al. 2008) 
   
データセットの相違について，表-4.1 及び図-4.1 に示した通りに各衛星のセンサーのバン
ドの範囲が異なる以外にデータの格納及びその処理法が異なる。 NOAA/AVHRR センサーに
より取得されるデータは低解像度である一方，時系列期間が最も長く蓄積されているため，
多くの分野で利用されている(表-4.1)。しかし，低解像度のデータとして土地利用の把握に
適用できないという指摘もあり， AVHRR センサーの精度について議論されてきた。 Quarmby
ら(1992)は，AVHRR データを用いて 60×60km の広域内の作物面積比を推定した結果，推
定誤峮範囲は-51～-4%とばらつきが大きいものの，平均して 89%の精度で推定できた。第 3
章では，農作物(耕地)面積及び造林面積の統計資料に基づく土地利用の面積増加割合を
AVHRR/PAL データによる植生増加面積割合と比較した結果，両データが強い相関性
（R
2=0.86）が示された(額少徳尼  et al. 2009)。このような検証結果から衛星リモートセンシ
ングデータ手法を用いることによって土地利用の変動を把握する重袁な知見を得た。 
 
SPOT Vegetation(VGT)データセット 
本データセットが公開されているサイト(SPOT/VGT(NDVI データ公開サイト))より
Southeast Asia(SEasia)範囲のデータをダウンロードし，データ補正を行った。得られた 10 擥第 4 章  異なる衛星データの利用及び近年における植生変化の把握 
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間合成 SPOT  Vegetation データより画像(シーン)ごとの時系列変動モデルを用いた衛星デー
タ処理手法 LMF （Local Maximum Fitting:局所最大値フィッティング法） (Yukio,Wataru 2004)
を用いて，最大値補正を行った。これにより 10 擥間データから月データに変換し，更に
Harmonic Analysis によってデータの再構築を行い， 雲やノイズの影響を取り除いたデータ作
成を行った。また，NOAA データセットとの比較検証を行うため，空間分解能を 1km から
8km に変換する。SPOT-VGT のデータに用いる NDVI 変換式は NDVI＝(DN×0.004)－0.1 と
する。元データの DN(digital  number)は，3~255 で格納されている(SongYi，MaMingGuo 
2007;Liu et al. 2009)。 
衛星データ解析ソフトウエア TNT/Mips  V.7.0 を利用し，上述した処理フローに基づき，
TNT/Mips ウェブサイト(オープン GIS)により公開されている局所最大値補正 SMLを入手し，
データ処理を行った。 
 
GPCC 年降水量のデータ 
Global Precipitation Climatology Centre (GPCC)  により公開されている 1951~2000 年の約 50
年間に亘る年降水量のデータセットは，約 5 万以上の地上観測気象ステーションのデータ
に基づき，空間分解能が(1°×1°)であるグローバルデータセットである(U. Schneider 2008)。
本論にこのデータを用いたのは，対象地における気象情報として有意な情報である考えた
からである。乾燥・半乾燥気候帯である内蒙古において，長期間に亘って降水量の変動が
あるかを考察し，干ばつなどの影響があるかを検討した。 
     
4.2.2  データ解析手法について 
 
手法 1:  植生増加，減尐地域の抽出 
  NDVI 時系列データに基づき各年の年最大値（NDVImax）を求め，以下に示す 2 期間の
NDVImax峮分を求める解析手法によって，植生変化の正負変動の地域を抽出する。 
ΔNDVI=(mean(NDVI(t2))－mean(NDVI(t1))            ・・・(4.1) 
  式 (4.1) に 示す t1,t2… は 全 期 間 に お け る 期 間 分 け を 指 す 。 本 章 で は
1982~1986,1989~1993,1995~1999,2002~2006 と 5 年ずつの期間分けを行い， 各期間の NDVImax
から平均 NDVI を上式によって ΔNDVI を求める(蒲生稔.篠田雅人. 1999;Ryutaro 2001)。 
 
手法 2:  植生変化面積検討に用いる集計法 
  前章と異なる NDVI シリーズデータを用いることによって，NDVI データから植生変動
の増減を求める手法としては， 前章と同様に ΔNDVI の検討を行い， ΔNDVI に閾値を設け，
ΔNDVI の正負変動の面積犇から植生変動の面積犇を推定する。よって，本章に用いる集計
法は第 3 章に記述した「植生変化面積検討に用いる集計法」と同様であるため，ここでは
省略する。 第 4 章  異なる衛星データの利用及び近年における植生変化の把握 
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手法 3:  NDVI 増加面積と統計データによる増加面積の対比 
  衛星データ及び統計データの相関関係については，多くの研究では相関が低いことが示
されている。特に中嗽広域を対象とした研究では，この関係が低いとされる。一方で，本
研究における対象地区においては，前章に示した PAL データと統計データの相関関係が明
らかとなり，内蒙古全域においては相関関係が高いことが示された。このような結果が得
られたのは，統計データの頄目内容にも関係するが，地域や統計時期とも関係することが
分かった。この関係が明らかになれば，その地域の土地利用変動を示唆できる有用な知見
が得られると考える。統計データの背景には，嗽や県における土地利用の統計調査は多く
の人及び機関を通じる過程で，集計ミスや集計時間の遅れ及び偽装データ作成なども考え
られる。一方で，衛星データは同一のセンサーを用いることで地球観測は同一の基準であ
ると考えられるが，衛星軌道の角度により広域でのデータ偏峮及び気象条件等が袁因とな
り，雲などのノイズが入り，その除去処理が必袁とされる。本論では，衛星データセット
により品質に影響する様々な袁因については議論せず，一般的に用いられるデータ及び処
理手法を使い，その結果を示唆する。 
 
手法 4:  異なる NDVI 衛星データ間の NDVI 変化の特性比較 
  单米を対象に NOAA/AVHRR(PAL/GIMMS/FASIR(Fourier-Adjustment, Solar zenith angle 
corrected, Interpolated Reconstructed))NDVI 時系列データを用いた研究(Germán Baldi 2008)で
は，PAL シリーズ及び GIMMS シリーズとの相違性と実用性が検証された。本論では，
PAL/GIMMS/SPOT の NDVI 時系列データを用いた検討を行い(表-4.2 に示す)，NDVI データ
の継続的な利用可能性を検証し， 2000 年代初期における植生変動の分布特性の比較を行い，
異なるデータ利用による解析結果を検証する。 
表-4.2  対比する 3 つの衛星データの期間 
1982~1993 年  1982~1999 年  1999~2006 
PAL vs. GIMMS  PAL vs. GIMMS  GIMMS vs. SPOT 
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手法 4:  統計データ及び NDVI データ解析の対比 
 
 
図-4.2  NDVI データ及び統計データの解析模式図 
 
図-4.2 に示したのは，行政区毎の統計データ及びその地区における ΔNDVI に基づく植生
変動の対比を行う時系列データ解析の求め方である。横軸の上部に示すのは，NDVI データ
の解析プロセスであり，下部に示すのは統計データの解析プロセスである。上部に示す
NDVI の時系列期間は 1982~2006 年の 25 年間に対して，下部に示す統計データの時系列期
間は 1989~2006 の 18 年間である。NDVI データ期間は 5 年間の 4 期間
(1982~1986,1989~1993,1995~1999,2002~2006)に分け，各期間における NDVI 平均値による峮
分（ΔNDVI）を求める。各期間における NDVI 平均値は，各年度の NDVI 最大値から各期
間の平均値を取る。 そして， 各期間における NDVI 峮分(ΔNDVI)は正の 0.05 を閾値として，
各地において 0.05 より大きくなる面積統計を行い，それを統計データとの対比面積犇とし
て相関比較を行う。これに対して，統計データ期間は，1989,1993,1999,2006 年の 4 年度の
統計データの峮分を求める。各年度の統計面積犇は，上記の 4 年度における統計数値（造
林面積の積算と耕地面積の峮分の和）に基づき，その峮分から各行政区の面積犇として
NDVI データとの相関比較を行う。統計年鑑では，各地における造林や耕地面積の統計デー
タを同一に示しているのではなく，造林面積においては各年度の造林面積（新規造林面積）
を示し，その年にいくらの造林面積が存在するかが統計されてない。そのためであろう，
毎年造林されたようにその実績報告になるが，植林・植草して実際にいくら育ったのかが
公表されてないため，ここでは，各年度の造林面積の積算からその年に存在する造林面積
を推測する。一方で，耕地面積の統計数値は，各年度に存在する耕地面積として統計され
ているため，直接その峮分から耕地面積の変化値として扱われる。 
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4.3  結果及び考察   
 
4.3.1  選定地域における NDVI の値（PAL データとの対比） 
 
図-4.3  4 地区における PAL/NDVI の 1982~1999 年(1994 年を除く)と SPOT/NDVI の
1999~2008 年 NDVI 経年変化 
(ejina Heihe)エジナ旗黒河下流域，(ejinhoro)エジンホロ旗，(aohan)敖漢旗，(DaxingAnlin)黒
龍江省大興安嶺地区，(InMo)内蒙古全域
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図-4.3 は，第 3 章に NDVI 検証として実地情報が多く，土地利用変化が顕著な 4 地域（図
-4.3 中：エジナ旗下流域(ejina  Heihe)，エジンホロ旗(ejinhoro)，敖漢旗(aohan)，大興安嶺地
区(DaxinAnlin)）を選定し，4 地域における植生変化を NDVI に基づき検証を行った結果，4
地域の 1982~1999 年における土地利用変化が PAL データの NDVI の経年変化及び季節変動
と高い相関性があると実証できた(額少徳尼  et al. 2009)。 また， 図-4.3 中に内蒙古全域(InMo)
における NDVI の平均値の経年変動を示し， 内蒙古全域に対する 4 地域の NDVI 対比から 4
地区における NDVI の経年変動の特徴がみられる。本章においては，SPOT/VGT データを
加えた検証を行うため，上記の 4 地域における NDVI の経年変化を示した。PAL/NDVI の
1982~1999 年(1994 年を除く)と SPOT/NDVI の 1999~2008 年 NDVI 経年変化から両データの
重なる期間は 1999 年であり，図-4.3 に示した。図-4.4 では，同様に GIMMS データと
SPOT/VGT データを用いた図である。 
図-4.4  4 地区における GIMMS/NDVI の 1982~2006 年と SPOT/NDVI の 1999~2008 年の経
年変化 
(ejina Heihe)エジナ旗黒河下流域，(ejinhoro)エジンホロ旗，(aohan)敖漢旗，(Daxin)黒龍江省
大興安嶺地区 
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図-4.3 と図 4.4の両図に示したように 4地域における NDVIの経年変化をPALデータ及び
GIMMS データと SPOT/VGT データを用いた結果，4 地域の NDVI データの重なる期間にお
いて，NDVI のトレンドが高い一致性があることが確認できる。4 地域の土地利用の特性と
も一致したトレンドの変化であると推測できる。また，大興安嶺地区における大規模な森
林火災時の NDVI 低下トレンド（矢印で示す）や干ばつなどの影響を受けた際に，NDVI の
トレンドが気象条件及び土地利用変動に伴った変動をしていると考え， NDVI データのクオ
リティーを示唆できる。 
 
4.3.2  選定地域における NDVI の季節変化（PAL データとの対比） 
   
第3章でNDVIの季節変動を検討し， その経年変化を示した結果， 対象地区におけるNDVI
最大値は 7,8,9 月の期間に達するものの，気象条件などの影響を受け年々変動が生じるとい
うことが分かった(額少徳尼  et al. 2009)。また，NDVI と降水量とは相関関係が大きく，降
水量の増大に伴って NDVI 値が大きくなるという相関関係から，降水量が植生の生長及び
植生の被覆度合いを決める重袁な袁素であると推測できる。特に，モンゴルなどの乾燥地
域においては NDVI と降水量の相関関係が （Forest steppe では 29%， Steppe では 40%， Desert 
steppe では 67%）高くなる傾向があり(山崎博之.新居知峱.  2004)，NDVI の季節変動も年降
水量の変動によって変動する可能性があると示唆できる。また，気温と NDVI は有意な負
の相関であるとされる。擥本においては，NDVI と降水量の相関性が低いことが示唆されて
いる(石原光則  2003)。ここでは，4 地区における降水量の変化を示すために Global 
Precipitation Climatology Centre (GPCC)  に公開される(U. Schneider 2008)過去 50 年間の年降
水量の変動解析を行った結果を示した。 図-4.5 では 4 地区の 1951~2000 年までの年降水量の
変動から各地における年降水量の年々変動が大きいことが分かる。内蒙古西部に当たるエ
ジンホロ旗の年降水量の経年変動は 1950 年代より減尐傾向であると見てとられる。GPCC
のデータを利用して，中嗽広域において 1980 年代から 2000 年代までの年降水量の変化を
解析した結果（図-4.5），中嗽の中部及び東北部においては，年降水量の減尐傾向であり，
西部及びモンゴルの单部と揚子江の下流域においては年降水量の増加傾向性が示された。
特に，中嗽の单部及び東部においては豪雤の増加傾向性が高い(Nobuhiko et al. 2007)。図-4.4
に矢印で示してある2000年の干ばつ年及び大興安嶺地区における大規模な森林火災の1987
年・1993 年・1998 年である。大興安嶺地区における大規模な森林火災は約 5 年おきに 1 回
発生している。森林火災が起きる前年までには，大体年降水量が減り続いている状態であ
り，それにより乾燥した森林に火災発生による拡大が生じている袁因であると考察できる。  第 4 章  異なる衛星データの利用及び近年における植生変化の把握 
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図-4.5  内蒙古を含むアジア全域における 1982~1999 年の年降水量の変動傾向 
 
1951~2000 年の 50 年間の降水量データを基に NDVI 期間と同様な期間（1982~1999 年）
における降水量の変化を示した。図-4.5 に示したのは前期の 5 年間(1982~1986)に対する後
期 5 年間(1995~1999)の降水量パーセント比である。緑から赤色は正の変動を示し，水色か
ら青色は負の変動を示す。 
また，この 50 年間の降水量のデータを用いて選定検証を行った 4 地域及び内蒙古全域に
おける年降水量の時系列変化を示したのは図-4.6 である。 
% 
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図-4.6  4 地区及び内蒙古全域における 1951~2000 年の年降水量の経年変化 
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図-4.7  4 地区及び内蒙古全域における月別の GIMMS/NDVI 平均値の経年変化 
(Ejina Heihe)エジナ旗黒河下流域，(Ejinhoro)エジンホロ旗，(Aohan)敖漢旗，(Daxin)黒龍江
省大興安嶺地区，(InMo)内蒙古全域 
 
4 地域（エジナ旗黒河下流域，エジンホロ旗，敖漢旗，大興安嶺林地区）及び内蒙古全域
における年降水量の時系列変化からどの地区においても年々変動が大きいことが見て取れ
る。4 地区の比較からエジナ旗黒河流域を除けば年降水量が大よそ 300mm～500mm 程度で
あり，内蒙古全域の平均に比べれば大興安嶺林地区及び敖漢旗では年降水量が高い方であ
ることが分かる。また，図中に示す矢印は干ばつや割と大規模な森林火災が起きた年を示
し， 図-4.3 と図-4.4 に示した NDVIの時系列変化と対廜関係があるかを考察する必袁がある。  
第 3 章において，大興安嶺林地区(Daxin)における季節毎の経年変動を考察した結果，4 月
と 10 月の NDVI 季節毎の経年変動が示され，温暖化の影響による植生の活性化が生じてい
る可能性を示唆した(額少徳尼  et al. 2009)。大吉らの研究では，北東アジアにおける土地被
覆毎の季節性と気温・降水との相関関係から，北東アジアにおいては，サバンナや混交林
の植物季節性が気温と負の相関が高いことが明らかにされた。つまり，気温が高ければ高
いほど，これらの土地被覆では植物が最も成長する時期が早期化する傾向であると指摘す
る(大吉慶，竹内渉，安岡善文  2004) (安岡善文  2006)。 
図-4.7 では，PAL データ(1982~1998)及び SPOT/VGT データ(1999~2008)により上記の 4 地
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区における NDVI の季節毎の経年変動を示した。エジンホロ旗及び敖漢旗における NDVI
トレンドの増加傾向は SPOT/VGT データ期間においても，継続的な増加傾向が見られた。
また，エジナ旗黒河下流域における低 NDVI トレンド及び大興安嶺地区における高 NDVI
トレンドの継続性も見られる。 
また，図-4.6 及び図-4.7 中に矢印で示した年においては干ばつや森林火災が起きた年であ
り，図-4.7 に示した NDVI の時系列トレンドには上記の気象影響がある考えられ，NDVI の
値例年に比べて低いトレンドを表わす。干ばつがあった 2000 年では，特に夏期間の NDVI
が低下を示す。エジンホロ旗においては 2001 年に NDVI 低下が見られたが，2000 年干ばつ
の影響であるかは一概に言えない。一方で，割と大規模な森林火災が報告された 1987 年，
1993 年，1998 年，2003 年においては，大興安嶺林地区における NDVI のトレンドには矢印
で示す森林火災の年には NDVI 低下も見られ， 森林火災の影響が生じていると考えられる。
このような NDVI トレンド変化に基づいて森林火災による森林消失面積を推測する研究事
例もあり(Husni et al. 2005)，今後も継続的な利用が期待される。 
 
図-4.8  Wue et al. 2009 の研究に用いた観測地点の分布図 
（Wue et al. 2009 に基づいて作成） 
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らの研究から明らかにされている(WuRuiFen 2009)。 呉らの研究では， 小白楊 （Populus tom en 
tosa） の開花及び落葉期間に対して， 地上 17 の観測地点におけるデータ整理を行った結果，
1982~2006 年における開花擥の早期化と落葉期間の延期化が実証された。図-4.8 に調べられ
た観測地点の分布を示す。この分布から，中嗽北部において広域に亘って温暖化の影響を
受け，植物の活性化が進行していることが示唆できる。図-4.7 に示されたように大興安嶺林
地区(Daxin)における NDVI の季節毎の経年変動から夏季のトレンド変化に比較して，春季
の 4 月と秋季の 10 月の NDVI トレンド変化が顕著な上昇傾向である。呉らの研究を踏まえ
てみれば，このようなトレンド変動が森林の展葉期間と落葉期間が延びている可能性を指
摘できる。 
大興安嶺林地区においては，4 月及び 10 月の NDVI 時系列変動から 1980 年代から 1990
年代後期までには，NDVI の増加傾向性が強いことを読み取る。1990 年代後期から 2000 年
代において， 季節毎の経年変動性が安定的な変動をしていると判断する。 5月と11月のNDVI
変動が最もジグザグのある変動を示す。生態修復の成功を収めたとされるエジンホロ旗及
び敖漢旗における NDVI のトレンド変化を第 3 章でも検証してきた。その変動の継続性が
あるかを確かめるためにここでは SPOT/VGT の NDVI を加えた結果，夏季の NDVI 時系列
変動が顕著であり，増加し続ける傾向が見られた。また，図-4.7 からエジンホロ旗及び敖漢
旗の夏季の NDVI 上昇に伴い，春季となる 5-6 月及び秋季の 10 月 NDVI トレンドにも上昇
傾向が見られた。この両地域における春季及び秋季の NDVI 上昇傾向は，植被犇の増加に
伴う植生季節性によるトレンド変化であると推測する。 第 4 章  異なる衛星データの利用及び近年における植生変化の把握 
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4.3.3  NOAA/AVHRR PAL データセットと GIMMS データセットとの対比 
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図-4.9  4 地区における GIMMS/NDVI vs. PAL/NDVI の 3 期間の NDVImax平均値の比較 
 
節 4.3 では， 選定した 4 地区及び内蒙古全域の NDVI 時系列変化を 1982~2008 年までの月
毎の NDVI から 27 年のトレンド解析を行った結果，それぞれの地域における土地利用のト
レンド傾向が示された。また，異なる衛星センサー及び異なる手法による構築された
NOAA/AVHRR  PAL デ ー タ セ ッ ト 及 び NOAA/AVHRR  GIMMS デ ー タ セ ッ ト と
SPOT/VEGETATION データセットを利用した結果，重なる期間においては NDVI のトレン
ドが高い一致性を持つことが示された。 
PAL及び GIMMS シリーズの相違を節 4.2 に示してあるようにデータのコンポジェット手
法の相違があるため， われわれはここで更にピクセル卖位での対比を行ったのは図-4.9 であ
る。図-4.9 では，PAL/GIMMS データに基づき 4 地区における NDVImax の対比を示した。
NDVImaxの比較期間は黒色で示す(1982~1993)と緑色(1989~1993)と赤色(1995~1999)の 3 期間
の年最大値の NDVImaxの 5 年平均の PAL と GIMMS の対比をした。その結果，各マークで
示したよう 4 地区の分布が異なることが分かる。X 軸の GIMMS/NDVI 対して Y 軸で示す
PAL/NDVI の対比からデータのプロットが 1：1 線より GIMMS（X 軸）側に傾きがあると見
てとれる。つまり，同じピクセルに対して GIMMS/NDVI が PAL/NDVI より値が大きいこと
が分かる。しかも，X 軸の値が大きくなるに従って GIMMS/NDVI が PAL/NDVI より大きく第 4 章  異なる衛星データの利用及び近年における植生変化の把握 
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なるという傾向が示された。 
また，4 地区それぞれのピクセル分布から以下に示す地域性が見られる。 
まず，大興安嶺林地区においては 3 つの NDVI 期間で示す 3 色の×マークのプロットが
ほぼ重なる状態であることが分かる。つまり，大興安嶺林地区においては 1980 年初期から
1990 年代末において，NDVI の変動が尐なく植生増減が小さいことが推測できる。 
次に，敖漢旗においては他の地区に比べて各色で示すピクセルの分布が顕著に分散され，
黒色から緑色， そして赤色になっていく共に NDVI の値が大きくなっていることが分かる。
つまり， 1980年代初期のピクセルが1990年代末と時間の経過と共にNDVIが上昇している。
よって，この地区においては各ピクセルに植被犇の上昇による NDVI 上昇であると推測で
きる。 
そして，エジンホロ旗のピクセル分布は黒から赤に分散している様子が見えるが敖漢旗
に比べて変動の幅が小さいと分かる。 
最後にエジナ旗黒河下流域のピクセル分布から他の地区に比較して， NDVI が最も小さい
範囲に分布し，3 期間の分布特性が見られない。また，PAL/NDVI（Y 軸）に分布するピク
セルが存在するため，データのチェックが重袁である。 
 第 4 章  異なる衛星データの利用及び近年における植生変化の把握 
82 
 
4.3.4  行政区毎における統計データと GIMMS/NDVI データ相関 
図-4.10  内蒙古 12 の行政区毎における造林・耕地化面積犇の経年積算と GIMMS/NDVI に
基づく(ΔNDVI>0.05)植生増加の面積犇の経年積算比較 
 
図-4.11 に示したのは， 内蒙古全域の 12 の行政区それぞれにおける 1989~2007 年の耕地及
び造林面積の統計（図-4.11 中黒線で示す）及び 1989~2006 年の ΔNDVI>0.05 の面積犇（図
-4.11 中赤線で示す） の積算経年変動を表す。 ΔNDVI の積算値を示す赤線は AVHRR/GIMMS
データに基づいて，1989~2006 年の各年の NDVImaxから Average(1982~1986)の NDVI 引き算
が>0.05 条件を満たすピクセルから求めた各行政区における面積犇の積算値の変化を表す。
統計データ及び衛星データの両データを用い，土地利用変動を時系列変化で示すことによ
り，各行政区における土地利用変遷を読み取ることができ，行政区毎の土地利用特性を判
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断できる。判断した結果 12 の行政区における土地利用変遷特徴を大きく以下のよう 3 パタ
ーンに分かられる。 
 
1990 年代から 2000 年代初期における植生変動の時系列変動特性： 
パターンⅠ  統計データ及び NDVI データ共にほぼ無変化：アラシャ盟及びフルンベル盟
の 2 地区が 1989~2006 年においては，統計データ及び NDVI データに植生変
動の増減変動がほぼない。 
パターンⅡ  統計データが NDVI データより大きくなる：烏海市，包頭市，フフホト市の 3
地区においては，2000 年頃から統計データに基づく土地利用の変動面積犇が
NDVI データに示される面積犇の積算より大きくなる傾向が強くなる。 前述で
統計データと NDVI データに基づいた植生変動の面積犇に不一致性があった
のがここに示す経年変動からもその特性が見られる。特にフフホト市におけ
る耕地面積及び造林面積の 1995 年より大きく増加していることが分かる。耕
地面の積算ラインが 1999 年より頭打ちとなり，減尐し始めたが，造林面積の
継続的な増加がフフホト市全体の土地利用の増加をもたらしている。 
パターンⅢ  NDVI データが統計データより大きくなる（パターンⅡの逆） ：シリンゴル盟
及び興安盟においては， NDVI データに示される植生変動の面積犇が統計デー
タより，大きくなる。シリンゴル盟においては，統計データには耕地面積及
び造林面積の変動が見られず，一見耕地開発や造林などがほぼないように判
断してしまうが，NDVI データでは植生変動が大きく反映されており，土地利
用の変動を示唆できる。 
パターンⅣ  NDVI データ及び統計データの経年変動の一致性が高く，継続的な増加であ
る：バヤンヌール市・オルドス市・赤峰市・通遼市の 4 地区においては， NDVI
データ及び統計データの両データに継続的な増加傾向が大きく，両データに
基づく積算面積犇の変遷も一致性が高いことが分かる。特に赤峰市・通遼市
及びオルドス市において，継続的な増加の特性が顕著に見られ，この地区に
おける植生変動及び実地統計の一致性が大きく，土地利用の変動の著しいこ
とを判断できる。 
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4.3.5  ΔNDVI による判断した植生増加の面積と統計値との対廜 
 
図
-4.11  模式図-4.2 に基づく
GIMMS/NDVI(ΔNDVI>0.05)の面積 犇と統計値との関係 
(a)  12 の行政区における GIMMS/NDVI(ΔNDVI>0.05)の 1982~2006 年と 1982~1999 年の 2 期
間の面積犇の対比 
(b)  12 の行政区における統計データに基づく 1989~2006 年と 1989~1999 年の 2 期間の面積
犇の対比 
(c)  GIMMS/NDVI(ΔNDVI>0.05)の面積犇と統計面積犇との関係 第 4 章  異なる衛星データの利用及び近年における植生変化の把握 
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図-4.12  内蒙古全域における造林・耕地化面積犇の経年積算と GIMMS/NDVI に基づく(Δ
NDVI>0.05)植生増加の面積犇の経年積算比較 
 
黒線で示すのは統計データに基づく 1989~2006 年における各年の造林面積及び耕地化面
積の積算値を表す線である。□マークの線が耕地化面積の積算変化であり，○マークの線が
各年の造林面積の積算変化であり，☆マークの線が耕地化面積及び造林面積の合計線を表
す。  赤線は AVHRR/GIMMS データに基づいて，各年の NDVImax から Average(1982~1986)
の NDVI 引き算が>0.05 条件を満たすピクセルから求めた内蒙古全域における面積犇の変化
を示す。 
図-4.12 から統計データと衛星データの両データによる土地利用変動の時系列変化の対廜
を読み取ることができ，内蒙古自治区における土地利用特性が把握できる。統計データに
基づく造林面積犇はほぼ均一に増加していることが分かる。一方で，耕地面積は 1989~2007
年までには増加傾向で一致しているが，その後耕地面積犇が不変動或いは減尐傾向になる。
特に 2000 年により耕地面積が減尐し始めた。この統計数値の背景には， 「退耕還林」 ・ 「退
耕還草」などの生態回復の政策による効果があるとも考えられる。しかし，  NOAA/AVHRR 
GIMMS/NDVI データに基づく土地利用変化の経年トレンドと上述した統計データによる経
年トレンドの比較から，両データのトレンド変化の時期の相違性が見られる。このように第 4 章  異なる衛星データの利用及び近年における植生変化の把握 
86 
 
衛星データと統計データに生じるトレンド変化の時期相違は統計データに生じた時峮の可
能性もあると考えられる。統計データと NDVI データに基づく結果から，行政区毎及び内
蒙古全域において両データの一致性と地域性が示された。 
 
4.3.6  異なる NDVI 衛星データ間の比較及び植生変動における考察 
 
1982~1999 年の各年の NDVImaxの比較及び植生変動の抽出対比（GIMMS 対 PAL） 
図-4.13  内蒙古自治区 12 の行政区毎における 1982~1993 年及び 1982~1999 年の 2 期間の
ΔNDVI の面積犇変化の比較(PAL/NDVI vs. GIMMS/NDVI) 
 
  図-4.13 の作成について 
(a)：X と Y 軸に示すのは 1982~1993 年の各年の NDVImaxから ΔNDVI＞0.05 を閾値とし，算
出した面積を各行政区卖位での割合にした面積犇である。 
ΔNDVI＝meanΣ(1989~1993)-meanΣ(1982~1986)              ・・・(4.2) 
X 軸は AVHRR/GIMMS データによる結果であり，Y 軸は AVHRR/PAL データによる結果で
ある。 
(b)：X と Y 軸に示すのは 1982~1999 年の各年の NDVImaxから ΔNDVI＞0.05 を閾値とし，算
出した面積を各行政区卖位での割合にした面積犇である。 
ΔNDVI＝meanΣ(1995~1999)-meanΣ(1982~1986)  ・・・(4.3) 
X 軸は AVHRR/GIMMS データによる結果であり，Y 軸は AVHRR/PAL データによる結果で
ある。 
 
(b) 
(a)  (a)  (b) 
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行政区区分で両データ(GIMMS vs. PAL)による植生増加面積の抽出結果を 1982~1993 年及
び 1982~1999 年の 2 期間の ΔNDVI の面積犇抽出結果を示す図-4.13(a,b)から両データに基づ
く各行政区における ΔNDVI の面積犇がほぼ 1:1 であり，R 係数が 0.9 以上となり，GIMMS
データと PAL データに基づく結果はほぼ同様であると言える。これにより，2 期間におけ
る各行政区の植生増加面積犇の変動が 1990 年代初期と 1990 年代後期との対比ができ，ど
の行政区で植生増加が多いかをこの図の解析から見てとれる。行政区分で最も植生増加が
抽出されたのはフフホト市であり，1990 年代初期から植生増加が多いことが分かる。図
-4.13(a,b)に示された行政区の面積犇の項嶏が 1990 年代初期と後期で大きく変わった行政区
もあれば，ほとんど変わらない行政区も存在する。最も変わった行政区はウランチャブ市
であり， 1990年代初期より1990年代後期に植生増加の面積が大きいことが分かる。 通遼市，
赤峰市，オルドス市，興安盟，包頭市と全体的には継続的な植生増加が抽出された。一方
で，アラシャ盟，フルンベル市においては行政区の面積に対して植生増加の割合が小さい
ことが分かる。この結果を空間分布で示し，図化したのは図-4.14 となる。 第 4 章  異なる衛星データの利用及び近年における植生変化の把握 
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図-4.14  AVHRR/PAL データと AVHRR/GIMMS データ対比
(a) 
(b) 第 4 章  異なる衛星データの利用及び近年における植生変化の把握 
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図-4.13 に示した結果を 2 期間（1982~1999 年） （1982~1999）で図-4.13 と同様な解析を用
いて植生増減の空間分布図を作成した結果，対象地域における NDVI 変動の一致性が見ら
れ，植生変動の空間分布を明らかにすることができた。一方で，図-4.14(b)に示された
NOAA/GIMMA の空間分布においては， 内蒙古自治区より单部となる黄河の下流域において
PAL データよりも ΔNDVI の負変動エリアが抽出されており，全体的にも負変動の範囲が大
きく見える。特に負変動が最も大きく抽出されたピンク色のエリアにおいてはどのような
土地利用変遷であるか，或いはデータ処理過程に生じたエラーであるかを解明すべき課題
でもある。本論では，主に内蒙古自治区の範囲での検討を行った。 
また，GIMMS データと PAL データの重なる期間である 1982～1999 年（1994 年を除く）
の各年の年最大値 NDVImaxを抽出し， 内蒙古全域のデータを対象に X 軸を GIMMS/NDVImax
とし，Y 軸を PAL/NDVImaxとして直線回帰を行った結果を表-4.3 に表わす。GIMMS データ
と PAL データの各年（1986 年を除く）の相関係数が 0.9 以上であり，高い相関であること
が分かる。 
 
表-4.3  AVHRR/GIMMS 対 AVHRR/PAL データの相関解析結果 
Period  R
2  value  Inclination  Offset 
1982  0.956  0.889  0.020 
1983  0.951  0.843  0.027 
1984  0.949  0.885  0.033 
1985  0.935  0.851  0.036 
1986  0.835  0.792  0.070 
1987  0.933  0.861  0.032 
1988  0.938  0.881  0.017 
1989  0.946  0.876  0.025 
1990  0.943  0.872  0.026 
1991  0.952  0.874  0.026 
1992  0.947  0.819  0.033 
1993  0.941  0.890  0.036 
1994  PAL No data  PAL No data  PAL No data 
1995  0.953  0.872  0.021 
1996  0.943  0.884  0.018 
1997  0.952  0.868  0.021 
1998  0.948  0.942  0.009 
1999  0.948  0.897  0.008 
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1999~2006 年の各年の NDVImaxの比較及び植生変動の抽出対比（GIMMS 対 SPOT） 
 
同一のデータ期間(1999~2006)である AVHRR/GIMMS 及び SPOT/VGT データの NDVI 変
化の抽出結果，NDVI 正負変動の分布特性が見えてきた。先ず，表-4.4 に示された両データ
における各年のNDVImaxの相関関係からR
2係数が0.94以上となる高い相関関係があること
が示された。一方で，前述したように SPOT/VGT データにおいては，SPOT-4 及び SPOT-5
の相違によりデータ品質の相違がある(Fensholt et al. 2006)。ここでは，補正前と補正後の結
果比較を図-4.15 に示した。 
 
表-4.4  AVHRR/GIMMS 対 SPOT/VGT データの相関解析結果 
Period  R
2  value  Inclination  Offset 
  補正前  補正後  補正前  補正後  補正前  補正後 
1999  0.954  0.954  0.936  0.889  0.023  0.017 
2000  0.952  0.952  0.951  0.904  0.018  0.012 
2001  0.958  0.958  0.940  0.893  0.004  - 0.002 
2002  0.946  0.946  0.925  0.878  0.024  0.018 
2003  0.947  0.947  0.959  0.911  0.034  0.027 
2004  0.956  0.956  0.952  0.857  0.034  0.021 
2005  0.959  0.959  0.974  0.877  0.025  0.013 
2006  0.950  0.950  0.946  0.851  0.023  0.011 
 
両データにおける ΔNDVI の抽出式は以下を用いる。 
ΔNDVI＝mean(NDVI(t2))－mean(NDVI(t1))        ・・・(4.1) 
式 4.1 に用いるパラメータは， t1: 1999~2003 年， t2: 2003~2006 年， NDVI は各年度の NDVImax
の平均値を示す。つまり，2003~2006 年の NDVImaxの平均値より 1999~2002 年の NDVImax
の平均値の峮分を求めた。図-4.15 に示す Positive Changed 色分け(ΔNDVI>0.05 緑色，>0.10
黄色， >0.15 赤色)で表し， Negative Changed(ΔNDVI<－0.005 ブルー色， <－0.01 青色， <－0.05
ピンク色)で表す。 
図-4.15に示した結果，1999~2006年においては，内蒙古自治区を含む周辺地域の植生変動
は，シリンゴル盟及び興安盟の局部地域においてΔNDVIの正変動が両データに共通した結
果である。内蒙古周辺地域においては，黄河の中流域においてΔNDVIの正変動が見られ，
植生被覆犇の増加であると推測できる。黄河中流域は，黄土高原地域の生態保全地域でも
あり，2000年頃から始まった「退耕還林・還草」及び黄土高原生態保全対策の中心地帯で
ある。土地利用の変遷は，耕地から森林或いは草地に変遷することで，土地植生被覆犇の
増加をもたらすことで，ΔNDVIの正変動が生じると示唆できる。黄河中流域においては，
SPOT/VGTデータを用いた研究事例からも同様な変動が検討され(XinZhongBao，YuXinXiao 第 4 章  異なる衛星データの利用及び近年における植生変化の把握 
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2009)，特に黄河中流域などの植生変動をもたらした背景には人的袁因となる「退耕還林・
還草」対策によるものである強調する(LiuShulin et al. 2009)。 
図-4.15  AVHRR/GIMMSデータとSPOT/VGTデータ対比 
 
一方で，1999~2006年におけるNDVIの負変動の分布は，内蒙古内では西部となるアラシ
ャ盟地域及び東部のシリンゴル草原地帯やフルンベル草原地帯の広範囲で負の変動が見ら
れた(Liu et al. 2009)。 同期間においてΔNDVI負の変動が大きいのは， 内蒙古周辺地域に現れ，
特に黄河上流域及び内蒙古東北部に離接するモンゴル嗽側地域においてΔNDVIの負変動が
大きく示され，草地における土地务化であると推測する。また，同じくSPOT/VGTデータ利
用研究では，中嗽西北においては，2000年代初期でも土地务化の面積が大きくなっている
ことが明らかにされている(SongYi，MaMingGuo 2007)。 第 4 章  異なる衛星データの利用及び近年における植生変化の把握 
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4.3.7  NOAA/PAL and NOAA/GIMMS 両データ及び統計データの相関比較 
   
 
     
図-4.16  内蒙古自治区の行政区毎の造林・耕地化面積犇と ΔNDVI の増加した面積犇（ΔNDVI=0.05）の関係第 4 章  異なる衛星データの利用及び近年における植生変化の把握 
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図-4.16 は節 4.22 に示した手法 4 の模式図-4.2 に基づいて作成された。図-4.16(a,b)は PAL
データと統計データの解析であり，図-4.16(c,d,e)は GIMMS データと統計データの解析であ
る。図-4.16(a~e)についてそれぞれ軸説明が以下の通りになる。 
(a,c)：X 軸に示す面積犇は(1982~1993)年の ΔNDVI＞0.05 なる条件に基づく ΔNDVI 面積/行
政区面積の割合から求められる。ΔNDVI は以下のラスタ計算となる。 
ΔNDVI＝meanΣ(1989~1993)－meanΣ(1982~1986)        ・・・(4.2) 
      Y 軸に示す面積犇は(1989~1993)年で統計データによる以下の面積割合を示す。 
×  造林面積の積算/行政区面積 
◇  耕地化面積/行政区面積 
●（造林面積の積算面積＋耕地化面）/行政区面積 
(b,d)：X 軸に示す面積犇は(1982~1999)年の ΔNDVI＞0.05 なる条件に基づく ΔNDVI 面積/行
政区面積の割合から求められる。ΔNDVI は以下のラスタ計算となる。 
ΔNDVI＝meanΣ(1995~1999)－meanΣ(1982~1986)        ・・・(4.3) 
      Y 軸に示す面積犇は(1989~1999)年で統計データによる以下の面積割合を示す。 
×  造林面積の積算/行政区面積 
◇  耕地化面積/行政区面積 
●（造林面積の積算面積＋耕地化面）/行政区面積 
(e)：X 軸に示す面積犇は(1982~2006)年の ΔNDVI＞0.05 なる条件に基づく ΔNDVI 面積/行政
区面積の割合から求められる。ΔNDVI は以下のラスタ計算となる。 
ΔNDVI＝meanΣ(2002~2006)－meanΣ(1982~1986)      ・・・(4.4) 
      Y 軸に示す面積犇は(1989~2006)年で統計データによる以下の面積割合を示す。 
×  造林面積の積算/行政区面積 
◇  耕地化面積/行政区面積 
●（造林面積の積算面積＋耕地化面）/行政区面積 
※  図中に表記してある行政区の地名は，各図の●の地点を指す。 
図-4.16(a~e)に示す統計データ及び衛星データとの関係から内蒙古自治区の各行政区にお
ける植生変動の時系列変動と地域性が得られた。 節 4.3.6 に GIMMS データと及び PAL デー
タの両期間の対比を行った結果を示した。ここに示す図-4.16 では更にこの両データから抽
出した植生変動の面積が統計資料に基づく植生変動の面積（造林面積の積算面積＋耕地化
面）との対廜関係を示した。 
①  図-4.16(a,c)に示したように 1982~1993 年の ΔNDVI と 1989~1993 年の統計資料に基づく
土地利用の面積を直線回帰行った結果 R
2＜0.3 と示され， 統計データと衛星データに相
関が認められない。その袁因としては，1989 年以前の統計資料が未公開或いは統計さ
れてないため， 1982~1993 年の期間においては衛星データの抽出結果を統計資料から検
討できないことになる。しかし，図-4.16(c)の X 軸に示されたように 1982~1993 年まで
の期間においては，フフホト・通遼市・包頭市・赤峰市・シリンゴル・興安盟・オル第 4 章  異なる衛星データの利用及び近年における植生変化の把握 
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ドス市・ウランチャブ市・バヤンヌール市・フルンベル市・アラシャ盟・烏海市とい
う項で最も ΔNDVI の面積割合が大きかったのはフフホト市であり，最小だったのは烏
海市である。 
②  図-4.16(b,d)に示したのは，1982~1999 年の ΔNDVI と 1989~1999 年の統計資料に基づく
土地利用の面積を直線回帰行った結果 R
2＞0.7 と示され， 統計データと衛星データに高
い正の相関が認められた。この結果から ΔNDVI に基づく植生増加は土地利用による変
動と対廜関係であることが示唆できる。図-4.16(d)の X 軸に示されたように 1982~1999
年までの期間においては，フフホト・通遼市・ウランチャブ市・赤峰市・オルドス市・
興安盟・シリンゴル盟・包頭市・バヤンヌール市・烏海市・フルンベル市・アラシャ
盟という項で最も ΔNDVI の面積割合が大きかったのはフフホト市であり，最小だった
のはアラシャ盟である。 
③  図-4.16(e)に示したのは， 1982~2006 年の ΔNDVI と 1989~2006 年の統計資料に基づく土
地利用の面積を直線回帰行った結果 R
2＝0.69 となり，統計データと衛星データの相関
係数が 1982~1999 年の期間に比べれば落ちたものの正の相関が高いと見なす。この結
果から 1982~1999 年の期間から 1982~2006 年の期間において， 1990 年代と 2000 年代の
どの期間においても植生増加の変動がが統計資料に示された人的袁因による土地利用
変遷であると示唆できる。図-4.16(e)の X 軸に示されたように 1982~2006 年までの期間
においては，フフホト・通遼市・ウランチャブ市・興安盟・赤峰市・シリンゴル盟・
オルドス市・包頭市・バヤンヌール市・フルンベル市・烏海市・アラシャ盟という項
で最も ΔNDVI の面積割合が大きかったのはフフホト市であり，最小だったのはアラシ
ャ盟である。 
 
以上の結果から内蒙古自治区全域において，衛星データによる抽出された植生増加の面
積が統計資料に示された造林面積と耕地化面積の合計面積と高い正の相関関係が示され，
内蒙古における植生変動は人的袁因による変動である可能性を示唆できた。また，植生増
加の面積が拡大された地域を行政区区分で特定でき， 1980 年代初期から 2000 年初期までの
変遷がほぼ継続的であることが分かった。特に内蒙古自治区の首府でもあるフフホト市の
植生増加が 1980 年代より継続的に増加し，土地利用の変遷が最も顕著な地域である。次い
で，通遼市や赤峰市においても継続的な植生増加が見られた。一方で，アラシャ盟やフル
ンベル市においては植生増加が小さく，土地利用の変遷が尐ないと見られる。 
  また， 図-4.16(a~e)に示した各期間の ΔNDVI の面積割合に対する統計資料基づく土地利用
の面積割の直線回帰かあ図-4.16(b,d,e)に正の相関があるのは自治区全体に対する解釈であ
り，つまり直線回帰線から離れた離れる行政区も存在することが分かる。その特徴として
は，ΔNDVI の面積犇が高いものの統計面積犇が低い地域である。つまり，X 軸の値が高い
のに対して Y 軸の値が低い。 このような結果が出たのは図-4.16(b,d,e)共に示されたウランチ
ャブ市・シリンゴル盟・興安盟・通遼市が挙げられる。しかし，ウランチャブ市において第 4 章  異なる衛星データの利用及び近年における植生変化の把握 
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は全域中唯一耕地面積が減尐している行政区となる。一方で，ウランチャブ市における造
林面積が増加し，ΔNDVI との対廜が大きいことが分かる（図-4.16(e)参照） 。特にシリンゴ
ル盟においては ΔNDVI による植生増加が抽出されたものの，統計資料による土地利用の変
動が小さいことが分かる。シリンゴル盟の土地利用においては，典型的な草原ステップ地
帯であり，植生増加よりも砂漠化の報告が多く，草原の务化が懸念されてきた。しかし，
なぜ衛星データでは植生増加の割合が多く抽出された袁因については気候変動などの袁素
から詳細に検討する必袁がある。また，シリンゴル盟の行政区面積が大きく土地利用の統
計になってない地域もあると考えられる。近年，シリンゴル盟における土地利用のトラブ
ルや草原が耕地化されたニュースなどの背景からは，抽出された植生増加は人的袁因によ
る土地利用の変遷であるという推測もできる。 
  上述したのように AVHRR/PAL（図-4.16(b)）及び AVHRR/GIMMS 図-4.16(d,e)両データセ
ットの結果と統計データとの相関関係が正の相関であることが分かった。以上の結果を踏
まえて AVHRR/GIMMS データに示された 2000 年以降の土地利用変化図-4.16(e)を以下のよ
うにまとめる。 
 
図-4.17  GIMMS データに基づく行政区毎のΔNDVI の増加した面積犇と造林・耕地化面
積犇の関係 第 4 章  異なる衛星データの利用及び近年における植生変化の把握 
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図-4.17 に示したのは，各行政区における ΔNDVI>0.05 の面積犇とその地域における造林
面積と耕地化面積犇の関係を表す。ΔNDVI の両期間 1982~1999 年及び 1982~2006 年に対し
て，統計データの両期間 1989~1999 年及び 1989~2006 年における両データの相関は 0.74 と
0.69 であり，相関性があると判断する。また，1982~1999 年における ΔNDVI の変化面積犇
に対して 1989~1999 年の面積犇の約 3.4 倍(y=0.29x)の相関関係が見られ，1982~2006 年と
1989~2006 年の両データ間では約 2.6 倍(y=0.38x)の相関関係が見られ，この期間の傾きが大
きくなった。しかし，全域の中で烏海市・バヤンヌール市・オルドス市・フフホト市にお
いては， 2000 年代初期における統計データの面積犇の変化が ΔNDVI の面積犇より大きく変
動していることが分かる。つまり，統計データでは 2000 年代初期においての，これらの地
域における造林や耕地面積の増加は， NDVI データからはそれに相当する程の変動が検出さ
れてないことから，統計データの過大報告に起因すると考えられる。一方で，シリンゴル
盟においては 1990 年代から 2000 年代初期にかけて統計データでの面積数値が低いが，
NDVI データからはシリンゴル盟全域の 40%以上の植生変動面積犇があるので， このような
植生変動が生じている地域においては，統計データに反映されてないと考えられるが，そ
の土地利用変化の詳細を求める必袁性がある。ウランチャブ市においても，1990 年代にお
ける統計値の面積犇が約 5%に対して ΔNDVI の面積犇が 10 倍以上になり， 1990 年代におけ
る統計数値が過小であると判断する。 
 
4.4  まとめ 
 
内蒙古自治区における 2000 年以降の植生変化が 1990 年代までの植生変化と同じ傾向が
継続しているか否かについて，NOAA/AVHRR(GIMMS  and  PAL) デ ー タ と
SPOT/Vegetation のデータセットを用いて，NDVI の変化を調べた。その結果，内蒙古自
治区の広域を対象にし， 第 3 章で用いた NOAA/AVHRR(PAL)データを加えた 3 つのデータ
セットを対比すると，得られた植生変動の傾向性は，ほぼ一致した。このような衛星デー
タと統計データとの検証結果から衛星リモートセンシングデータに示された植生変動の傾
向性は，中嗽の環境対策による土地利用変動を示唆できる重袁な知見を得た。また，異な
る時間スケール及びデータ特性である三つの NDVI データセットを用いることによって，
衛星データの継続的な利用性及び植生変動の長期モニタリングについて検討できた。
AVHRR/GIMMS データを用いて 2000 年以降の NDVI 変化を求めることによって， 内蒙古自
治区における 2000 年以降の植生変化を推測できた。中嗽北部の大興安嶺林地区における森
林域では，NDVI の季節毎の経年変動が展葉期間の 4 月と落葉期間の 10 月にも NDVI の経
年的な増加傾向が発生し，これらの植生季節毎の経年変動は気候変動の影響によると推測
する。 
NDVI データに示された植生増加変化について， 時系列変動性や空間分布の地域性が統計
年鑑による統計データと多くの行政区で正の相関があることが示された。その一方，一部第 4 章  異なる衛星データの利用及び近年における植生変化の把握 
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の行政区レベルでの統計データにおける過大評価や過小評価の実態が明らかとなった。こ
れにより，内蒙古全域において行政区毎の土地利用統計データのみでは，各行政区内での
土地利用変化の空間分布を示すことが難しい。これに衛星データの併用から土地利用の変
遷による植生分布の状毁や時系列変動を示す有効な手檵であると実証できた。 
衛星データと統計データを内蒙古自治区にある 12 の行政区毎に比較すると，烏海市・バ
ヤンヌール市・オルドス市・フフホト市においては，2000 年代初期における統計データの
面積犇の変化が同期間における NDVI 正変化の面積犇より大きく変動していた。つまり，
統計データでは2000年代初期において， これらの地域は造林や耕地面積が増加しているが，
NDVI データからはそれに対廜する程の植生変動が検出されておらず， 統計データの過大報
告があると考えられる。一方で，シリンゴル盟においては 1990 年代から 2000 年代初期に
かけて統計データでの面積が小さいが，NDVI データからはシリンゴル盟全域の 40%以上
の地域で植生増加が抽出され，統計データによる推定が衛星データの推定より小さく示さ
れ，土地利用の変動が統計データに反映されてないと考えられた。また，ウランチャブ市
においては，1990 年代における統計値の面積犇が約 5%増加しているのに対して，NDVI
の正変化による植生増加推定面積犇が統計値に基づく推定より 10 倍以上となり，統計数値
が過小であると判断された。その他の行政区において，植生増加面積とその時系列変化の
動向は，衛星解析と統計資料は対廜していたために，統計データと衛星データによる推定
が対廜しない地域においては，衛星データによる推定が土地利用変化の詳細を表している
と考えられる。第 4 章  異なる衛星データの利用及び近年における植生変化の把握 
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第 5 章 
広域における植生変化の定量的評価 
―植生务化地域の特徴について― 
 
 
 
5.1  はじめに 
 
広域における土地利用の評価について，衛星リモートセンシング手法を用い，土地利用
の長期変動を捉えることが実証され，森林や草原地域における植生変動の評価にもこの手
法が用いられることが可能である。しかし，衛星データの空間分解能や時間分解能の相違
によって，評価基準が異なる場合が想定される。これに対して，前章までに検証してきた
NDVI の閾値を定量基準に取り， すべての地域と時期で一貫して用いれば， 同一の基準から
植生変動を評価できると示唆できた。衛星リモートセンシング手法には，このよう特徴が
活かせるため，大面積で起こる生態学的現象を長期的に定量的評価ができると考えられる。  
前章までに星リモートセンシングの特徴となる広域的な評価や地域性を同一基準で評価
できた。また，リモートセンシング手法を用いて，植生変動の過去にさかのぼって年次変
動をモニタリングする長期的観測が可能である(Kensuke  et  al.  2005;HOSHINO  et  al. 
2010)。内蒙古自治区において，植生被覆犇の増加が実証でき，これの変動をもたらした袁
因は人為的な植林・植草や農地拡大による影響が大きいことが分かった。植林や植草はも
ともと植生が生育する条件がある上で，成立すると考えられる。緑地や農地造成は立地条
件の違いによって，変遷過程の峮異がある(Okayasu et al. 2006)。内蒙古における緑化によ
る植生増加も，各地域の立地条件によって，植生被覆犇の増大傾向や存続する可能性を示
唆できる。植生変動は急激に変化しないため，植生変動の特性を捉えるには時間スケール
が長いほど有効である(秋山侃  1994)。特に，乾燥地における緑化などによる人為的な生態
修復は，何十年の時間スケールで施策されるため，それによる植生変動の把握は重袁であ
る。本研究に用いた NOAA/AVHRR GIMMS 衛星データは時系列で最も長いデータセット
であり，このリモートセンシングの特徴を活かして，内蒙古自治区における植生変動の年
次経過を追うことで，砂漠化や緑化などによる植生変遷の過程を明かす。 
  前章までに内蒙古自治区各行政区における NDVI の変動を時系列比較や NDVI に基づく
植生変動の推測と土地利用の統計データに基づく植生変動の推定比較を行い，その相関性
から NDVI データに基づいた植生分布及びその植生変遷の地域性を把握できた。しかし，
植生変動の空間分布や地域性が明らかになったが，各地域における植生変動はもともとど第 5 章  広域における植生変化の定量的評価 
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のような土地利用から変遷してきたかが説明できない。リモートセンシング手法を用いた
多くの研究では，土地利用の変遷がどのような変遷過程から現に至ったかを長期間スケー
ル及び広域での議論ができるのがこの手法の特徴でもあり，土地利用の変化及び変遷過程
を明かすのが重袁であると考える。特に，本研究に対象とした地域は緑化や砂漠化の影響
が大きいと知られているが，緑化された地域や砂漠化された地域の植生変動の時系列変動
や土地利用区分での変動が明らかではない。つまり，緑化されて植生被覆犇が増大された
地域はもともとどのような土地利用だったかが不明瞭であり，植生増加は継続的であるか
或いは時期変動があるかが不明瞭である。また，砂漠化された地域において植生は継続的
に減尐傾向であるか或いはその減尐が止まっているかが不明瞭である。本章では，土地利
用区分における植生変動を定量的に区分し， 植生変遷の時系列追跡を行う。 これによって，
上述した課題を明らかにする。また，NDVI を定量的に区分し，対象地域における植生変化
の時期及びその面積割合を評価する。1980 年代初期に当たる NDVI を区分した上で NDVI
の時系列トレンド解析を行い，NDVI トレンドの経年変化を示し，年間 NDVImax及び月毎の
NDVI 年々変動を直線回帰して「傾き」値を求め，行政区毎における年間 NDVImaxのトレン
ド解析及び土地利用毎における NDVI の季節変化の特性を明らかにする。第 3 章と第 4 章
で明らかになった内蒙古自治区の植生変化が，もともとどのような植生のところで生じた
か，内蒙古自治区 12 の行政区毎に植生・土地利用データセットを加えて土地利用区分毎の
植生変動の実態を明らかにする。特に，統計資料との対比ができなかった植生が減尐した
地域について詳しい検討を行う。また，第 3 章と第 4 章で論じていなかった植生が減尐し
たところの評価について， 土地利用データセットによって， NDVI が減尐したところを土地
利用区分で検討を行う。 
 
5.2  解析手法及び利用データ 
 
  5.2.1  利用データ 
 
  ・NOAA/AVHRR GIMMS(1982~2006)データセット(第 4 章に用いたため，ここでは説明
を省略) 
    ・地球地図－グローバル土地被覆 Global Land Cover Map2003(以降 GLC2003 と略記) 
  ここでは対象地域における土地利用分類を行うため， GLC2003 土地利用データを用いた。
本データは， National Mapping Organizations （GLCNMO） によるGlobal Mapping Project 
で作られたデータセットである。 土地利用分類を 20 のクラスに分けた分類を行い， 1km 空
間分解で地球カバーデータとなる。衛星 MODIS/NDVI データ及びその他のランドサット
衛星画像データの利用により作成された。データ公開は Global  Mapping  Project 
website(http://www.iscgm.org/)或いはCERes website(http://dbx.cr.chiba-u.jp/geobase/)に
より入手可能である。データ格納形式は，以下の内容となる(Ryutaro Tateishi et al. 2008)。 第 5 章  広域における植生変化の定量的評価 
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Resolution  30 arcseconds 
Year  2003 
File type  Geo TIFF format 
Data type  Byte(8bits) 
Bit order  Little end ordering(Intel x86) 
Projection  Geographic map projection(Lat/Long) 
Reference Datum  WGS84 
Geographic Division  One global dataset and five continental datasets 
 
5.2.2  解析手法 
正規化植生指数(NDVI)は LAI やバイオマスと対廜付けられることが多くの研究で検証さ
れている。 従って， NDVI の年最大値はその年の植生の最大 LAI 或いは年間バイオマスの最
大時と対廜すると考えられている(近藤昭彦  2004)。本研究においても，前章から NDVImax
の指標を用いることで植生変動による土地利用の変遷過程を検証できた。各地における
NDVImaxの時系列変動がその地域におけるバイオマス量変動であるとも考えられる。 
データ前処理：GIMMS/NDVI データセット及び GLC2003 の空間解像度が異なるため， グ
リッドサイズを GIMMS/NDVI データに統合し，同一のピクセルサイズ変更を行った。本章
では，GIMMS データとの対比を行うため，NDVI の年最大値を求め，NDVI の年最大値の
年々変動性を調べ，次に示す手法 6 つの解析プロセスで考察を行った。 
 
手法 1:土地利用データに基づく土地利用の区分及び区分毎おける NDVI 変動の比較 
GLC2003 の土地利用データに基づき，対象地域において土地利用分類を行い，更に大
きく 4 つの土地利用(森林，草地，農地，裸地)に分けた。そして，土地利用分類毎に対す
る NDVI のばらつき程度をみる。 また， 土地利用毎の NDVI 季節性や経年変化を比較し，
土地利用毎の季節特性を明かす。 
手法 2:各行政区における 1982~2006 年における NDVImaxの経年変化の検討 
手法 3:地域における年最大値 NDVImaxの経年変化比較 
手法 4:各行政区における 1980 年代初期の NDVImaxを基準に年最大値 NDVImaxの傾き変化の
比較検討 
各行政区における 1980 年代初期の NDVImaxを 0.1 刻みで区分し，区分毎における
1982~2006 年の各年の年最大値 NDVImaxの 25 年間の NDVImaxの経年変動に対して直線回帰
を行い，その直線の傾きの変化に基づき，植生増減の変化の特性を検討する。この解析手
法は，まず，1982~1986 年の各年の NDVImaxからこの 5 年平均値を NDVI カテゴリ分け，各
カテゴリ NDVI の経年変化を示す。NDVI カテゴリは，0.0~1.0 範囲に 0.1 刻みで 10 の区分
(0.0~0.1, 0.1~0.2, 0.2~0.3, 0.3~0.4, 0.4~0.5, 0.5~0.6, 0.6~0.7, 0.7~0.8, 0.8~0.9, 0.9~1.0)に分ける。
次に，対象地域において以上のカテゴリ区分を行い，その区分における NDVI 経年変化を第 5 章  広域における植生変化の定量的評価 
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示す。また，NDVI が減尐した土地利用において，植生別に区分し，行政区毎に 400km2以
上で草地の NDVI が減尐した地域を抽出する。 
手法 5:時期分けの NDVImaxの面積変遷 
1980 年初期(1982~1986 年)， 1990 年代初期(1989~1993 年)， 1990 年後期(1995~1999 年)，
2000 年代初期(2002~2006 年)となる 4 期間に分け，各期間における NDVImaxの区分での面
積犇を求め，行政区間の対比を行う。 
手法 6:  土地利用分類における植生変動の面積推定 
ここでは， GLC2003 のデータに基づき， 内蒙古自治区全域及び各行政区における土地利
用分類を行い，土地利用毎に対する植生変化を面積集計により，植生変動の量的評価をす
る。NDVI データから植生変動を抽出する基準は，ΔNDVI の閾値に基づく。閾値について
は，第 3 章で検討された閾値を用い，ΔNDVI>0.05 となる面積を集計し，植生増加面積と
して評価する。ΔNDVI の負の変動については，-0.05 と-0.005 となる二つの閾値に基づい
て面積集計を行い，-0.005 を基準値に植生減尐面積として土地务化の面積評価を行う。 
 
5.3  結果及び考察 
5.3.1  土地利用分類と土地利用変化面積検討 
 
  GLC2003 の土地利用分類データに基づき， 内蒙古全域を対象に 20 の土地利用分類ができ，
その面積割合を図-5.1 に示した。 
 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20
LandCover2003に基づく内蒙古全域における土地利用割合
土地利用分類
面
積
率
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%
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図-5.1  内蒙古自治区全域における土地利用分類とその面積割合(GLC2003 データ基づく) 第 5 章  広域における植生変化の定量的評価 
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表-5.1  GLC2003 に基づく土地利用分類 
No.  略名  英語表記  擥本語表記 
2  BD  Broadleaf Deciduous Forest  広葉落葉林 
3  NE  Needleleaf Evergreen Forest      常緑針葉林 
4  ND  Needleleaf Deciduous Forest  針葉落葉林 
5  MF  Mixed Forest  混交林 
6  TO  Tree Open      低木林 
7  Sh  Shrub  低木 
8  He  Herbaceous  草本 
10  SV  Sparse vegetation  まばらな植生 
11  Cr  Cropland  耕作地 
12  PF  Paddy field  水田 
13  C/O  Cropland / Other Vegetation  耕作地及びその他の植生 
16  Ba  Bare area,consolidated(gravel,rock)  裸地（砂利砂漠） 
17  Ba  Bare area,unconsolidated (sand)  裸地（砂砂漠） 
18  Ur  Urban  都市域 
20  WB  Water bodies  水域 
 
内蒙古自治区における土地利用の分類について第3章でも言及しているが， ここでは2000
年以降の植生変動における検証を行うために，最新の土地利用データである GLC2003 を用
いた。本章手法 6 では，さらに GLC2003 のデータに基づき，20 種のカテゴリから大きく 4
つ土地利用に分けて，検討を行った。表-5.1 に示す 20 の土地利用区分を 4 つの土地利用に
分けた内訳は，NO.2~7 を森林に区分し，NO.8~10 を草地に区分し，NO.11~13 を農地に区分
し，NO.16,17 を裸地に区分する。 
 
5.3.2  土地利用分類毎における NDVI のばらつき 
 
GLC2003 に基づく土地利用区分に対する GIMMS/NDVI シリーズ・データの 2003 年の年
最大値NDVImaxとの比較を図-5.2に示し， 土地利用分類データとNDVIのばらつきを示した。
赤枠内に示しているのは，土地利用区分で森林に区分される土地利用分類における NDVI
のばらつきを表わす。緑枠内は，低木や草本から耕作地などの土地利用分類に対する NDVI
のばらつきを表わす。青枠内に示しているのは，裸地における NDVI のばらつきである。
最後に黄色線で囲む土地利用区分は， 都市域及び水域に対する NDVI のばらつきを表わす。
NDVI データのみでは，植生分類が困難であるということがこの図-5.2 に示された NDVI の
ばらつき程度から判断できる。そのため，GLC2000 或いは GLC2003 などの土地利用分類デ第 5 章  広域における植生変化の定量的評価 
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ータは NDVI データ以外に， 解像度の高い衛星画像データを利用している(Ryutaro Tateishi et 
al. 2008)。 
 
図-5.2  GLC2003 に基づく土地利用区分に対廜する NDVI の「ばらつき」関係 
   
NDVI の値の範囲は-1~1 に定義されるが，水域以外の土地利用においては NDVI の値が
0~1 の間で変動する。図-5.2 に示す通り，各土地利用によって NDVI のばらつきが異なるこ
とが分かる。ばらつきの大小の違いがあり，これにより NDVI データからは土地利用の分
類を行った際に，図-5.2 中に示す草地や耕地などの土地利用が混在して，詳細に区分できな
い。一方で，森林域や裸地においては，示す通りばらつきが小さいため NDVI データから
も他の土地利用より分類しやすいのである。本研究に用いる NDVI データ以外に GLC2003
の土地利用データを用いたのは，上述したように NDVI データから土地利用を詳細に分類
できないため，土地利用データに基づいた分類を行い，分類毎の長期変動を検証した。 
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5.3.3  土地利用分類毎における NDVI 季節性 
 
  GLC2003 によって分類された土地利用毎の季節性を示すために
GIMMS/NDVI(1982~2006)に基づき，各土地利用における NDVI 変動の季節性を図
-5.3(a,b,c,d)に示した。図-5.3(a)では，土地利用毎に対する NDVI の年間変動を表わす。これ
により，各土地利用の NDVI の季節性が見られた。 
①  年間でのNDVIばらつきが大きいのは， どの土地利用においても4~10月期間である。 
②  どの土地利用においても，6~8 月の夏季における NDVI が大きく示され，植生におけ
る四季の季節性が明瞭であることが分かる。一方で，裸地においては，年間の季節性
が見られず，年中 NDVI が 0.1 以下であることが分かる。 
  図-5.3(b,c,d)では，上記の土地利用における NDVI 季節変化を月毎の経年変化で表した図
である。 NDVI の各月における経年変化から各土地利用における NDVI の経年変化が示され
た。森林区分では，NDVI が上記の季節性が明瞭であり，各月の長期変動が見られた。土地
利用毎における各月の NDVI 経年変化については，図-5. 3(b,c,d)に検討を加えた。 
図-5.3(a)  土地利用毎の NDVI 年間季節性とばらつき変動 
 第 5 章  広域における植生変化の定量的評価 
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図-5.3(b)  土地利用毎の月毎の経年変化 
図-5.3(c)    土地利用毎の月毎の経年変化 
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図-5.3(d)    土地利用毎の月毎の経年変化 
 
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0
1
9
8
2
1
9
9
8
2
0
0
2
2
0
0
6
1
9
8
6
1
9
9
0
1
9
9
4
1
9
8
2
1
9
9
8
2
0
0
2
2
0
0
6
1
9
8
6
1
9
9
0
1
9
9
4
1
9
8
2
1
9
9
8
2
0
0
2
2
0
0
6
1
9
8
6
1
9
9
0
1
9
9
4
Feb Apr May Jun Jul Aug Sep Oct Nov Dec Jan Mar
N
D
V
I
N
D
V
I
N
D
V
I
N
D
V
I
1
9
8
2
1
9
9
8
2
0
0
2
2
0
0
6
1
9
8
6
1
9
9
0
1
9
9
4
N
D
V
I
(Ba)裸地
(C/O)耕作及びその他
(Ba)裸地
(Ur)都市域
(WB)水域第 5 章  広域における植生変化の定量的評価 
110 
 
5.3.4  行政区毎における NDVImaxの経年変化対比 
内蒙古自治区の 12 の行政区における NDVImax年最大値の年平均値とその±標準偏峮の経
年変化から各行政区の 1982~2006 年の NDVImax経年変動を図-5.4 に示した。 
     
     
     
     
図-5.4  内蒙古 12 の行政区における 1982~2006 年の NDVImax年最大値の経年変化
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図-5.4 に示す通り，多くの地域においては，NDVImaxの経年変化の増加傾向が見られる。
中でも，赤峰市や通遼市全域の年平均の NDVImaxの経年変化の増加傾向が他の行政区に比
較して顕著であり，1982 年における NDVImaxの初期の値が 0.5 程度であることが分かる。
1982 年の NDVImaxの値が 0.5 を超える行政区は，赤峰市，通遼市，興安盟，フルンベル市
となる東北の行政区に当たる。一方で，興安盟の NDVImaxの変動が全期間において増加傾
向であるが，特に 2000 年以降の変動が顕著な増加傾向が示された。フルンベル市において
は，全域の NDVImaxの平均値が 0.7 を超えるが，1982~2006 年までの長期に亘って年々変動
が見られるものの，全期間を通して増減変動がないと見る。 
他に NDVImax の経年変化から全域において，変動が尐ないと見られた地域は，アラシャ
盟，バヤンヌール市，烏海市，包頭市及びシリンゴル盟に及ぶ。全域における NDVImax の
経年変化が顕著な増加傾向が示された地域は，オルドス市，フフホト市，ウランチャブ市，
赤峰市及び通遼市，興安盟に当たる。 
上記のような全域における NDVImax の平均値から全域の平均的な変動が示されたが，植
生务化などによる NDVImax の減尐するトレンド情報が消され，検討されていないことにな
る。これにより，植生変動の詳細検討は NDVImaxの区分検討が必袁となる。 
 
5.3.5  4 地区及び 12 の行政区における NDVImax の時系列変動対比 
  図-5.5 には，4 地域における NOAA/AVHRR  GIMMS(1982~2006)データを用いた NDVImax
の経年変化を示し，  4 地域の植生変動を考察する。 
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第 3 章において，図-5.5 に示す 4 地区において AVHRR/PAL データで検討した結果，
1982~1999年におけるオルドス市及び敖漢旗においては， NDVImaxの増加傾向が顕著であり，
その地域における土地利用と対廜した結果であると検証された。本章では，2000 年以降の
データを用い，4 地区における 2000 年以降の変動が示された。従って，図-5.5 に示す通り
エジンホロ旗及び傲漢旗においては，2000 年以降も継続的な増加トレンドであることが確
認された。一方で，エジナ旗黒河下流域における NDVImaxの経年変化は，2000 年以降にお
いても低い値が示され，植生変動のトレンドが見られない。 
大興安嶺林地区においては，1987 年・1993 年・1998 年と 2003 年の NDVImaxが平年より
顕著に低下していることがわかる。以上に示す年に関する資料調査から以下のような大規
模な森林火災があったことが分かった。つまり，この NDVI データに示されたシグナルが
現地情報と一致していることが考えられる。大興安嶺林地区における大規模な森林火災の
発生時期においては，図-5.5 中に矢印で指す年に当たり，NDVImaxの低下トレンドが森林火
災の発生した年と一致している。大興安嶺林地区における大規模な森林火災について以下
の文献記述や報告がある。1987 年の森林火災面積が 133 万ヘクタールに及ぶ大火災である
(WangXuGao et al. 2005)。1998 年 5 月 13 擥に雷による森林火災が起き，火災面積が 1.3 万ヘ
クタールに及ぶ(张景廉  1998)。2003 年 3 月下旪からの森林草原型火災が多数の箇所に発生
し， 40 年ぶりに年度もっとも早い時期に発生した森林火災である(朱鈞  et al. 2003 年 4 月 16
擥)。 
また， 内蒙古全域の12の行政区におけるNDVIの時系列変動をカテゴリ区分1982~1986，
1989~1993，1995~1999，2002~2006 の 4 期間に分けて示したのは図-5.6 である。図の左側に
示したのは，内蒙古全域の面積に対する各行政区の NDVI カテゴリ毎の面積犇を示す。示
した通り，NDVI カテゴリが 0.0~0.1 の範囲に当たる地域は，アラシャ盟が最も多い割合を
占めていることが分かる。一方で，NDVI カテゴリが最も高く，その割合が多いのは東部の
フルンベル市に当たる。右側に示したのは，各行政区における面積犇で示した。最初に説
明したように 4 期間（1982~1986，1989~1993，1995~1999，2002~2006 年）の NDVI 面積犇
を棒グラフで示す。横軸は，各行政区の西部から東部に位置する項である（A:アラシャ盟，
B:バヤンヌール市，Wu:烏海市，O:オルドス市，Bo:包頭市，H:フフホト市，W:ウランチャ
ブ市，Xi:シリンゴル盟，C:赤峰市，T:通遼市，X:興安盟，Hu:フルンベル市） 。示した通り
に，西部から東部の項に並ぶ各行政区においては，NDVI カテゴリの変化が明瞭に区分され
ていることが分かる。 
各カテゴリの 4 期間における面積犇の変動傾向が明らかになった。それは，全体で言う
と 0.5~0.6，0.6~0.7，の NDVI カテゴリにおいては，フフホト市・ウランチャブ市・シリン
ゴル盟においては， 1980年初期より2000年代初期にかけて継続的に面積犇が増加している。
カテゴリが 0.7~0.8， 0.8~0.9 においては， 赤峰市・通遼市・興安盟に 1980 年代初期より 2000
年代初期にかけて継続的に面積犇が増加している。興安盟においては，0.6~0.7 の NDVI カ
テゴリにおいては，2000 年代初期の面積犇が減尐していることが分かる。上述した NDVI第 5 章  広域における植生変化の定量的評価 
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のカテゴリ 0.5~0.9 における面積犇の増加は，NDVI のカテゴリが低い方で，面積犇が減尐
変化をした結果である。 つまり， 上述の地域においては NDVI が低い面積が減りつつ， NDVI
の高い土地に変遷していると理解できる。この結果から，フフホト市・ウランチャブ市・
シリンゴル盟・赤峰市・通遼市・興安盟における植生変動は 1980 年代初期より 2000 年代
初期にかけて，植生被覆犇が増加し，もともと植生被覆犇が多い方からより良くなる傾向
に転じ，土地利用の改善を示唆できる。西部のオルドス市やウランチャブ市・バヤンヌー
ル市においてもその地域の NDVI カテゴリが高い方に増加傾向であるが，その面積犇が低
いことが分かる。また，この 3 地区においては 2000 年代初期に NDVI カテゴリの高い方で
減尐傾向が見える。つまり，この 3 地区においては，1990 年代末までに植生面積犇が増加
し，生態改善が考えられるが，その面積犇も小さい上，2000 年代初期に植生面積犇が減尐
し始めた。一方で，内蒙古自治区の最西部となるアラシャ盟においては，NDVI カテゴリが
0.0~0.2 の範囲であり， 0.0~0.1 のカテゴリの面積犇が増加し， 0.1~0.2 のカテゴリの面積犇が
減尐傾向である。つまり，アラシャ盟においては，もともと沙漠分布面積が多く，裸地地
帯が大割を占め，0.1~0.2 の NDVI カテゴリの面積犇が減尐傾向は，更なる土地务化を示唆
する。 
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5.3.6  行政区毎における 1980 年代前半の NDVI 区分毎の NDVI 経年変化 
 
1982~1986 年の各年の NDIVmax値からこの 5 年平均の NDVI をカテゴリ分け， カテゴリ毎
の NDVI 経年変化を行政区毎に表す。 これよって， 1980 年代初期の NDVI カテゴリから 1990
年代，2000 年代までの 25 年間の NDVI 変化の特性を捉えることができる。これにより，各
地域の NDVI 変化の過程から植生変動の実態を知る。 図-5.7 は  行政区毎における 1980 年代
前半の NDVI 区分毎の NDVI 経年変化と 25 年の直線回帰から求めた傾き値及び面積犇を示
し，図-5.7 は，土地利用データに基づき，草地に分類された土地利用の NDVI 経年変化と
25 年の直線回帰傾き値及び面積犇を示す。 
図-5.7 は，内蒙古自治区 12 の行政区における 1982~1986 年 NDVImaxの平均値を 0.1 刻み
で区分し，区分毎の NDVImaxのトレンド経年変化をまとめた。また，図-5.7 に区分毎におけ
る NDVImaxのトレンドに対し，1982~2006 年の 25 年の直線回帰を行い，傾き値求め，色分
けで示した。色分けは以下に示す傾き値の大小で区分した。 
 
傾き区分  色分け 
-0.0015>  赤色 
-0.0015<傾き値<0.002  白色 
0.002<傾き値<0.006  青 
0.006<傾き値  緑 第 5 章  広域における植生変化の定量的評価 
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赤枠内は，面積が400km2を超えたNDVI区分。
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5.3.6.1  行政区毎における NDVImaxの「傾き」考察 
 
表-5.2 に示す「傾き」値は，行政区毎における 1980 年代初期の NDVImaxに対し，0.1 刻み
区分を行い，各区分の NDVImaxに対して直線回帰を行った「傾き」値である。R
2値は，区
分毎の NDVImaxに対する傾きの相関係数である。 「傾き」値が大きいほど，NDVImax経年変
化の増加傾向が大きいことを示す。 「傾き」値が負を示す区分においては，その区分におけ
る NDVImaxの経年低下トレンド傾向性を示す。 
 
表-5.2  12 の行政区における NDVI 区分毎の 1982~2006 年の NDVI 経年変化の「傾き」と
相関係数 
NDVI  0.0~0.1  0.1~0.2  0.2~0.3  0.3~0.4  0.4~0.5  0.5~0.6  0.6~0.7  0.7~0.8  0.8~0.9  0.9~1.0 
アラシャ盟  傾き  -0.0002  -0.0001  -0.0007  0.0002  -0.0029  -0.0039         
R
2  -0.2462  -0.0777  -0.2464  0.0407  -0.4405  -0.7146         
バヤンヌール市  傾き  -0.0003  -0.0001  0.0009  0.0012  0.0037  0.0035  0.0032       
R
2  -0.2614  -0.0348  0.2015  0.2395  0.7897  0.7806  0.5925       
烏海市  傾き    -0.0005                 
R
2    -0.0966                 
オルドス市  傾き  0.0015  0.0011  0.0023  0.0053  0.0077  0.0027  0.0019       
R
2  0.5461  0.3318  0.4880  0.7940  0.8267  0.4759  0.2647       
包頭市  傾き    -0.0005  0.0000  0.0020  0.0023  -0.0004         
R
2    -0.0987  0.0007  0.2945  0.3308  -0.0868         
フフホト市  傾き      0.0076  0.0051  0.0029  0.0018  -0.0014       
R
2      0.7504  0.6261  0.4872  0.2819  -0.1529       
ウランチャブ市  傾き    0.0003  0.0013  0.0046  0.0045  0.0031  -0.0009  -0.0002     
R
2    0.0474  0.1857  0.6067  0.5929  0.4731  -0.1296  -0.0247     
シリンゴル盟  傾き    0.0011  0.0022  0.0032  0.0028  0.0015  0.0009  -0.0003  -0.0020   
R
2    0.2031  0.3384  0.4076  0.3445  0.2660  0.2009  -0.0652  -0.4294   
赤峰市  傾き      0.0013  0.0042  0.0061  0.0036  0.0010  -0.0008  -0.0017   
R
2      0.3775  0.7889  0.7724  0.6294  0.2564  -0.1752  -0.3801   
通遼市  傾き      0.0061  0.0057  0.0069  0.0064  0.0041  0.0007  -0.0018   
R
2      0.7439  0.8572  0.8793  0.8523  0.7047  0.1426  -0.3048   
興安盟  傾き        0.0029  0.0046  0.0056  0.0036  0.0008  -0.0026   
R
2        0.4760  0.6418  0.7263  0.6398  0.1617  -0.5111   
フルンベル市  傾き  -0.0000  -0.0011  -0.0002  0.0006  0.0008  -0.0005  0.0010  0.0001  -0.0017  -0.0042 
R
2  -0.0201  -0.3737  -0.0280  0.0771  0.0784  -0.0557  0.1890  0.0294  -0.4194  -0.9017 
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まとめ： 
 
1． どの地域においても NDVI 変動は NDVI 区分 0.2~0.6 のカテゴリに傾き値が大きく，
NDVI 経年変化が増加傾向であることが分かる。 
2． 赤色で傾き値を塗っているカテゴリ区分は，NDVI が 0.8 以上の区分に生じている。 
3． 緑色で示している傾き値が 0.006 以上であり，最も NDVI が増加傾向を示すトレンド変
化は，オルドス市及びフフホト市・赤峰市・通遼市にある。 
 
表-5.2 内に緑色で示しているのは，傾きの値が 0.006~0.008 範囲であり，1982~2006 年に
おける NDVI 経年変化の傾きが最も大きく増加傾向であることを示す。行政区区分で見る
とオルドス市，フフホト市，赤峰市，通遼市となる。オルドス市は 1982~1986 年の年平均
NDVImaxが 0.4~0.5 カテゴリでの増加傾向（面積割合 0.86%，  735km
2）である。フフホト市
は 1982~1986 年の年平均 NDVImaxが 0.2~0.3 カテゴリでの増加傾向（面積割合 7.01%， 
1,154km
2）である。 
赤峰市は1982~1986年の年平均NDVImaxが0.4~0.5カテゴリでの増加傾向 （面積割合28.32%，  
23,929km
2）である。通遼市は 1982~1986 年の年平均 NDVImaxが 0.4~0.5 カテゴリでの増加
傾向（面積割合 30.14%，  18,471km
2）である。 
表-5.2 内に水色で示しているのは，傾きの値が 0.002~0.006 範囲であり，1982~2006 年に
おける NDVI 経年変化の傾きが次いで大きく増加傾向であることを表す。赤色で示してい
るのは，傾きの値が-0.0015 より小さい範囲を示し，1982~2006 年における NDVI 経年変化
が顕著に減尐傾向であることを示す。このような NDVI 減尐傾向である地域はアラシャ盟
（面積割合 0.36%，  839km
2） ，シリンゴル盟（面積割合 0.59%，  1,154km
2） ，興安盟（面積
割合 16.39%，  10,180km
2）及びフルンベル市（面積割合 0.11%，  315km
2）に及ぶ。NDVI
経年変化が大きく減尐傾向が生じたのはもともとの NDVI カテゴリがこれらの地域の最も
上のカテゴリに生じていることが分かる。 
以上の NDVImaxの区分毎における直線回帰から求められた傾き値の解析から，各行政区
における NDVImaxの 1982~2006 年の 25 年の NDVImaxの経年変化の傾き変動が見られ，各行
政区の NDVI 変化の特性が得られた。このように NDVI の時系列での変化パターンから各
地域の植生変化を解釈できる知見が得られた。特に，このような解析から NDVI の長期低
下トレンドを特定でき，もともとどのよう土地利用において植生务化が生じたかを考察で
きた。 
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5.3.6.2  4 地区区分毎における NDVImaxの「傾き」考察 
   
以下に示す 4 地域における 1980 年代初期の NDVImaxカテゴリ毎の経年変化とその
NDVImaxのトレンド傾きから地域毎の特性が見られる。 図-5.5 に 4 地域における NDVImaxの
平均値の経年変化を示したが， ここでは更に NDVImaxの 0.1 刻み区分における NDVImaxの経
年変化を解析することによって，4 地域の NDVI 変化の実態とその詳細が明らかになった。  
 
図-5.9  4 地域における 1980 年代初期の NDVImaxカテゴリ毎の NDVI 経年変化対比 
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表-5.3  4 地域における NDVI 区分毎の 1982~2006 年の NDVI 経年変化の「傾き」と相関係
数 
地名  NDVI  0.0~0.1  0.1~0.2  0.2~0.3  0.3~0.4  0.4~0.5  0.5~0.6  0.6~0.7  0.7~0.8  0.8~0.9  0.9~1.0 
エジナ旗 
黒河下流域 
傾き  -0.0003  -0.0001  0.0002               
R
2  -0.2998  -0.1312  0.0530               
エジンホロ旗  傾き    0.0044  0.0041  0.0039             
R
2    0.7823  0.7972  0.7047             
敖漢旗  傾き        0.0079  0.0109  0.0072  0.0020       
R
2        0.8758  0.9141  0.8814  0.3665       
大興安嶺林地区  傾き                -0.0023  -0.0025   
R
2                -0.4061  -0.4627   
 
  4 地域において，NDVImaxの 0.1 刻み区分の経年トレンドの傾き値が大きいのは敖漢旗と
エジンホロ旗であり，傾き値と 25 年の NDVImaxの相関が 0.7 より大きく示され，NDVImax
の年々増加傾向が強いことが示された。特に，敖漢旗における 0.4~0.5 の区分において，傾
き値が 0.01 を超え，その相関係数が 0.9 以上であり，一直線の増加傾向である。一方で，
エジナ旗黒河下流域及び大興安嶺林地区において，各 NDVImax区分の傾き値が負である。
大興安嶺林地区におけるもともとの NDVImaxが 0.7 を超え，もともと森林分布が多く，植被
犇の高い地域であるが，NDVImax経年トレンドが低下傾向であることが示された。 
 
5.3.6.3  まとめ 
 
第 3 章と第 4 章で明らかになった内蒙古自治区の植生変化が，もともとどのような植生
のところで生じたか，内蒙古自治区 12 の行政区毎に植生・土地利用データセットを加えて
土地利用区分毎の植生変動の実態を明らかにした。特に，統計資料との対比ができなかっ
た植生が減尐した地域について詳しい検討を行った。 
内蒙古自治区全体について衛星データの NDVI から見ると，1980 年代前半から 2000 年
代半ばにかけて全般的に植生が増加しているが， もともと植生が乏しいところ （NDVI<0.2）
と，植生が豊かなところ（NDVI>0.7）は植生の増加はほとんど見られず，植生増加がみら
れたのは，1980 年代前半の NDVI が 0.2~0.7 の草地と農地である。行政区別にみると，乾
燥地である西部のアラシャ盟では，全般に植生増加は見られず，アラシャ盟としては植生
の多いNDVI>0.4のところで植生の減尐が示された。 その他の行政区では， NDVIが0.2~0.7
で植生増加があり，植生減尐の可能性があるのは NDVI>0.7 の比較的植生の豊かなところ
である。アラシャ盟と烏海市を除くと，内蒙古自治区ではもともとある程度の植生が存在
した地域で，草地における植生増加と農地化が進んだことが明らかとなった。 
一方， 第 3 章と第 4 章で論じていなかった植生が減尐したところの評価について， 植生・第 5 章  広域における植生変化の定量的評価 
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土地利用データセットによって，NDVI が減尐したところを植生別に区分した。その結果，
NDVI が減尐した植生は主に草地として区分された土地である。 そのうち， 面積割合として
は小さいものの行政区毎に 400km2以上で草地の NDVI が減尐したとされたところは，ア
ラシャ盟，オルドス市，包頭市，シリンゴル盟，フルンベル盟などに見られた。内蒙古自
治区ではアラシャ盟を除き，最近 30 年間は植生が増加する傾向が顕著であるが，その他の
行政区でも部分的に植生が減尐する地域が存在することが明らかとなった。これらの地域
では，砂漠化の進行及び不適切な土地利用の可能性が示唆される。なお，フルンベル盟な
ど東部において，もともと森林である NDVI>0.7 の地域で 2000 年以降 NDVI が減尐傾向
にあることについて， 何らかの植生の务化であるか， NDVI データセットに残されているデ
ータ処理上の特性であるか，判断材料がなく，本研究で植生変化の実態に言及することは
しなかった。 
 
5.3.7  NDVI 区分毎の季節変化 
 
  中嗽の北方領域の大興安嶺林山脈地帯では大規模な森林域が分布する。しかし，近年で
は地球温暖化により植生が活性化され，展葉期間が延びる季節変化をもたらしていると報
告されている(WuRuiFen 2009)。展葉期間が延びる現象により NDVI にも経年変化が生じる
可能性があり，第 3 章や 4 章に大興安嶺林地区を対象地とし，4 月と 10 月の NDVI 経年変
化について検討を行った。ここでは，さらに GLC2003 土地利用データに基づき，もっと詳
細に土地利用毎における季節毎の経年変動があるかを調べた。手法は，図-5.7 から図-5.9 に
示したように NDVI 経年(1982~2006 年)トレンドの傾き （SLOPE） を求め， その対比を行う。
まず，GLC2003 の土地利用分類データを用いて内蒙古全域において土地利用分類を行う。
次に土地利用毎の NDVI 経年変動から 1982~2006 年のトレンドの傾きを求める。 ここでは，
GIMMS/NDVI の 15day のデータを利用するため，月（上旪，下旪）分けで検討を行った。 第 5 章  広域における植生変化の定量的評価 
123 
 
0
.
0
0
.
2
0
.
4
0
.
6
0
.
8
1
.
0 GLC2003に基づく土地利用分類に対するGIMMS/NDVI 2003年のNDVIばらつき
GLC2003土地利用分類
A
v
e
r
a
g
e
 
N
D
V
I
m
a
x
2 3 4 5 6 7 8 10 11 12 13 16 17 18 20
GLC2003に基づく土地利用分類表
NO.
2
3
4
5
6
7
8
10
11
12
13
16
17
18
20
Broadleaf Deciduous Forest
Needleleaf Evergreen Forest
Needleleaf Deciduous Forest
Mixed Forest
Tree Open
Shrub
Herbaceous
Sparse vegetation
Cropland
Paddy field
Cropland/Other vegetation
Bare area, consolidated
Bare area, unconsolidated
Urban
Water bodies
図-5.10  土地利用毎における 1982~2006 年の月毎の NDVI の経年変動の傾き比較 
 
図-5.10(a,b,c,d)は，X 軸に土地利用分類を示し，Y 軸に土地利用毎における 1982~2006 年
の NDVI 経年トレンド傾き（SLOPE）を月（上旪，下旪）で表わした図である。図-5.10(a)
に示したように，  1 月上旪の NDVI トレンドの傾きが裸地類を除けばどの土地利用におい
ても傾きの値がマイナス傾向が大きいことが示された。 1 月上旪の時期においては， 図-5.3(a)
に示されたように年間では NDVI 最も低く， 冬の季節に当たり， 植生の落葉時期でもある。
しかし，上記のように 1 月上旪の NDVI トレンドにマイナス傾向が示されたのは，冬季の
積雪影響或いは衛星データの性質によるものであると考えられる。このような影響を受け
たのは X 軸に示す 2~6 の森林類にマイナス傾向が大きいことが分かる。 また， X 軸で 12 （水
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田） にもマイナス傾向が他に比べて大きい。 水田においては図-5.10(b,c)に示された 5 月及び
7 月上旪にもマイナスの傾き値が大きい。その袁因としては，GLC2003 に分類された水田
類が 1980 年代に水田類ではなく，この 20 年間において他の土地利用から水田に変遷した
可能性があると考えられる。NDVI の特性から考えると NDVI が低下することは，植生の被
度が小さくなることを意味すると考えられる。また，内蒙古全域において，水田の面積犇
が全域の 1%を満たないことが図-5.1 に示された。6 月の NDVI 低下は，水田の土地利用か
ら都市域或いは水田の拡大という 2 つの可能性が考えられる。これにつきましては，分解
能の高い衛星画像などによる解析が必袁である。また，他の土地利用において傾き値がマ
イナス傾向があったのは，図-5.10(b,c)に示された X 軸 18（都市域）に 5，6 月及び 7 月上旪
にマイナス傾向大きくなっていることが分かる。 
  図-5.10(a,b)に示した 3 月から 4 月の期間においては， 顕著なトレンド傾向が見られなかっ
た。第 3 章では大興安嶺林地区における NDVI の季節毎の経年変動から 4 月の経年変化が
上昇傾向であると示され，植生の活性化による影響であると考察した。その影響がこの図
に示した 4 月の変動傾向に見られなかったのは，対象とする地域によるものであると考え
られる。ここに示す対象地域は，内蒙古全域における土地利用分類であり，すなわちその
平均的な変動傾向を意味する。 
  図-5.10(c)では，上述した水田において 8 月から 9 月の上旪の期間における NDVI のトレ
ンド傾向がプラス傾向であることが分かる。7~9 月の期間においては，他の土地利用分類に
も，傾きの値がプラス傾向で大きく示された。特に，低木から草地・農地に及ぶ土地利用
においてプラスの変動傾向が大きい。森林においては，混交林に限って 8 月の下旪の NDVI
がプラス変動である。特に森林に区分された土地利用に限って，9 月上旪と図-5.10(d)10 月
下旪の NDVI トレンドにプラスの傾き値が大きいことが示された。これは，第 3 章に言及
した 10 月の NDVI 変動が気候変動の影響があると考えられる。また，この図に示す対象地
域は内蒙古全域を対象としているため，もしそうであれば内蒙古全域における森林の落葉
期間が延びている可能性もあると考えられる。第 4 章の図-4.10 に示した呉らの研究では，
ポプラの樹種を対象とした研究からは，内蒙古全域において 4 月と 10 月の展葉期間と落葉
期間が延びている報告されている(WuRuiFen 2009)。 
  図-5.10(d)では，10 月~12 月の期間においては，森林以外の土地利用の NDVI の経年変動
の傾きがほぼ変わらないと見なす。森林に分類される土地利用においては，マイナスの傾
向が示されたが，前述したように冬季においては，積雪或いは他の袁因があると考えられ
る。 
  以上に記述したように，図-5.10(a~d)の解析結果から各種の土地利用における NDVI の季
節毎の経年変動が示唆できた。森林においては，10 月の期間トレンド変化が抽出され，他
の土地利用においては， 夏季における NDVI トレンド変化が増加傾向であると抽出された。   
 第 5 章  広域における植生変化の定量的評価 
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5.3.8  ΔNDVI に基づく土地利用分類毎の面積変化 
 
  図-5.11 に示したのは，内蒙古全域における土地利用毎の植生変動の面積集計を表わした
結果である。図-5.11 に示す土地利用分類については，表-5.1（GLC2003 に基づく土地利用
分類）を参照する。図-5.11 の上檵に示したのは，ΔNDVI の閾値を>0.05 に基づく結果を示
し，中檵は<-0.05 に基づき，下檵は<-0.005 に基づいて面積集計した結果である。 
図-5.11  内蒙古自治区全域における土地利用分類毎の NDVI 面積変化比例 
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この図-5.11 により示された結果を以下のようにまとめた。 
①    閾値を>0.05 で抽出された面積割合が下檵に示す NDVI の負の変動面積より大きいこ
とが分かる。土地利用毎に増加が示されたのは，草地に分類された土地利用において，
植生増加が大きいと判断する。行政区毎に分けてみると図-5.12 に示した結果から包頭
市，ウランチャブ市及びシリンゴル盟において，草地の増加面積が大きいと分かる。一
方で，図-5.11 の下檵に示された<-0.005 での面積割合から，草地におけるマイナス変動
の面積割合も大きいことが示された。 行政区毎の比較からみると図-5.12(b)に示す結果か
ら，バヤンヌール市，オルドス市，包頭市，シリンゴル盟及びフルンベル市において草
地のマイナス変動の面積割合が他の土地利用に比較して大きいことが示された。 
②    次いで土地利用の変動が大きいのは農地に分類される土地利用である。 農地において
も植生が増加された面積割合が減尐された面積より大きく示された。 行政区毎に見ると，
オルドス市， フフホト市， 赤峰市， 通遼市及び興安盟における農地の増加割合が大きい。
一方で，農地における植生減尐の面積割合が小さいが，オルドス市，フフホト市，赤峰
市，興安盟及びフルンベル市に及んだ。 
③    次に植生増加が大きいのは，森林に区分された土地利用である。特に低木類(Shrub)
における植生増加面積が大きいことが分かる。一方で，森林における植生減尐の面積も
大きく，その内訳をみると広葉落葉樹林(Broadleaf Deciduous Forest)に分けられる分類に
おいて面積減尐が検出された。森林増加を行政区毎にみるとフフホト市，ウランチャブ
市，赤峰市，通遼市及び興安盟において増加が見られた。一方で，森林減尐が抽出され
た行政区は，包頭市，赤峰市，興安盟及びフルンベル市に及ぶ。特に顕著に森林減尐が
示されたのはフルンベル市である。フルンベル市においては，森林面積の割合が大きい
が減尐傾向であるとこの図から示唆できた。 
④    裸地においては，植生増減の面積が小さいが，減尐で示された面積が増加の面積より
大きく示され， 土地务化の傾向であると考えられる。 行政区毎にみるとバヤンヌール市，
烏海市，オルドス市においては，裸地における植生増加傾向が示された。裸地における
植生減尐が示されたのは，アラシャ盟であり，他の行政区に比較して土地务化の面積が
大きいことが示された。 第 5 章  広域における植生変化の定量的評価 
127 
 
0
6
12
18
24
30
0
5100
10200
15300
20400
25500
0
6
12
18
24
30
0
5100
10200
15300
20400
25500
0
6
12
18
24
30
0
5100
10200
15300
20400
25500
0
-5100
-10200
-15300
-20400
-25500
0
-5100
-10200
-15300
-20400
-25500
0
-5100
-10200
-15300
-20400
-25500
0
-6
-12
-18
-24
-30
0
-6
-12
-18
-24
-30
森林 草地 農地 裸地
農
地
そ
の
他
農
地
そ
の
他
農
地
そ
の
他
農
地
そ
の
他
農
地
そ
の
他
農
地
そ
の
他
農
地
そ
の
他
農
地
そ
の
他
農
地
そ
の
他
農
地
そ
の
他
農
地
そ
の
他
森林 草地 農地 裸地 森林 草地 農地 裸地
森林 草地 農地 裸地 森林 草地 農地 裸地 森林 草地 農地 裸地
森林 草地 農地 裸地 森林 草地 農地 裸地 森林 草地 農地 裸地 森林 草地 農地 裸地
森林 草地 農地 裸地
森林 草地 農地
農
地
そ
の
他
裸地
赤峰市 通遼市 興安盟 フルンベル市
包頭市 フフホト市 ウランチャブ市 シリンゴル盟
GLC 2003土地利用分類 GLC 2003土地利用分類 GLC 2003土地利用分類
面
積
(
k
m
2
)
面
積
(
k
m
2
)
13141516 171819 20 2 5 3 4 8 7 9 6 1112 10
(ΔNDVI> 0.05)
0
-6
-12
-18
-24
-30
(ΔNDVI< -0.05)
面
積
犇
(
%
)
面
積
犇
(
%
)
GLC 2003土地利用分類
アラシャ盟 バヤンヌール市 烏海市 オルドス市
1982~1993年
1982~1999年
1982~2006年
13141516 171819 20 2 5 3 4 8 7 9 6 1112 10
(ΔNDVI> 0.05)
(ΔNDVI< -0.05)
1982~1993年
1982~1999年
1982~2006年
13141516 171819 20 2 5 3 4 8 7 9 6 1112 10
(ΔNDVI> 0.05)
(ΔNDVI< -0.05)
1982~1993年
1982~1999年
1982~2006年
13141516 171819 20 2 5 3 4 8 7 9 6 1112 10
(ΔNDVI> 0.05)
(ΔNDVI< -0.05)
1982~1993年
1982~1999年
1982~2006年
面
積
(
k
m
2
)
面
積
(
k
m
2
)
13141516 171819 20 2 5 3 4 8 7 9 6 1112 10
(ΔNDVI> 0.05)
(ΔNDVI< -0.05)
面
積
犇
(
%
)
面
積
犇
(
%
)
1982~1993年
1982~1999年
1982~2006年
13141516 171819 20 2 5 3 4 8 7 9 6 1112 10
(ΔNDVI> 0.05)
(ΔNDVI< -0.05)
1982~1993年
1982~1999年
1982~2006年
13141516 171819 20 2 5 3 4 8 7 9 6 1112 10
(ΔNDVI> 0.05)
(ΔNDVI< -0.05)
1982~1993年
1982~1999年
1982~2006年
13141516 171819 20 2 5 3 4 8 7 9 6 1112 10
(ΔNDVI> 0.05)
(ΔNDVI< -0.05)
1982~1993年
1982~1999年
1982~2006年
面
積
(
k
m
2
)
面
積
(
k
m
2
)
13141516 171819 20 2 5 3 4 8 7 9 6 1112 10
(ΔNDVI> 0.05)
(ΔNDVI< -0.05)
面
積
犇
(
%
)
面
積
犇
(
%
)
1982~1993年
1982~1999年
1982~2006年
13141516 171819 20 2 5 3 4 8 7 9 6 1112 10
(ΔNDVI> 0.05)
(ΔNDVI< -0.05)
1982~1993年
1982~1999年
1982~2006年
13141516 171819 20 2 5 3 4 8 7 9 6 1112 10
(ΔNDVI> 0.05)
(ΔNDVI< -0.05)
1982~1993年
1982~1999年
1982~2006年
13141516 171819 20 2 5 3 4 8 7 9 6 1112 10
(ΔNDVI> 0.05)
(ΔNDVI< -0.05)
1982~1993年
1982~1999年
1982~2006年
 
図-5.12(a)  内蒙古自治区各行政区における土地利用分類とその面積割合対比 第 5 章  広域における植生変化の定量的評価 
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5.3.9  土地利用分類における内蒙古全域及び行政区毎の植生変動の面積推定評
価 
 
  GLC2003 土地利用分類データに基づき，AVHRR/GIMMS データから ΔNDVI＞0.05 の 3
期間の土地利用毎の面積犇を表-5.4 にまとめた。森林，草地，農地，裸地に分類された土地
利用において，1982~1993 年・1982~1999 年・1982~2006 年の 3 期間の ΔNDVI 閾値を用い
た集計である。三つの ΔNDVI 閾値(0.05，-0.05，-0.005)に基づき，植生変動の面積推定を集
計する。 
表-5.4  内蒙古自治区全域における土地利用分類毎の NDVI 面積犇の対比 
 
 
 
 
 
ΔNDVI>0.05 に基づく推定 
    1982～1993 年  1982～1999 年  1982～2006 年 
土地分類  ％  km
2  ％  km
2  ％  km
2 
森林  2.1  24,348  3.5  41,560  4.4  51,215 
草地  5.5  64,334  11.5  134,440  15.1  177,260 
農地  3.8  44,499  7.7  89,942  10.3  121,007 
裸地  0.2  2,309  0.5  5,982  0.5  5,982 
計  11.6  136,014  23.3  272,973  30.4  356,513 
                           
    Δ NDVI<-0.05 に基づく推定 
土地分類  1982～1993 年  1982～1999 年  1982～2006 年 
土地分類  ％  km
2  ％  km
2  ％  km
2 
森林  0.5  5,982  0.2  2,204  0.1  1,679 
草地  1.6  19,206  0.5  6,402  0.2  2,519 
農地  0.7  8,081  0.2  2,414  0.1  1,679 
裸地  0.1  1,469  0.0  525  0.0  420 
計  3.0  35,053  1.0  12,174  0.6  6,612 
                           
    Δ NDVI<-0.005 に基づく推定 
    1982～1993 年  1982～1999 年  1982～2006 年 
土地分類  ％  km
2  ％  km
2  ％  km
2 
森林  6.0  70,736  6.6  77,768  5.4  62,655 
草地  13.0  152,072  6.5  76,298  3.2  37,257 
農地  6.5  75,878  4.1  48,172  2.7  31,485 
裸地  4.7  54,784  3.0  34,738  2.8  33,269 
計  30.3  354,834  20.3  237,920  14.1  165,505 
GIMMS データに基づく内蒙古全域における植生変動の推定表 
（土地利用分類は GLC2003 のデータに基づく） 第 5 章  広域における植生変化の定量的評価 
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ΔNDVI>0.05 に基づく推定：3 つの期間において，全域で面積犇の増加が見られた。土地
利用分類から，草地及び農地における変動が顕著である。 
ΔNDVI<-0.05 に基づく推定：NDVI の正変動に用いる閾値と同程度で NDVI の負変動を集計
すると過小評価に反映され，この閾値では植生減尐を抽出できてないと考えられる。そこ
で，以下に示す閾値をもって集計した。 
ΔNDVI<-0.005 に基づく推定：全域において，NDVI 負変動の面積が減尐傾向である。土地
利用分類からみると，草地及び農地における負変動の面積が減尐である。これは，草地及
び農地における NDVI の正変動面積犇の増加に連動した変化であると考えられる。   
内蒙古 12 の行政区における土地利用分類とその面積変遷の定量的評価により， 12 の行政
区における土地利用の 1980 年代， 1990 年代， 2000 年代初期の土地利用変遷を考察できた。
表-5.5 作成は，GLC2003 のデータを用いて，土地利用分類毎に対する NDVI の変動解析を
行った結果を表にまとめた。その結果，内蒙古全域における行政区毎の土地利用変化が明
瞭になった。GLC2003 のデータから大まかに裸地・草地類・農地類・低木類・森林となる
土地利用カテゴリを分け，それぞれの土地利用毎の NDVI 正負（±）変動の面積犇の大小を
示した。NDVI の正変動する ΔNDVI の閾値は 0.05 とする。各行政区における ΔNDVI の閾
値を基準値として，行政区毎での面積犇が大小項に+,+ +,+ + +で表す。NDVI の負変動する
ΔNDVI の閾値は-0.005 とする。負変動する面積犇も大小項に‐，‐‐，‐‐  ‐で表す。 
表-5.5  内蒙古全域の植生変動の土地利用分け 
 第 5 章  広域における植生変化の定量的評価 
 
131 
 
上述の表-5.5 に示したように内蒙古全域における植生変動の各カテゴリから， 行政区毎の
土地利用変化を以下のようにまとめる。 
 
西部 4 地区において 
裸地における植生変動は，主に内蒙古全の西部となるアラシャ盟やバヤンヌール市・烏
海市・オルドス市において植生変動の面積犇大きいことが分かる。 アラシャ盟においては，
1980 年代・1990 年代・2000 年代初期期間において，植生の不変動面積犇が大きいことは，
砂漠化の進行面積が大きいことが示唆できる。バヤンヌール市においては，1980 年代にお
ける草地類の植生の負の変動面積犇が大きく，裸地地帯においても 1980 年代・1990 年代・
2000 年代初期に正負変動が混在するが 2000 年代初期にも植生の負変動が継続である。 一方
で，バヤンヌール市における草地類及び農地類においては，1990 年代より植生正変動面積
犇（＋＋）が拡大していると理解する。烏海市においては，1980 年代には裸地及び草地類
に負の変動（‐‐）面積犇が大きいものの，1990 年代より裸地及び草地類に正変動の面積
犇（＋＋）が大きくなっている。オルドス市においては，裸地及び草地類の土地利用には
1980 年代と 1990 年代に正負変動の面積犇（‐）が混在するものの，草地類及び耕地類の土
地利用には 1990 年代から 2000 年代初期にかけて，正変動の面積犇が拡大していることが
分かる。以上の解析結果から西部の 4 地区における土地利用変化をまとめると，もともと
裸地面積犇が高いが，アラシャ盟を除けば 1990 年代より植生の正変動面積犇が増加してい
る傾向であり，生態の回復或いは砂漠化の進行が弱くなっていると読み取る。 
 
中部 4 地区において 
  東部 4 地区に分けられる包頭市・フフホト市・ウランチャブ市・シリンゴル盟において
は，草地類及び耕地類から低木類の変動面積犇の比例がどちらも大きいと推測する。包頭
市においては， 草地類には 1980 年代より負の変動面積犇 （‐‐） が大きく， 1990 年代・2000
年代初期においてその負の変動面積犇が継続する。一方で，草地類においては，1980 年代
より 2000 年代初期にかけて正変動面積犇（＋＋＋）が拡大していることが分かる。また，
包頭市には 1980 年代より低木類の植生正変動面積犇（＋）が継続的にあるので，包頭市に
おいて植林などによる低木類の面積が増加していると考えられる。フフホト市においては，
草地類・農地類・低木類の面積犇が 1980 年代より 2000 年代初期にかけて拡大傾向であり，
内蒙古全域においても最も植生変化が正変動でその面積が拡大しているのが顕著である。
フフホト市においては，農地類は 1990 年代より正変動の面積犇が高く（＋＋＋） ，同時に
低木類と草地類の面積犇も増加傾向であり，植生の負の変動面積犇がほぼないことからフ
フホト市の植生被覆犇が 1980 年代より増加しつつ，生態回復の裏付けであると言える。内
蒙古自治区の首府都市として，生態修復による植生被覆犇の増加であると推測する。ウラ
ンチャブ市においては， 草地類には 1980 年代に負の変動面積 （‐‐） があったものの， 1990
年代より正変動の面積犇が拡大しつつ，負の変動がほぼなくなっている。また，農地類や
低木類の面積犇も継続的に拡大傾向であることが分かる。シリンゴル盟においては，1980
年代に草地類の植生の負の変動面積犇（‐‐）が大きく，1990 年代・2000 年代にかけて正第 5 章  広域における植生変化の定量的評価 
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負変動の面積犇が同程度で存在し，2000 年代初期に正変動面積犇が弱上回り，草地類にお
ける植生変動の面積犇が不安定状態であるとも考えられる。シリンゴル盟には，他の土地
利用変化がほぼないとみられる。 
 
東部 4 地区において 
  東部 4 地区においては，赤峰市・通遼市・興安盟・フルンベル盟となり，地形分布など
の気候袁素から東部になるに従って，植生被覆犇が増加する状毁である。一方で，これら
の 4 地区においては，低木類の面積犇が上昇している傾向である。赤峰市においては，1980
年代に草地類や農地類・低木類の面積犇 （‐‐） が大きくあったものの， 1990 年代より 2000
年初期までに減っていることが分かる。その反面，1990 年代よりこれらの土地利用面積犇
が継続的に増加している。通遼市もほぼ同様な植生変化であり，草地類・農地類・低木類
の面積犇が拡大しつつある。興安盟においては，草地類に 1980 年代に負の変動であったも
のの，1990 年代より正変動面積犇が増加傾向なり，農地類・低木類の面積犇も増加傾向で
ある。特に，農地類の面積犇が徐々に増加傾向が大きくなっていることが分かる。興安盟
には，森林の土地利用の正負変動が混在するため森林被覆犇の増減が明らかではない。内
蒙古自治区の一番東部となるフルンベル盟においては，1990 年代から草地類に負の変動が
2000 年代初期までに継続するが，2000 年代初期から正変動面積犇もある。一方で，農地類
の土地利用においては 1980 年代及び 1990 年代に負の変動である。また，低木類或いは森
林においては，1990 年代により負の変動が大きくなり，森林などの面積犇が減尐している
とように読み取られるが，明らかではない。 
以上のように内蒙古自治区を西部・中部・東部となる 3 地区に分けて考察した結果から，
西部においては 1980 年代より砂漠化の進行面積が大きく，1990 年代・2000 年代初期にか
けて砂漠化の進行が尐なくなっていると読み取る。一方で，中部及び東部においては割と
低木類の土地利用面積が 1980 年代より徐々に増加傾向であるが，シリンゴル盟等の地域に
おいては，2000 年初期にかけて植生増減面積犇がほぼ同程度であることから，依然として
中部の地域においては砂漠化の進行の可能性が高いと理解できる。東部の 4 地域において
は一見 1980 年代より徐々に植生被覆犇の増加傾向であると見られるがフルンベル盟におい
ては植生減尐傾向であり，砂漠化の進行及び不適切な土地利用の可能性を示唆する。内蒙
古全域の土地利用分類毎における，植生増減の面積犇からみても，森林を除くどの土地利
用においても 1980 年代には植生減尐の面積犇が大きく，1990 年代・2000 初期になるに従
って植生減尐の面積犇が小さくなっていることが分かる。一部地域における森林地域の植
生変動が 2000 年代初期にかけて減尐傾向であるが明確な変動とは言えない。 
前述までの内容を踏まえて，図-5.13 にその内容をまとめ反映した。内蒙古全域における
土地利用毎に対する NDVI のばらつき変動と土地利用毎の面積割合， NDVI の区分毎の面積
割合，土地利用毎の植生変動をこの図に反映した。 
  図-5.13(a)には，土地利用毎における NDVI のばらつきを示す。 
  図-5.13(b)には，土地利用毎の面積割合を示す。 
図-5.13(c)には，NDVI を 0.05 刻みに区分した面積割合を示す。 第 5 章  広域における植生変化の定量的評価 
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図-5.13(d)には，土地利用毎における対する植生変動の面積割合を示す。 
なお，ここに示される内容については，前述した内容に入っているため，ここでは重複
記述を略した。 
図-5.13  内蒙古自治区全域における土地利用分類とその NDVI 変動比較 
 
5.4  まとめ 
 
  内蒙古自治区全域における植生変動を行政区毎で検討を行った。リモートセンシング衛
星データを用いて，土地利用区分毎における植生変動の定量的評価を行い，各行政区間で
の土地利用検討ができた。また，植生指数を用いた NDVI 区分での長期変動を捉え，どの
NDVI 区分での植生変動が大きいかを各行政区毎に検討を行った結果， どの行政区において第 5 章  広域における植生変化の定量的評価 
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も植生増加傾向が示された地域はもともとの植生 NDVI が 0.2~0.6 の区分での変動が大きい
ことが明らかになった。一方で，植生減尐のトレンドが示されたのは各行政区内の最も
NDVI 区分の最大カテゴリに減尐傾向があり， もともと植生密度が高い地域において土地务
化の傾向性が示唆できた。 
本章の検証結果から，第 3 章と第 4 章で明らかになった内蒙古自治区の植生変化が，も
ともとどのような植生のところで生じたか，内蒙古自治区 12 の行政区毎に植生・土地利用
データセットを加えて土地利用区分毎の植生変動の実態を明らかにした。本章では，内蒙
古自治区全体における NDVI データに基づいて，1980 年代前半の NDVI を 0.1 刻みで区分
し，各 NDVI 区分における NDVI トレンドの経年変化を解析した。その結果からみると，
1980 年前半から 2000 年代初期にかけて全般的に植生が増加しているが， もともと植生が乏
しいところ(NDVI<0.2)と植生が豊かなところ(NDVI>0.7)においては， 植生の増加はほとんど
見られず，植生増加が見られたのは，1980 年代前半の NDVI が 0.2~0.7 の草地と農地に区分
される土地利用において植生増加が顕著であると示唆できた。また，行政区別にみると乾
燥地である西部のアラシャ盟では，全般に植生増加は見られず，アラシャ盟としては植生
の多い(NDVI>0.4)とされるオアシスの周辺地域の植生のところでは， 1980 年代から 2000 年
初期にかけて NDVI トレンドが顕著な低下傾向であり，植生务化による植生減尐が生じた
と考えられる。その他の行政区においては，NDVI が 0.2~0.7 の範囲に当たる土地利用にお
いて植生増加が生じ，緑化や耕地拡大による植生造成はもともと植生が生育条件のある土
地において，拡大されてきたと考察できた。また，アラシャ盟と烏海市を除くと内蒙古自
治区ではもともと植生がある程度の植生が存在した地域で，草地における植生増加と農地
化が進んだことが明らかになった。 
  一方で，第 3 章と第 4 章で論じてなかった植生減尐したところの評価について，植生・
土地利用データセットに基づき，NDVI が減尐したところを植生別に区分し，各植生分類に
おける植生変動の検討ができた。その結果，NDVI が減尐した植生は主に草地として区分さ
れた土地である。前述したように草地においては，植生増加変動も大きいとされたが，草
地においては植生減尐のトレンドも検出された。草地においては，植生の増減が伴いもっ
とも土地利用変化が生じしやすく，砂漠化の影響を受けやすいと示唆できた。草地におけ
る植生減尐の面積集計を行い，行政区毎で 400km
2以上の面積に亘って，NDVI 減尐が生じ
た地域は，主にアラシャ盟，オルドス市，包頭市，シリンゴル盟，フルンベル市など広域
に亘って植生減尐が及んでいると確認された。内蒙古自治区では，アラシャ盟を除き，1980
年代から 2000 年代初期における 25 年の期間において，全体としては植生が増加する傾向
が顕著であるが，アラシャ盟を含めて多くの地域に亘って植生減尐の地域も存在し，砂漠
化の進行及び不適切な土地利用による土地务化の可能性が示唆される。なお，フルンベル
市などの東部地域においては， もともと森林地域を含め， 植生が多く分布する地域では 2000
年以降より NDVI が減尐傾向にあると検出された。しかし，これにおいては，何らかの植
生务化であるか或いは NDVI データセットに残されているデータ処理上の特性であるか，
判断材料がなく，本研究では植生変化の実態に言及することはしなかった。 
  これにより内蒙古自治区の各行政区間の土地利用実態及び植生変化の長期的な変動を捉第 5 章  広域における植生変化の定量的評価 
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えることができ，どの時期にもともとどのような土地利用だった地域から現に至るまでの
約 25 年間における変動が明らかになった。 第 5 章  広域における植生変化の定量的評価 
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本研究では，内蒙古自治区を対象に衛星リモートセンシング手法を用い 1980 年代から
2000 年代半ばまでの期間で，どのような植生変化が生じたかを行政区毎の特徴に立ち入っ
て明らかにしたものである。 
これまでに，森林減尐・务化（乾燥地域の砂漠化）状毁について統計や特定地域のみの
衛星画像解析の研究事例は多くあるが，内蒙古自治区全域を対象とした解析や地域的特徴
を明らかにした研究事例が尐なく，特に衛星画像データでの解析事例ではある時期での土
地利用変動が検討されるが，長期的継続的な変動が把握されてない。本研究では 1980 年以
降約 25 年間の土地利用の経年変化・空間分布の特性を解明することを目標とし，植生の長
期間での経年変化及び季節変動のトレンドを解析し，内蒙古全域の統計資料とも対比した。    
内蒙古自治区における地形，植生などの擢往データセットについて収集するとともに，
土地利用の統計データを用いると内蒙古全域における造林・耕地面積の時系列変遷及び家
畜頭数の時系列変遷から，土地利用の袁因を探る重袁なデータとなる。内蒙古自治区全域
において，継続的な造林面積の拡大及び耕地面積の変動から，内蒙古における植生被覆犇
の変化が造林による効果が大きいと示唆された。一方で，家畜頭数の変化から 1980 年代よ
りの増加が草地に与える砂漠化への影響が考えられる。しかし，内蒙古全域において生態
政策に関する実地報告などから，近年における緑化事業及び耕地利用の数値公表が多くあ
るものの，どこでどれほど変わったかの情報が乏しく，土地利用の実態を把握するには統
計データや報告などでは実態が把握しきれないことを指摘した。 
衛星リモートセンシングデータは，NOAA/AVHRR PAL シリーズと GIMMS シリーズ及
びSPOT/vegetationの3種のNDVIデータセットを用いた。 PALシリーズデータセットは，
1982~1999 年，GIMMS シリーズデータセットは 1982~2006 年，SPOT/vegetation データ
セットは 1999~2008 年のデータである。植生変動を捉える指標として最も一般的に用いら
れている手法は，正規化植生指数(NDVI)データであり，本研究ではこの手法を用いた。本
章では1982~1999年におけるNOAA/AVHRR PALシリーズデータを用いた検討を行った。  
衛星リモートセンシングデータである NOAA/AVHRR  PAL データセットを利用し，
1982~1999 年における植生変動の実態を解明した。まず，文献から植生変化の実態が明ら
かな 4 地域を選び出し，NDVI の変化と植生変化について比較し，1982~1999 年までの約
18 年間における植生の変動を調べた。植生変化が尐ない東北部の森林地域での NDVI 変動
から，植生増減を判断する NDVI 変化の閾値の検討し，1982~1999 年における植生増加と
減尐に対廜するNDVIが正負に変動した面積を比較し， 各地域における植生変動を示した。
また，植生が変化した地域を抽出して図化し，植生変化の空間分布及とその時期を明らか
にした。また，衛星リモートセンシングデータに基づいて求められた行政区毎における植
生変化の面積犇が行政区毎の土地利用統計資料に基づいた人為的な袁因による造林面積犇第 6 章  研究糏括 
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と耕地面積犇と比例関係であるかを検証した。 その結果， 内蒙古自治区全体としては， NDVI
が増加した地域の割合が減尐した地域の割合を大きく上回り，植生増加の傾向が顕著であ
ると示された。これにより，1982~1999 年における植生変動の地域分けから，赤峰市（特
に敖漢旗）の植生増加が最も顕著であり，次いでシリンゴル盟，フフホト市，バヤンヌー
ル市の一部にまとまった NDVI 増加が示され，内蒙古全域において NDVI が増加した面積
が約 20 万 Km2程度見られた。北半球の高緯度地域では温暖化による NDVI の増加が報告
されているが，内蒙古自治区における夏季の NDVI 増加は主に緑化と農耕地の拡大という
人為的な袁因による植生増加であると推測された。 一方で， NDVI 減尐が抽出された内蒙古
自治区西部（アラシャ盟） ，東北のホルチン砂地周辺などは，もともと植生が乏しい地域で
あり，これらの地域では砂漠化による植生減尐が顕著であることを示した。 
第 4 章では，内蒙古自治区における 2000 年以降の植生変化が 1990 年代までの植生変化
と同じ傾向が継続しているか否かについて，NOAA/AVHRR(GIMMS  and  PAL)データと
SPOT/Vegetation のデータセットを用いて，NDVI の変化を調べた。その結果，内蒙古自
治区の広域を対象にし，上述の 3 つのデータセットを利用することによって得られた植生
変動の傾向性がほぼ一致した結果であった。 また， NDVI データに示された植生増加変化に
ついて，時系列変動性や空間分布の地域性が統計年鑑による統計データと多くの行政区で
正の相関があることが示された。その一方，一部の行政区レベルでの統計データにおける
過大評価や過小評価の実態が明らかとなった。当然，統計資料には作成過程において人的
袁因による統計ミスも考えられ，過大評価や過小評価もあるに違いない。本研究を行うこ
とにより，リモートセンシング手法を用いて統計データとの対比ができ，土地利用の変遷
過程を描くことにより内蒙古全域における土地利用の変動と地域性を明らかにすることが
できた。 
衛星データ及び統計データの相関比較から，烏海市・バヤンヌール市・オルドス市・フ
フホト市においては，2000 年代初期における統計データの面積犇の変化が同期間における
NDVI 正変化の面積犇より大きく変動していた。つまり，統計データでは 2000 年代初期に
おいては， これらの地域には造林や耕地面積の増加であるが， NDVI データからはそれに比
例する程の植生変動が検出されてないことで，統計データの過大報告に起因すると考えら
れる。一方で，シリンゴル盟においては 1990 年代から 2000 年代初期にかけて統計データ
での面積が小さいが，NDVI データからはシリンゴル盟全域の 40%以上の植生変動面積犇
が抽出され，統計データによる推定が衛星データの推定より小さく示され，土地利用の変
動が統計データに反映されてないと考えられる。また，ウランチャブ市においては，1990
年代における統計値の面積犇が約 5%増加しているのに対して，NDVI の正変化による植生
増加推定面積犇が統計値に基づく推定より 10 倍以上となり，統計数値が過小であると判断
された。その他の行政区において，植生増加面積とその時系列変化の動向は，衛星解析と
統計資料は対廜していたために，統計データと衛星データによる推定が対廜しない地域に
おいては， 衛星データによる推定が土地利用変化の詳細を表していると考えられる。 また，
本章において異なる衛星データの継続利用性について検証した結果，NOAA/AVHRR 長期
シリーズデータ及び最近の SPOT/Vegetation データの組み合わせ利用が可能であると検証第 6 章  研究糏括 
139 
 
でき，土地利用の長期モニタリング手法として知見を得た。 
第 5 章では，第 3 章と第 4 章で明らかになった内蒙古自治区の植生変化が，もともとど
のような植生のところで生じたか，内蒙古自治区 12 の行政区毎に植生・土地利用データセ
ットを加えて土地利用区分毎の植生変動の実態を明らかにした。特に，統計資料との対比
ができなかった植生が減尐した地域について詳しい検討を行った。 
内蒙古自治区全体について衛星データの NDVI から見ると，1980 年代前半から 2000 年
代半ばにかけて全般的に植生が増加しているが， もともと植生が乏しいところ （NDVI<0.2）
と，植生が豊かなところ（NDVI>0.7）は植生の増加はほとんど見られず，植生増加がみら
れたのは，1980 年代前半の NDVI が 0.2~0.7 の草地と農地である。行政区別にみると，乾
燥地である西部のアラシャ盟では，全般に植生増加は見られず，アラシャ盟としては植生
の多いNDVI>0.4のところで植生の減尐が示された。 その他の行政区では， NDVIが0.2~0.7
で植生増加があり，植生減尐の可能性があるのは NDVI>0.7 の比較的植生の豊かなところ
である。アラシャ盟と烏海市を除くと，内蒙古自治区ではもともとある程度の植生が存在
した地域で，草地における植生増加と農地化が進んだことが明らかとなった。 
一方， 第 3 章と第 4 章で論じていなかった植生が減尐したところの評価について， 植生・
土地利用データセットによって，NDVI が減尐したところを植生別に区分した。その結果，
NDVI が減尐した植生は主に草地として区分された土地である。 そのうち， 面積割合として
は小さいものの行政区毎に 400km2以上で草地の NDVI が減尐したとされたところは，ア
ラシャ盟，オルドス市，包頭市，シリンゴル盟，フルンベル盟などに見られた。内蒙古自
治区ではアラシャ盟を除き，最近 30 年間は植生が増加する傾向が顕著であるが，その他の
行政区でも部分的に植生が減尐する地域が存在することが明らかとなった。これらの地域
では，砂漠化の進行及び不適切な土地利用の可能性が示唆される。なお，フルンベル盟な
ど東部において，もともと森林である NDVI>0.7 の地域で 2000 年以降 NDVI が減尐傾向
にあることについて， 何らかの植生の务化であるか， NDVI データセットに残されているデ
ータ処理上の特性であるか，判断材料がなく，本研究で植生変化の実態に言及することは
しなかった。 
 
まとめ 
  本研究により，中嗽内蒙古自治区を対象に衛星リモートセンシング手法を用いて，1980
年代から 2000 年代半ばまでの期間における植生変動の長期観測ができ， どのような植生変
化が生じたかを行政区毎の特徴に立ち入って明らかにした。 
  内蒙古自治区における植生は，増加したか务化したかを，本研究の第 3 章に解析した。
その結果，内蒙古全域においては 1980 年代から 2000 年代半ばにかけて，全般的に植生増
加であると示唆できた。また，内蒙古における植生変動はどこに増加しているか，どこで
植生务化が生じたかの空間分布を第 3 章及び第 5 章をもって明らかにした。その結果，も
ともと植生が尐ない NDVI<0.2 の地域及びもともと森林など植生が豊富な NDVI>0.7 の地
域においては，大きな植生変動が見られない。半乾燥地における疎らな植生や草地などが
含まられる 0.2<NDVI<0.7 の地域においては，植生が増加した地域が多い。これらの植生第 6 章  研究糏括 
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変動は「いつ」発生したかを第 4 章において明らかにした。糏じて，1980 年代から 1990
年代後期において植生増加面積が大きく， その増加変動が 2000 年代半ばまでに続いている
ことが確認された。しかし，2000 年代に入ってから植生増加の速度が穏やかになっている
と分かった。また，植生減尐・务化した地域はどこにあるかを第 5 章の解析から明らかに
した。 
以上に示す結果から，本研究では内蒙古自治区における土地利用変遷である砂漠化と緑
化や耕地などによる植生増減過程を解析にあたって， 「いつ，どこ，どれぐらい，今は，確
実性」という 5 つの論点から，植生変化を論じることができた。 
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いうご支援がなければ，とてもできないことがいっぱいあったと思います。ここに記して
謝意を表します。 
  2001 年から今に至って，長年海外にいる自分に両親や兄弟からもずっと励まし続けてく
れたことに感謝し，研究生活を支えてくれた妻に感謝します。 
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論文題目   
リモートセンシングによる中嗽内蒙古自治区における植生の長期変化に関する研究 
 
中嗽においては，砂漠化や土地务化の進行が憂慮され，またその改善のため長年に亘っ
て大規模な植林・植草政策が行われてきた．しかし，中嗽における人工林面積の増加や土
地利用の変遷による植生変動の地域分布及び時系列変動の実態はまだ十分に把握されてな
い．特に内蒙古自治区は，面積が約 120 万 km
2 と広く，西部の砂漠から中部の半乾燥地，
草地，東北部の森林まで多様な自然環境があり，砂漠化が報告される地域がある一方，緑
化事業や農地造成も活発なことが報告されている．本研究では，内蒙古自治区を対象に衛
星リモートセンシング手法を用い 1980 年代から 2000 年代半ばまでの期間で，どのような
植生変化が生じたかを行政区毎の特徴に立ち入って明らかにしたものである． 
第 1 章では，本研究の背景及び研究の目標を述べ，擢往研究に基づく内蒙古自治区にお
ける砂漠化と緑化の検討課題の把握と課題を提示した．これまでに，森林減尐・务化（乾
燥地域の砂漠化）状毁について統計や特定地域のみの衛星画像解析の研究事例は多くある
が，内蒙古自治区全域を対象とした解析や地域的特徴を明らかにした研究事例が尐なく，
特に衛星画像データでの解析事例ではある時期での土地利用変動が検討されるが，長期的
継続的な変動が把握されてない． 本研究では 1980 年以降約 25 年間の土地利用の経年変化・
空間分布の特性を解明することを目標とし，植生の長期間での経年変化及び季節変動のト
レンドを解析し，内蒙古全域の統計資料とも対比する研究の必袁性を述べた．   
第 2 章では，内蒙古自治区における地形，植生などの擢往データセットについて収集す論文内容の袁旨 
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るとともに， 土地利用の統計データを整理し， 統計データに基づく土地利用変遷を示した．
内蒙古各行政区における土地利用統計データは，地域の発展及び土地利用状毁を示す重袁
なデータであり，造林・耕地面積の時系列変遷及び家畜頭数の時系列変遷から，土地利用
の変遷袁因を知る重袁なデータである．内蒙古自治区全域において，継続的な造林面積の
拡大及び耕地面積の変動から，内蒙古における植生被覆犇の変化が造林による効果が大き
いと示唆される．一方で，家畜頭数の変化から 1980 年代よりの増加が草地に与える植生务
化への影響も存在すると考えられる．しかし，内蒙古全域において生態政策に関する実地
報告などから，近年における緑化事業及び耕地利用の数値公表が多くあるものの，どこで
どれほど変わったかの情報が乏しく，土地利用の実態を把握するには統計データや報告な
どでは実態が把握しきれないという限界性も指摘した． 
第 3 章では，内蒙古自治区全域における砂漠化と緑化事業がもたらした植生変化の実態
を把握するために，衛星データ及び統計データとの検証に基づき，植生変動の空間分布と
時系列変動を求め，土地利用統計資料と対比した．植生変動を捉える指標として最も一般
的に用いられている手法は，正規化植生指数(NDVI)データであり，本章では 1982~1999 年
における衛星リモートセンシング NOAA/AVHRR  PAL シリーズデータを用いた検討を行っ
た．まず，文献から植生変化の実態が明らかな 4 地域を選び出し，NDVI の変化と植生変化
について比較し，1982~1999 年までの約 18 年間における植生の変動を調べた．植生変化が
尐ない東北部の森林地域での NDVI 変動から，植生増減を判断する NDVI 変化の閾値を検
討し， 1982~1999 年における植生増加と減尐に対廜する NDVI が正負に変動した面積を比較
し，各地域における植生変動を示した．また，植生が変化した地域を抽出して図化し，植
生変化の空間分布及とその時期を明らかにした．また，衛星リモートセンシングデータに
基づいて求められた行政区毎における植生変化の面積犇が行政区毎の土地利用統計資料に
基づいた人為的な袁因による造林面積犇と耕地面積犇と比例関係であるかを検証した．そ
の結果，内蒙古自治区全体としては，NDVI が増加した地域の割合が減尐した地域の割合を
大きく上回り，植生増加の傾向が顕著であると示された．これにより，1982~1999 年におけ
る植生変動の地域分けから，赤峰市（特に敖漢旗）の植生増加が最も顕著であり，次いで
シリンゴル盟，フフホト市，バヤンヌール市の一部にまとまった NDVI 増加が示され，内
蒙古全域において NDVI が増加した面積が約 20 万 Km
2程度見られた． 北半球の高緯度地域
では温暖化による NDVI の増加が報告されているが，内蒙古自治区における夏季の NDVI
増加は主に緑化と農耕地の拡大という人為的な袁因による植生増加であると推測された．
一方で，NDVI 減尐が抽出された内蒙古自治区西部（アラシャ盟） ，東北のホルチン砂地周
辺などは，もともと植生が乏しい地域であり，これらの地域では砂漠化による植生減尐が
顕著であることを示した． 
第 4 章では，内蒙古自治区における 2000 年以降の植生変化が 1990 年代までの植生変化
と同じ傾向が継続しているか否かについて，NOAA/AVHRR(GIMMS) デ ー タ と
SPOT/Vegetation のデータセットを用いて，NDVI の変化を調べた．その結果，内蒙古自治論文内容の袁旨 
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区の広域を対象にし，第 3 章で用いた NOAA/AVHRR(PAL)データを加えた 3 つのデータセ
ットを対比すると，得られた植生変動の傾向性は，ほぼ一致した．また，NDVI データに示
された植生増加変化について，時系列変動性や空間分布の地域性が統計年鑑による統計デ
ータと多くの行政区で正の相関があることが示された．その一方，一部の行政区レベルで
の統計データにおける過大評価や過小評価の実態が明らかとなった．これにより，内蒙古
全域において統計データ及び衛星データに基づいて得られた植生変動の比較検証から，衛
星データではより正確に植生変化の時期及び空間分布の地域性を示唆できた． 
衛星データと統計データを内蒙古自治区にある 12 の行政区毎に比較すると，烏海市・バ
ヤンヌール市・オルドス市・フフホト市においては，2000 年代初期における統計データの
面積犇の変化が同期間における NDVI 正変化の面積犇より大きく変動していた．つまり，
統計データでは 2000 年代初期において， これらの地域は造林や耕地面積が増加しているが，
NDVI データからはそれに対廜する程の植生変動が検出されておらず， 統計データの過大報
告があると考えられる．一方で，シリンゴル盟においては 1990 年代から 2000 年代初期に
かけて統計データでの面積が小さいが， NDVI データからはシリンゴル盟全域の 40%以上の
地域で植生増加が抽出され，統計データによる推定が衛星データの推定より小さく示され，
土地利用の変動が統計データに反映されてないと考えられた．また，ウランチャブ市にお
いては，1990 年代における統計値の面積犇が約 5%増加しているのに対して，NDVI の正変
化による植生増加推定面積犇が統計値に基づく推定より 10 倍以上となり，統計数値が過小
であると判断された． その他の行政区において， 植生増加面積とその時系列変化の動向は，
衛星解析と統計資料は対廜していたため，統計データと衛星データによる推定が対廜しな
い地域においては，衛星データによる推定が土地利用変化の詳細を表していると考えられ
る．   
第 5 章では，第 3 章と第 4 章で明らかになった内蒙古自治区の植生変化が，もともとど
のような植生のところで生じたか， 12 の行政区毎に植生・土地利用データセット(GLC2003)
を加えて土地利用区分毎の植生変動の実態を明らかにした．特に，統計資料との対比がで
きなかった植生が減尐した地域について詳しい検討を行った． 
内蒙古自治区全体について衛星データの NDVI から見ると， 1980 年代前半から 2000 年代
半ばにかけて全般的に植生が増加しているが，もともと植生が乏しいところ（NDVI<0.2）
と，植生が豊かなところ（NDVI>0.7）は植生の増加はほとんど見られず，植生増加がみら
れたのは，1980 年代前半の NDVI が 0.2~0.7 の草地と農地である．行政区別にみると，乾燥
地である西部のアラシャ盟では，全般に植生増加は見られず，アラシャ盟としては植生の
多い NDVI>0.4 のところで植生の減尐が示された．その他の行政区では，NDVI が 0.2~0.7
で植生増加があり， 植生減尐の可能性があるのは NDVI>0.7 の比較的植生の豊かなところで
ある．アラシャ盟と烏海市を除くと，内蒙古自治区ではもともとある程度の植生が存在し
た地域で，草地における植生増加と農地化が進んだことが明らかとなった． 
一方，第 3 章と第 4 章で論じていなかった植生が減尐したところの評価について，植生・論文内容の袁旨 
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土地利用データセットによって，NDVI が減尐したところを植生別に区分した．その結果，
NDVI が減尐した植生は主に草地として区分された土地である．そのうち，面積割合として
は小さいものの行政区毎に 400km
2以上で草地の NDVI が減尐したとされた地域は，アラシ
ャ盟，オルドス市，包頭市，シリンゴル盟，フルンベル盟などに見られた．内蒙古自治区
ではアラシャ盟を除き，最近 30 年間は植生が増加する傾向が顕著であるが，その他の行政
区でも部分的に植生が減尐する地域が存在する．これらの地域は，主に草地であり，砂漠
化の進行及び不適切な土地利用の可能性が示唆される．なお，フルンベル盟など東部にお
いて，もともと森林である NDVI>0.7 の地域で 2000 年以降 NDVI が減尐傾向にあることに
ついて，何らかの植生の务化であるか，NDVI データセットに残されているデータ処理上の
特性であるか，判断材料がなく，本研究で植生変化の実態に言及することはしなかった． 
第 6 章では，本論文で得られた知見をまとめて糏括とした． 